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 巻頭言 

  

 私ども東北大学グローバル安全学トップリーダー育成プログラム

が発足してから４年が経過しようとしています。この間に、１期生か

ら３期生の総勢約７０人がプログラムに在籍することになりました。

学生たちは、自然科学から人文・社会科学にわたる幅広い専攻からこ

のプログラムに参加しており、多種多様な面々になっています。 

このように様々な背景をもつ学生たちが、相互に切磋琢磨する機会

の１つが、「学生自主企画活動」です。この活動は、本プログラムの

講義や研究室ローテーションを通じて、学生たち自身が問題意識を養

い、それを具体的な課題設定につなげたものです。異分野の学生同士

が交流することを重要視し、メンバー構成が「複数の研究科出身者と

なること」という点は教員サイドが制度化いたしました。しかし、そ

れ以外の企画立案や経費の執行などの具体的な運営は、学生の自主性

が極めて高い内容になっています。 

今年度（２０１５年度）の各活動を概観すると、２つの大きな特徴

があると考えています。１つ目の特徴は、メンバー構成が「期」をま

たいでいることです。１期生、２期生、３期生というように、入学年

次が分かれているのですが、各年次だけで閉じるのではなく、年次を

超えた交流が増えたことは、学生たちにとってとても意義があること

です。このプログラムに入らなければ、基本的には研究室の先輩・後

輩というある意味で閉じられた世界で大学院の生活を送ることにな

ります。しかし、分野が違ううえに、異なる学年の学生との交流によ

り、間違いなく彼らの視野が広がっています。もちろん、良いことだ

けではありません。意思疎通を図るうえでも、専門用語が異なったり、

考え方の違いがあったりして、打合せすら紆余曲折を描く、などとい
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うこともあるようです。また、物事を進める上での時間的感覚の違い

も、学生間で驚きをもってとらえられているようです。理科系の学生

と、文科系の学生が同じ企画活動に参加する場合、「いつ、どのタイ

ミングでアウトプットを出すのか」、「アウトプットとは何なのか」、

という点について感覚的なずれがあるようです。試行錯誤を繰り返し

つつも、比較的短い周期で研究成果を論文化する文化と、「完成品で

なければ恥ずかしい」と考えて試行錯誤の過程をあまり表に出そうと

したがらない文化の違いが、学生の間にすら見受けられるようです。

しかし、これらの問題も、実社会で彼らが間違いなく直面する性質の

ものです。学生自主企画活動を通じて、早いうちからコミュニケーシ

ョン能力を磨いて、対応能力を向上させてくれているものと信じてい

ます。 

特徴の２つ目は、前年度からの継続的に発展する形で運営が続いて

いる企画があることです。福島県いわき市における活動、減災アクシ

ョンカードゲームの開発と実践、火山観測装置の開発、科学技術社会

論の教育活動、デザインに関する活動、インドネシアの火山における

調査は、２０１３年度や２０１４年度に活動をした中で、そこからさ

らに課題を発見し、自分たちなりの解決方法を模索する取組を実施し

ているものだと考えています。特徴の１つ目と関連しますが、各活動

が「前年度継続型」ではあるものの、構成メンバーには変化が見られ、

メンバーの属性の多様性が保たれています。 

中国の古典である『貞観政要』は、唐の名君とされる太宗の政治に

関する言行を記録した書物です。太宗と臣下たちとの政治問答を通し

て、貞観の治(中国において非常に平和で良く収まった時代)をもたら

した政治の要諦が書かれており、現代のリーダーの資質を考えるうえ

で極めて示唆的な内容です。その中で、リーダーにとっては「草創と

守成といずれか難き」という有名な論題があります。この問いを現代

の私たちに置き換えると、組織やプロジェクトを立ち上げることと、
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組織やプロジェクトを運営したり発展させたりしていくことのどち

らがリーダーにとって求められるのか、という議論になると思われま

す。学生たちが自主企画活動を管理・運営していく中で、この論題に

ついて考えながら、将来的に社会を先導する立場の人間となることの

意義を常に自問自答して欲しいと思っています。 

本年度（２０１５年度）は、当プログラムにとっては中間評価にあ

たる年でした。本稿執筆時点では、評価結果はまだわかりません。し

かし、学生たちが伸びている、ということを実感しています。むろん、

所属研究室における諸活動が中核的な位置づけであり、本プログラム

の講義や研究室ローテーションでの学習効果があるでしょう。これら

に加えて、学生自主企画活動という場で「揉まれた」ことも、重要な

要素であったと考えています。 

最後に、これらの活動を受け入れてくださっている学外関係者の皆

様への感謝を申し上げたいと思います。東日本大震災の復興の現場で、

教育の現場で、開発途上国の現場で、学生たちが活動をすることがで

きるのは、活動を受け入れていただく皆様の御理解があってこそのこ

とです。プログラムを運営する立場の者として、大学の中だけでは行

き届かないことを、学外関係者の皆様が学生に直接的・間接的に御教

示してくださり、学生を育てていただいている、ということを痛感し

ております。今後とも御支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

2016 年 2 月 16 日 

東北大学グローバル安全学トップリーダー育成プログラム 

プログラムコーディネーター 

東北大学 工学研究科 教授 

湯上  浩雄 
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 １．学生自主企画活動とは 

 東北大学グローバル安全学トップリーダー育成プログラムでは、参

加学生がグローバル安全学の目的や趣旨に合った課題を自主的に設

定し、実践的な取り組みを行うことを推奨している。取り組みの中に

は、勉強会や研究室紹介のように大学の中で行われるものから、東日

本大震災の被災地における活動やアウトリーチなど、学外における企

画が含まれる。また、企画の内容によっては予算的措置が必要となる

ことを考慮し、2014 年度から必要経費を申請する種類の活動（以下、

「経費支援あり」と記述）も導入された。 

2015 年度には、合計 13 の活動が実施された。そのうち、10 件は

「経費支援あり」のもので、3件は経費支援「なし」であった（表１

を参照）。過去の 2年間と比較すると、「経費支援あり」の活動の比率

が高いことが 2015 年度で顕著である。この点に関連し、経費を使用

する活動の実施を誘導的に進めているのではない、ということを明言

する。また、経費支援を受ける活動が、経費支援「なし」の活動に比

べて優れているという評価をしているわけでもない、ということも強

調したい。 

 前年度までの活動状況を概観する。まず、2013 年度及び 2014 年度

には、合計 35 種類の学生自主企画活動が行われた(2016 年 2月 17 日

時点での集計)。そのうち、プログラムが実質的に運営され始めた

2013 年度には、14 の活動が行われた(次ページの表２を参照)。 

表１ 学生自主企画活動の活動数 

年度 経費支援あり 経費支援なし 

2013 年度 制度なし 14 

2014 年度 7 14 

2015 年度 10 3 

合計 17 31 
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表２ 2013 年度の学生自主企画活動の一覧 

年月日 活動名称 

2013 年 6 月 7 日 第一回 学生研究発表会 

2013 年 7 月 21 日 学都「仙台・宮城」サイエンスディへの出展

2013 年 8 月 20 日 八戸・十和田・六ヶ所村における野外調査実習

2013 年 8 月 21 日 サイクロトロン・RI センター六ヶ所村分室

の見学 

2013 年 8 月 27 日 

～29 日 

山口豪雨災害調査 

2013 年 9 月 11 日 岩沼市における避難訓練調査 

2013 年 9 月 26 日 山元町における津波避難訓練調査 

2013 年 10 月 10 日 秋田大学リーディングプログラム 2013 国際

ワークショップ 

2013 年 11 月 5 日 C-Lab A1（スタンフォード大学サマースクー

ル）の報告会 

2013 年 11 月 5 日 新地町被災地および相馬共同火力発電所

（株）新地発電所の見学 

2013 年 12 月 6 日 みやぎサイエンスフェスタ 

2014 年 1 月 8日 コミュニケーションにおけるデザインの役割、

およびイラストレータデモンストレーション 

2014 年 1 月 10 日 

及び 11 日 

博士課程教育リーディングプログラムフォ

ーラム２０１３ 

2014 年 3 月 14 日 定例会 

※活動の一覧は 2015 年 2 月 13 日時点での集計である。 

表２は平成 24-25 年度活動報告書ページ 35 のとおりだが、それ以降

のページに記載の各活動は、実施日ではなく報告日になっている。 

次に、2014 年度では、経費支援「なし」の活動が 14 個で(次ページ

の表３を参照)、「経費支援あり」の活動は 7個であった。 
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表３ 2014 年度の学生自主企画活動＜経費支援「なし」＞ 

年月日 活動名称 

2014 年 4 月 2 日 平成 26 年度リーディング大学

院生向け履修相談会 

2014 年 4 月 16 日、18 日、23 日、

25 日、5月 7日、9日、6月 20 日

文系レクチャー 

2014年 4 月 28 日～5月 2日 日本地球惑星科学連合大会

2014 への出展 

2014 年 6 月 2日 

～9月 

ERIS Project (Emotional Recognition, 

Interaction and Support Project) 

2014 年 6 月 26 日 多賀城高校 オープンキャンパス事前学習

会への講師派遣 

2014 年 7 月 1日 古川黎明高校 校外学習（大学模擬授業）の実施

2014 年 7 月 21 日 サイエンスデイ２０１４出展 

2014 年 7 月 22 日 イラストレータ講習① 

2014 年 8 月 30 日 いわき市薄磯地区における津波避難訓練支援 

2014 年 9 月 27 日 やまがた『科学の花咲く』プロジェクトにお

ける展示「身近なもので化学反応」 

2014 年 11 月 25 日、

12月10日及び16日

デザインに関する勉強会 

2014 年 12 月 17 日 厨川研究室のラボツアー及び機械加工に関

する基礎学習 

2015 年 12 月 20 日、

2016 年 3 月 2日、20

日、30 日 

英語運用能力向上を目的としたリーダーシ

ップ実践と異分野交流 

2015 年 1 月 27 日 古川黎明高校 ＳＳ総合Ⅰ防災地域科学課題

研究発表会への講師派遣 

※活動の一覧は 2016 年 2 月 17 日時点での集計である。 
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 2013 年度は、プログラム始動直後の 4 月と 5 月には活動がなかっ

たが、その後は毎月活動が行われていた。年度末の 2月と 3月は、修

士論文に従事する学生がいたことがあり、活動がなかったものと考え

られる。 

2014 年度は、新年度開始直後から活動が始まっているのが特徴的

である。また、「経費支援あり」の活動が、申請採択後に長期間にわ

たり継続的に活動をしていたことを考えると、年間を通じて学生自主

企画活動が非常に活発であったといえる。 

 

○2014 年度の学生自主企画活動：「経費支援あり」の一覧 

 

 震災前後の発電におけるリスクの評価および将来の安全性向上

に関する調査研究 

 科学技術をめぐる様々な対立調停に基づく安全・安心な社会形成

へ向けて 

 分野横断型の検討に基づく火山噴火時における避難体制の提案 

－インドネシア・Merapi 火山を事例として－ 

 発展途上国における自然災害に対する予防策の提案と復興の在

り方について－2013 年台風 30 号被害を対象とした現地調査－ 

 小・中学生を対象とする参加型防災学習の新教材の開発とアンケ

ートによる効果測定 

 地域の協働による「安全・安心」形成に関する調査研究と提案－

福島県いわき市沿岸地区を事例として− 

 長期運用可能な無人火山観測装置の開発と噴煙観測システムの

提案 

 

 2015 年度の活動実施状況の特徴は「組織化」と「制度化」であると

考えている。「経費支援あり」の活動の申請書の作成が、年度が切り

替わった 4 月から着手された。申請書の作成のためのメンバー募集

や、メンバー間の役割分担を検討するなどの、学生相互の組織化が進
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んだと思われる。また、2014 年度の申請手続きのプロセスを考慮し

て、企画内容を検討するなど、一連のルールがプログラム内に広まり

定着が見られたという意味で、制度化が進んだと考えられる。なお、

「経費支援あり」の活動といえども、勉強会などのように経費を必要

としない活動については、申請手続きと並行して、実質的に始まって

いた。 

 

○2015 年度の学生自主企画活動：「経費支援あり」の一覧 

 福島県いわき市沿岸部における安全・安心の社会実装への取組 

 小・中学生および留学生を対象とする総合的防災学習の新教材の

開発とアンケートによる効果測定 

 高校における STS 教育を通じた科学技術と社会の新たな関係性

の提案 

 長期運用可能な無人火山観測装置の開発と噴煙観測システムの

提案 

 デザインを用いた安全行動・心理的安心の誘発 

 Morning English Meeting to be a Global Safety Leader 

 応急仮設住宅における管理・運営体制の多様性の考察と最適体制

の提案 

 発展途上国における火山災害に対する建築システムの安全性の

検討～インドネシア・ケルート火山を対象とした現地調査～ 

 途上国と先進国で発生した巨大災害における NGO 参与の効果と

比較――中国と日本の例 

 在日外国人住民の災害意識調査プロジェクト 

 

○2015 年度の学生自主企画活動：経費支援「なし」の活動 

 高校生の防災に対する意識向上のための教育活動 

 あさだ！英語勉強会～英語力を基礎から着実に伸ばす～ 

 2050 年をソウゾウする 
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 ２．活動資金の支援の申請手順 

２．１ 申請の流れ 

本節では、学生自主企画活動の実施にあたり、活動資金の申請手順

について説明する。 

2015 年度は、申請の「ガイドライン」及び「申請書」を、プログラ

ム参加学生に対して 2015 年 5 月 1 日に開示した。申請を希望する学

生は、まずガイドラインにもとづき申請書を作成する(図 1 を参照)。

申請書の作成過程で、アドバイザー教員と議論し必要な修正を行った

うえで、申請書を提出する。申請書の提出を受けて、専任教員全員で

改善点などを検討し意見を付する。最終的には、本プログラムの拡大

運営委員会で採否が決定される。採択後には、経費の執行計画書の提

出が求められる。採択結果は、2015 年 6 月 12 日の定例全体会議にお

いて公表された。 

2015 年度の申請スケジュールは、2014 年度に比べて時期的に早く

進めることにした。2014 年度は、2014 年 7 月 11 日付で「経費支援あ

り」に関する周知を行った。そして、9 月 12 日に採択の通知が出さ

れた。しかし、このスケジュールの場合、学生たちが夏休みを有効活

用しての経費執行ができなくなる。そのため、2015 年度では、採択決

定の時期をできるだけ早く行うことにした。 
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図１ 申請手順の流れ 

※補足：「拡大運営委員会」とはプログラム・コーディネーターまた

はユニット長が議長となり、運営委員会、教務委員会、専任教員な

どにより構成される。 

 

２．２ 申請書の項目 

 まず、申請書作成時の注意点として、以下の 8つの項目を満たすよ
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② 学生自主企画活動は、複数人で行う。 

③ 学生自主企画活動のメンバーは、最低 2 つ以上の異なる研究科

の学生によって構成する。 

④ 研究室活動及びリーディング正課活動とのバランスを考慮し、一

年間に一人の学生が参加できる学生自主企画活動は 2 件までと

する。ただし、経費を必要としない学習会などを、適宜実施する

のは妨げない。 

⑤ 計画書を提出する前に、アドバイザー教員(メンターもしくはそ

の他の専任教員)と計画内容について相談する。 

⑥ 学生自主企画活動の活動資金の執行については、適宜アドバイザ

ー教員に相談をすること 

⑦ 地域避難訓練支援やアウトリーチ活動等、教員から提案のあった

活動については、必ずしも企画書の提出は必要としないが、報告

書の提出を求める。 

⑧ 年度末の成果報告書の提出は必須とする。 

 

また、ホームページに活動の様子を適宜報告したり、学会などの外

部での成果報告を奨励したりした。 

次に、申請書の具体的な項目について述べる。項目は以下の 8つで

ある。 

 

① 企画名 

② アドバイザー教員 

③ 企画に参加するメンバー及び役割分担 

④ 企画の目的 

A. 1000 文字程度で作成 

B. 作成時の注意点：「企画の背景（本企画を応募するにあたり、

着想に至った経緯や問題意識など）」、「企画の目的」、「本企

画の特色」、「予想される結果と意義」に分けて、具体的に記

述する。 
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⑤ 企画の具体的な実施方法 

A. 800 文字程度で作成 

B. 作成時の注意点：フィールド･ワーク等を行う場合の、安全

性確保についても明記する。 

⑥ 企画の実施計画(スケジュール) 

A. 800 文字程度で作成 

B. 作成時の注意点：2015 年度内に何をどこまで達成しようと

しているのか、具体的に記述する。 

⑦ 必要予算額の概算 

⑧ 参加メンバーのエフォート率の確認 

A. 参加メンバーのそれぞれが別々に以下の欄にエフォート率

を記入する。 

B. 2015 年度の 1 年間のエフォートを 100％とする場合、「研究

室の研究・諸活動、リーディング大学院以外の講義」、「リー

ディング大学院の正課(講義、英語研修、C-Lab など)」、「自

主企画活動」、「その他(具体的に：)」について、それぞれの

エフォート率を記入する。 

C. 2014 年度の申請書と比べて、2015 年度には参加学生のエフ

ォート率を各学生の指導教員に確認をしてもらうことを意

図して、「指導教員の捺印」を申請書に求めることにした。 
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第２章 

福島県いわき市沿岸部における

安全・安心の社会実装への取組 

 
 

平田萌々子(1) 

伊藤 大樹(1) 

長谷川 翔(2) 

石澤 堯史(3) 

松岡 祐也(4) 

佐々木隼相(5) 

昆  周作(3) 

磯崎  匡(6) 

 

(1) 東北大学理学研究科 博士課程後期 1年 

(2) 東北大学工学研究科 博士課程前期 2年 

(3) 東北大学理学研究科 博士課程前期 2年 

(4) 東北大学文学研究科 博士課程後期 1年 

(5) 東北大学文学研究科 博士課程前期 1年 

(6) 東北大学文学研究科 博士課程前期 2年 
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 要約 

 2011 年に発生した東日本大震災では東北 3県（岩手・宮城・福島）

を中心に広範囲で甚大な被害がもたらされた。福島県いわき市沿岸部

も例外ではなく、特に薄磯地区では人口に対する犠牲者数が突出して

いた。また、人口流出も深刻な問題である。現在、いわき市沿岸部で

は、防波堤の建設や高台移転といったハード面での復興は急速に進め

られている。しかしながら、地域住民を呼び戻し、また新たな住民を

迎えるためにはソフト面での対策が必要不可欠であり、ソフト面での

対策を行うことでより効果的に安全・安心な社会が実現できると考え

る。そこで、本企画では、地域の安全・安心を社会的に実装すること

を目的とし下記の活動を実施した：（1）科学的知見に基づく地質調査；

（2）史料による地域災害史の解明；（3）地質調査及び史料調査を活

用した防災・理科教育；（4）避難訓練の提案・実施。本報告書では本

年度におけるこれらの活動の実施経過を記す。 

本年度に実施した地質調査及び史料調査より、本自主企画の対象地

域であるいわき市沿岸部において、過去の巨大地震及び津波被害の存

在が示唆された。さらに、本年度は学校現場で防災・理科教育を実施

したり、地域での避難訓練に参加したりした。しかし、本年度は各活

動の「計画」「実施」が中心であり、それらの結果を十分議論するこ

とができなかった。今後はそうした議論を十分に行った上で、各活動

の改善・評価を目指す。また、3.3.3(3)節で述べるが、本自主企画活

動を通して各人の能力が向上したように思われる。特に「俯瞰力」の

向上が著しい。これは、専門の異なる学生同士の議論だけでなく、児

童や地域住民の方々と接する機会によって養われたと考えられる。 

今後の重要な問題として我々の活動を「地域にどう根付かせるか」

「どう還元するか」といった点が挙げられる。長期的な視野を忘れる

ことなく、いわき市沿岸部における地域の安全・安心の社会実装に向

けて、こうした問題の解決を目指したい。    
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 １．企画背景・目的 

先述の通り、2011（平成 23 年）年 3月 11 日 14 時 46 分に東北地方

太平洋沖地震、及びそれに起因する巨大津波が発生した。この巨大地

震は、三陸沖（北緯 38度 06.21 分、東経 142 度 51.66 分）深さ 24 km

を震源とする M 9.0（モーメントマグニチュード）の逆断層型地震で、

震源域は長さ約 450 km、幅約 200 km と推定された（気象庁, 2012）。

宮城県栗原市で観測された震度 7 を筆頭に東北地方全域で強い揺れ

を観測した（図-1；気象庁（2012）より）。東北地方太平洋沖地震に

伴う余震活動は非常に広域（長さ約 500 km）に及び活発であった（図

-2；気象庁（2012）より）。福島県内における代表的な余震活動とし

ては 3月 23 日、4月 11・12 日に発生した M 6.0、7.0、7.4 の正断層

型の地震が挙げられる。さらに本震に伴う巨大津波は、太平洋沿岸及

び日本海沿岸をはじめ全国各地で観測された。 

（左）図-1 東北地方太平洋沖地震（本震）の推計震度分布 

（右）図-2 本震とそれに伴う余震（2011 年 3 月〜2012 年 2 月） 
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この地震及び津波による被害は、2016 年 1 月 8 日時点で、死者

15,894 名、行方不明者 2,563 名、住家全壊 121,783 戸と甚大であっ

た（警察庁緊急災害警備本部, 2016）。福島県いわき市における犠牲

者は 2016 年 1 月 6 日時点で 461 名（直接死 293 名、関連死 131 名）

であった（いわき市災害対策本部, 2016）。いわき市で観測された津

波の高さ（図-3；いわき市（2013）より）は、豊間区・薄磯区で突出

していた。ここで沿岸部に位置する 3区（沼の内・薄磯・豊間区）の

被害状況を表-1 及び図-4 に示す。これらより、薄磯区での死亡者数

と、人口に対する犠牲者の割合が最も高く、次いで豊間区での被害が

深刻であった。沼の内地区では、中央を流れる弁天川を津波が遡上し

たものの、津波の直接的な被害はなかった。すなわち富神崎を境に、

南側（薄磯区）と北側（沼の内区）では被害の様相が全く異なる。ま

た、いわき市の人口は震災前（2011 年 3 月 1日）341,463 名であった

のに対し、震災後（2015 年 5 月 1 日）は 324,831 名であった（福島

県, 2011; 2015）。このように被災地での人口流出も深刻な問題とし

て挙げられる。 

（左）図-3 いわき市沿岸部の津波の高さ 

（右）図-4 沿岸 3区の被害状況（左列：市全体の犠牲者数に対す

る犠牲者の割合、右列：各区の人口に対する犠牲者の割合） 
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表-1 沿岸 3区の被害状況及び津波高 

 沼の内区 薄磯区 豊間区 

人口（人） 2,082 766 2,147 

死亡者数（人） 
直接死 5 111 83 

関連死 4 4 6 

市全体の犠牲者数に

対する犠牲者の割合 

(%) 

直接死 1.7 37.9 28.3 

関連死 3.1 3.1 4.6 

各区の人口に対する

犠牲者の割合 (%) 

直接死 0.2 14.5 3.9 

関連死 0.2 0.5 0.3 

津波高 (m) 4.92 8.51 8.57 

総務省統計局（2010）及びいわき市（2013）、いわき市災害対策本部

（2016）を基に作成 

 

 また、東北地方太平洋沖では、M 7.0 以上の地震が繰り返し発生す

ると考えられてきた（気象庁, 2012）。代表的な地震としては、貞観

地震（869 年）や明治三陸沖地震（1896 年）、昭和三陸地震（1933 年）、

福島県東方沖地震（1938 年）、宮城県沖地震（1978 年）などが挙げら

れる。つまり、今後も同地域で地震が発生することが予想される。ま

た東北地方太平洋沖地震に伴う最大余震の発生も懸念される。 

 こうした背景を踏まえ、我々は防潮堤の建設や高台移転などのハー

ド面での対策だけでは地域の安全・安心を社会実装するには不十分で

あり、地域特性を考慮した上でソフト面での対策を行うことでより効

果的に安全・安心な地域社会が形成されると考えた。そこで、福島県

いわき市沿岸部を対象に、地域の安全・安心を社会的に実装（具体化・

具現化）することを目的とし、下記の活動に取り組んだ：(1) 科学的

知見に基づく地質調査；(2) 史料による地域災害史の解明；(3) 地質

調査及び史料調査を活用した防災・理科教育；(4) 避難訓練の提案・

実施。 
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 ２．活動記録 

 本年度の活動を表-2 に示す。本年度は毎月 1 回を目安に打ち合わ

せを実施し、定期的に互いの進捗状況を確認した。また必要に応じて

臨時的に打ち合わせの場を設けた。打ち合わせを始め、各活動はすべ

て議事録・活動報告書に記載し、情報の共有・活動の可視化に励んだ。 

 

表-2 本年度の活動記録 

日時 内容 参加者 

4.2 打ち合わせ 
石澤・昆・長谷川・平

田 

4.8 地質調査（高久地区） 
昆・石澤・長谷川・平

田 

4.10 打ち合わせ 

伊藤・長谷川・昆・石

澤 

磯崎・平田 

4.16, 

21,23 
標本作成 

伊藤・石澤 

長谷川・平田 

4.22 打ち合わせ 
伊藤・昆・磯崎 

長谷川・平田 

4.25-26 エクスカーション 
伊藤・昆・長谷川 

石澤・磯崎 

5.8 活動報告 平田 

5.15 打ち合わせ 石澤・昆・磯崎・平田 

5.20 教育指導案作成 伊藤・長谷川・平田 

6.9-10 
防災・理科教育 

（豊間小学校） 

山田 1・伊藤 

長谷川・平田 

6.12,17 打ち合わせ 全員 

6.19 打ち合わせ 伊藤・石澤・松岡 
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長谷川・佐々木・平田 

7.7 打ち合わせ 
伊藤・松岡・石澤 

長谷川・佐々木・平田 

8 月 活動報告 平田 

9.11 打ち合わせ 
伊藤・長谷川・昆・松

岡佐々木・平田 

9.11,14, 

16,17,23 
教育事前準備 

伊藤・長谷川・昆 

磯崎・平田 

9.23-24 
防災・理科教育 

（高久小学校） 

伊藤・長谷川・昆 

磯崎・平田 

10.9 打ち合わせ 全員 

10.24-25 活動報告 平田 

11.3 打ち合わせ 

長谷川・松岡 

石澤・昆・平田・佐々

木 

11.17,20, 

21 
地質予備調査 昆 

11.30- 

12.2 
史料調査（明治大学） 松岡・佐々木 

12.8 打ち合わせ 
伊藤・長谷川・昆・松

岡石澤・佐々木・平田 

12.11 シンポジウム運営補助 長谷川・佐々木 

12.12-14 地質調査 
石澤・昆・伊藤・長谷

川磯崎・松岡・佐々木 

1.15 打ち合わせ 
石澤・昆・伊藤・磯崎 

松岡・平田 

1 月 活動報告 佐々木 

1.16 
避難訓練・ 

シンポジウム 

佐々木 2・伊藤・磯崎 

松岡・昆・平田 
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1 自主企画「小・中学生および留学生を対象とする総合的防災学習の  

新教材の開発とアンケートによる効果測定」より参加 
2 C-lab「C-5 津波避難・防災計画策定ラボ」より参加 

 

 ３．活動内容 

本章では、本企画を構成する 4 つの活動について活動内容をそれ

ぞれ記す。 

 

３．１ 科学的知見に基づく地質調査 

３．１．１ 背景・目的 

 2004年インド洋大津波や2011年東北地方太平洋沖地震とそれに伴

う巨大津波、2013 年の台風 30 号によるフィリピン・レイテ島で発生

した高潮など、人類は近年の自然災害の脅威を目の当たりにし、防災

に対する期待が世界中で高まっている。我が国においては、2011 年

に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う巨大津波を教訓に自然災害

に強いまちづくりを目指し、被災地の復興が着実に進んでいる。高台

への住宅地の集団移転や、津波で被災した沿岸部の嵩上げ工事がその

例である。このようにハード面では着実に自然災害に強いまちづくり

が行われる中、ソフトの面でも対策が急がれる。こうした中、過去に

起きた災害を知ることで、今後起こりうる災害の予測が可能だと考え

られる。過去にどのような災害が発生したかを把握し、それについて

社会が対策することで安全・安心な社会が構築される。よって災害史

を解明することは、安全・安心な社会構築の第一歩と言える。 

 869 年に発生した貞観地震は、2011 年の東北地方太平洋沖地震とほ

ぼ同じ震源で発生し、巨大な津波が東北地方の沿岸部の広域を襲った

とされている。仙台平野においては、貞観津波により推定される浸水

域が東日本大震災の浸水域とほとんど同じであったということが地

質学的な調査から分かっている（ただし、当時の海岸線は今よりも内
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陸側であった）。しかしながら福島県においては、南相馬市など県北

の一部の地域でしか貞観津波が襲来した証拠（津波堆積物）を確認で

きていないことから、貞観津波の規模は未だ解明されていない。 

 我々は貞観津波が福島県最南に位置するいわき市を襲ったか否か

を、地質学的手法を用いて 2013 年度から調査を行ってきた。この貞

観津波がいわき市内を襲ったかどうかの不確定事項を解明すること

は、貞観地震そのものの解明に関連するため、福島県浜通り沿岸部に

おいて防災対策を実施する上で極めて重要な情報になる。また、この

調査から得られる結果は、いわき市内の小学校で実施する防災・理科

教育（3.3 節参照）をはじめとした、我々の活動の土台になる。 

 また本年度から、史料に記された古地震と古津波の調査を開始した

（3.2 節参照）。史料に記された歴史記録と地質調査の融合は、イベ

ント堆積物の同定に極めて有効である。よって本年度から、史料が存

在する 17 世紀以降の古津波（慶長、延宝津波など）の地質調査にも

着手した。 

 ここでは本年度の地質調査の結果と、これまでの調査結果から解明

したことをまとめて報告する。 

 

３．１．２ 調査地点 

 これまでの調査地を図-5 に示す。これらの地点は、いわき市沿岸

部のほぼ中央に位置し、他の地域と比べ広い平野部が広がる点が特徴

である。これらの地域における地下の地質に関しては、「シームレス

地質図」（産業技術総合研究所）にまとめられている。この平野部の

大部分は水田として使われており、その平野部に点在する小高い砂丘

地に住宅が建っている。我々はこの平野部の水田において、水田とし

て使用されていない時期に古津波の調査を実施した。 

 昨年度から調査を実施している高久地区においては、イベント堆積

物がどのように分布しているかを解明するため、東西に側線を引き調

査を実施した（図-5）。 
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 図-5 路頭観察・ボーリング調査地点（2014 年以降） 

 

北から下大越地区・藤間地区・高久地区・下高久地区である。東に

太平洋、東西方向に平野が位置しており、その多くが水田として利

用されている。藤間地区・高久地区・下高久地区における側線は、

東西方向に堆積物の変化を追うために引いた。 

 

 本年度から着手した下高久地区、藤間地区は他の調査地よりも海岸

線に近く、また標高が低く、2011 年の津波の浸水域である。これらの

地区周辺には先行研究があり、「津波堆積物データベース」（産業技術

総合研究所）にまとめられている。これらの地区は高久地区と比べ海

岸線に近いことから、このデータベースに報告されているイベント堆

積物は、近代において貞観津波よりも小規模な津波の可能性が否定で

きないと考えた。そこで両地区においても東西に側線を引き、近代の

津波の痕跡の調査を実施した。 

 下大越地区では、大規模な土地改良の工事を施工していた現場に立

ち会うことができ、巨大なトレンチ調査を実施することができた。 

 

３．１．３ 手法 

 2011 年東北地方太平洋沖津波により堆積した津波堆積物の場合、

その層厚は 30 cm 以下が主であるため、多くの場合はスコップで掘
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り、面を出し調査を行う。一方、過去の津波堆積物は、地中に堆積し

ているため、スコップでトレンチを掘るには多くの労力を必要とする。

この労力の軽減のため、我々は 1 m のハンディジオスライサーを用

いて調査を行ってきた。ハンディジオスライサーを用いた津波堆積物

の調査は非常にシンプルで簡単に実施できるという利点がある。まず、

調査地点にハンディジオスライサーを大鎚で地面に打ち込み、その後、

専用の抜き取り機でハンディジオスライサーを地中から抜く。この一

連の作業はおおよそ 5-10 分程度である。抜き取ったハンディジオス

ライサーは地中の堆積物を綺麗に抜き取るため、堆積物の観察も容易

である。またそれに加えて本年度は、より機動性の高いピートサンプ

ラーを用いた（図-6）。ピートサンプラーは半径 3 cm ほどの円筒状の

掘削機材である。これを地面に押し込むことで地下数 mの堆積物を抜

き取り、観察することができる。 

図-6 ピートサンプラーを用いた地質調査の様子 

 

３．１．４ 結果・考察 

３．１．４（１） 高久地区 

 2014 年度に引き続き、本年度高久地区の 9 地点において、ジオス

ライサーを用いた地質調査を田植え前の 4 月に実施した（図-7）。高

久地区が開田したのは江戸時代後期の安政時代（西暦 1854 年〜）で

あるので、耕作土より下部層は安政時代より古い層である。 
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 T4 から T9 において、約 50 cm から下部層はすべて砂層である（図

-7）。この砂層は産総研のシームレス地質図に示されている「後期更

新世（18,000 年前）—完新世（現在）の砂丘堆積物」と考えられる。

この砂層の上部には砂泥層が 10 cm 前後で堆積しており、最上位は泥

層である。この泥層は沼や湿地帯の腐植土の堆積層と考えられる。そ

れより上位は耕作土であり、開田以降は何度もこの泥層も擾乱されて

いることが考えられるため、この泥層の層厚を見積もることはできな

い。しかし、T4 から T9 において得られた地質情報から以下のシナリ

オが考えられる；後期更新世以降、これらの地点は砂丘であったが、

しばらくして縄文海進（約 6,000 年前）や陸水の流入などが原因で湿

地帯となり、安政時代の開田まで土地利用はされてこなかった（図-

7）。 

図-7 高久地区におけるジオスライサーを用いた地質調査の結果 

 

黒色は泥層、黒色に点々があるのは砂泥層、白色の点々は砂層を示し

ている。多くの地点で、耕作土の下位は腐植土から成る泥層であり、

かつては沼のような湿地帯だったと思われる。T4 から西側では、そ

の泥層より下位は砂層であった。これは産総研のシームレス地質図で

示された古砂丘堆積物と思われる。一方、T3 においては泥層が 80 cm

以上続くため、局所的な湿地帯だったと思われる。 
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 さらにこの地点では、唯一イベント堆積物が泥層に挟まれて堆積し

ていることを確認した。T3のイベント堆積物は少なくとも2層あり、

地上から 75—83 cm 及び 94—106 cm 下方地点で確認した。イベント堆

積物を挟む T3 の泥層の層厚は他地点の泥層と比べて厚いため、堆積

速度が他の地点よりも速かったと推定される。我々は、この地点を局

所的な沼地であったと考える。そのため沼の腐植土が堆積していたこ

の地点のみ、水害のイベント時に砂が運搬され堆積する一連の過程を

保存したのだろうと我々は考えている。T4 から T9 でイベント堆積物

が見つからなかった理由としては、イベント堆積物が約 50 cm 下方の

古砂丘堆積物の層に埋もれて堆積しており、古砂丘堆積物と砂で構成

されているイベント堆積物の識別ができなかった、もしくは T4 より

西側の地点には水害によって砂が運搬されなかった、ということが考

えられる。 

 現時点では 2014 年度に実施した調査で見つけたイベント堆積物

（T7 より 200 m 西の地点において深さ 70 cm、 厚さ 3 cm のイベント

堆積物）と T3 で見つかったイベント堆積物が、同じイベントで堆積

したかは不明である。この不明瞭さを検証する方法として、(1) この

イベント堆積物の分布を調べること、(2) 放射性炭素年代測定でイベ

ント堆積物の年代を算出することが考えられる。こうした手法に基づ

く科学的検証の実施が高久地区における今後の課題である。 

 

３．１．４（２） 下高久・藤間地区 

 下高久地区と藤間地区の調査は、稲刈りが終わった 2015 年 12 月に

実施した。両地区も高久地区と同様、開田したのは安政時代なので、

耕作土より下位層は 19 世紀以前の層である。この地区における調査

は、海岸線に近い防災林から西に向けてピートサンプラーを用いたボ

ーリング調査を行い、江戸時代以前に襲来した津波の痕跡の有無を検

討した。下高久地区で 7 地点、藤間地区では 18 地点ボーリング調査

を行い、その結果を図-8及び図-9 に示す。 
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図-8 下高久地区の調査結果とその解釈 

古砂丘堆積物及び複数のイベント堆積物を確認した。 

図-9 藤間地区におけるボーリング調査の結果 

図中右のスケールは 20 cm 刻みである。耕作土下位層（地上から 20 

cm 下方）においてイベント層を確認した。このイベント層は耕作土

から近いため、擾乱によって失われてしまった地点があるかもしれな

い。それより下位の event 2 の層は海岸線に近い層から内陸側方向へ

の堆積を確認した。いずれの層も県道 15 号線付近で確認できなくな
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い。それより下位の event 2 の層は海岸線に近い層から内陸側方向へ

の堆積を確認した。いずれの層も県道 15 号線付近で確認できなくな



26

 
15 

った。これより西側においては古砂丘の砂層を確認した。 

 産総研のシームレス地質図によると、両地区の調査地点は、後期更

新世（18,000 年前〜）以降の古砂丘の砂層に囲まれており、この古砂

丘に挟まれたエリアは堤間湿地帯だったと考えられる。我々の調査結

果からも、下高久地区では海岸線に近い東側の地点で、藤間地区では

県道 15 号線周辺から西側で、古砂丘と思われる砂層が確認できた。 

 一方、堤間湿地と考えられる地点からは、泥層もしくは砂泥層に挟

まれた 2層のイベント堆積物が両地区で確認できた。特に藤間地区で

は、2層のイベント堆積物が複数の地点で広く分布しているのを確認

した。上位のイベント層に関しては、耕作土付近に堆積しているため、

地点によっては擾乱されている可能性がある。しかし、2層のイベン

ト堆積物は、古砂丘が堆積している県道 15 号線より西側では確認で

きなかった。この理由としては、高久地区と同様、古砂丘と砂で構成

しているイベント堆積物の識別ができなかった、もしくは県道 15 号

線より西側の地点には砂が運搬されなかった、ということが考えられ

る。 

 フィールド調査よりこれらのイベント堆積物からは以下のような

特徴を確認した。 

(1) 上方細粒化 

(2) 侵食箇所に礫が堆積 

(3) 砂の淘汰が悪い 

(4) 最大 1 cm の泥の偽礫（rip-up clast） 

(1)「上方細粒化」は文字の通り、層の下部から上部に従い粒度が細

かくなっていくことである。堆積物が水によって侵食され運搬する際

に、水の流速の減少に従って粒度が大きい（重い）砂から順に堆積が

始まり、粒度が細かい堆積物は上部に堆積することからこのような堆

積構造が起こる；(2)「侵食箇所に礫が堆積」は、高密度の乱流によ

って地表面が侵食され、その箇所は局所的に流速が落ちたため礫が堆

積したことが考えられ、このような堆積構造は東日本大震災の津波で

堆積した津波堆積物からも複数確認されている；(3)「砂の淘汰が悪
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い」とは、砂の粒度にばらつきがあることであり、渦のような乱流に

よって堆積物が運搬・堆積した結果得られる堆積構造である；(4)「泥

の偽礫（rip-up clast）」とは、泥で覆われた地表面を侵食するよう

な乱流によって泥の塊が運搬・堆積したものである。これら 4つの特

徴は全て津波堆積物で見られる特徴であるため、今回観察したイベン

ト堆積物は津波堆積物である可能性を見出した。 

 

３．１．４（３） 下大越地区 

 下大越地区では、地震の痕跡である噴砂の堆積物（液状化の跡）と、

その上位に砂層を確認した。この噴砂は礫で構成する箇所が広く見ら

れることから、巨大地震（激震）であったことが考えられる。一方、

噴砂の上位に堆積している砂層は、淘汰が悪く泥の偽礫も観察できた。

以上のことから、この地層構造より激震後に津波が襲来したことが示

唆された。詳しい露頭の写真、柱状図、噴砂の年代（地震発生の年代）

および堆積物の粒度などの情報は国際誌への投稿を目指し、現在まと

めている。 

 

３．１．５ まとめ・今後の課題 

 本年度、下大越地区における噴砂及び津波堆積物の発見から、住民

の間で伝聞されてきた「これまでいわき市には津波はなかった」とい

う事項は間違いであったことが明らかとなった。しかし津波がいつの

時代に起きたかは現時点では依然として不明である。史料によると近

代では江戸時代に延宝津波が襲来していたという記述がある。また貞

観津波が襲来していた可能性も否定できない。よって、今後はイベン

ト堆積物の年代測定が重要だと考える。 

 高久、下高久、藤間地区で見つかったイベント堆積物が津波堆積物

か否かの判定は、下大越地区の津波堆積物との整合性で解明されると

思われる。高久地区の多くの地点は古砂丘堆積物であるため、砂層の

イベント堆積物の識別と整合は困難であるが、T3 のような湿地がど

のように広がっていたのかは非常に興味深い。なぜならこの湿地は、
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古砂丘を越えてやってきた巨大津波の痕跡を保存している可能性が

あるからである。また、各年代においてこれらの地域の海岸線を考慮

することも、古津波の挙動を解明する上で重要となる。 

 

３．２ 史料による地域災害史の解明 

３．２．１ 背景・目的 

 東北地方太平洋沿岸は、これまで多くの津波被害をうけてきたこと

が、史料上から確認されている。その被害の多くは岩手県を中心とし

た三陸沿岸に集中しているため、それ以外の地域での津波被害はそれ

ほど注目されてきたわけではない。しかしそのような地域でも、三陸

沿岸に比べれば少ないものの、津波によって大きな被害をうけた歴史

を持つことが分かってきている。それは、いわき市沿岸においても同

様である。 

 いわき市沿岸を襲った歴史津波に関する研究は、少ないながらも存

在する。しかし、それらは津波による被害状況に注目したものであり、

また史料の検討に不十分な点が見られることから、再検討の必要があ

るように思われる。当然ながら、被害にのみ注目していることから、

津波が社会に与えた影響や復興過程などの検討も、ほぼ手つかずのま

ま残されている。これら人々が災害とどのように向き合ってきたのか

を知ることは、重要な検討課題であると考えられる。 

今回、我々はいわき市における歴史津波の様相を探ることを目指し

た。それは、これまでの歴史津波の研究同様に被害状況の確認が中心

となるが、これに加えて津波襲来後、行政（今回は江戸時代の藩）が

どのような動きをしたのかなど、社会の動向を検討することを試みた。 

 

３．２．２ 結果 

３．２．２（１） いわきを襲った歴史津波 

我々はいわき市における歴史津波を検討するために、いつ津波がい

わき市沿岸に被害を与えた（と考えられる）のかを探ることから始め

た。はっきりと被害が出ていることが分かる歴史津波はそれほど数が
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ないものの、例えば貞観地震津波（869 年）のように、記録上いわき

市のことは書かれていないが被害が出ていることが想定できる津波

もいくつか存在する。また、津波による被害は出ていないが小津波を

観測した関東大震災（1923 年）のような例もある。 

先行研究より、いわき市沿岸に被害を与えた（と考えられる）津波

は 16 件を確認することができた（表-3）。古い時期の津波では、いわ

き市の被害に関する史料は存在しない。これは他地域でも同様であり、

いわき市が特殊であるわけではない。 

 

表-3 福島県沿岸を襲った歴史津波 

No 和暦年月日 西暦年月日 概要 被害

1 
貞観 11. 

5.26 
869.7.13 

貞観地震。多賀城下に海

水至り、溺死者 1,000。
 

2 
応永 27. 

7.20 
1420.8.29 

茨城県日立市沿岸（河原

子・相賀）で潮の干満あ

り。日立市十王地区で砂

層が 2層発見され、1000

～1400 年頃の範囲内と

推定されている。 

 

3 
享徳 3. 

11.23 
1454.12.12

奥州（陸奥国）に津波が

押し寄せ、広い範囲に

（波が）入り、人が多く

海水に飲み込まれ死ん

だ、との記録あり。 

 

4 
慶長 16. 

10.28 
1611.12.2 

慶長三陸地震。津波によ

る被害大。北海道から福

島県までの被害記録あ

り。相馬中村海岸に被

害。 
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5 
延宝 5. 

3.12 
1677.4.13 

延宝三陸地震。地震後約

1 時間で津波来る。岩手

県沿岸で被害大。小名浜

で通常よりも大きな潮

の干満が確認される。 

○ 

6 
延宝 5. 

10.9 
1677.11.4 

延宝房総地震。福島県か

ら千葉県にかけて津波

襲来。磐城平藩で家 550

（or 487）軒流倒、死者・

行方不明者 130 余（or 

189）。 

○ 

7 
元禄 12. 

12.9 
1700.1.27 

アメリカ・カスケード海

溝の地震による遠地津

波。三陸～紀伊半島にか

けて津波襲来。日本での

最大波高は和歌山県田

辺の 5.4m。 

 

8 
元禄 16. 

11.23 
1703.12.31

元禄地震。津波は千葉県

犬吠埼から静岡県下田

に襲来、被害を与える。

小名浜にも津波襲来、大

宝切通しが崩れる。 

○ 

9 
寛政 5. 

1.7 
1793.2.17 

寛政三陸地震。岩手県・

宮城県の三陸沿岸での

津波波高大。いわきでの

津波は引きから始まり、

死者 3人。 

○ 

10 
明治 10. 

5.10 
1877.5.10 

チリ（イクイク Iquique

沖）の地震による遠地津
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波。房総半島で死傷者多

く、函館で波高 2m。 

11 
昭和 8. 

3.3 
1933.3.3 

昭和三陸地震。北海道か

ら三陸沿岸にかけて、津

波による大きな被害が

出る。小名浜で 1m余の津

波を観測。 

○ 

12 
昭和 13. 

5.23 
1938.5.23 

福島県内各所で地震被

害。小名浜で小規模な津

波が観測される。 

○ 

13 
昭和 13. 

11.5 
1938.11.5 

福島県東方沖地震。地震

により福島県で死者 1

名、全壊家屋 4軒出る。

小名浜で最大 1m 余の津

波を観測。 

○ 

14 
昭和 35. 

5.23 
1960.5.23 

チリ地震（遠地津波）。地

震の翌日に日本各地に

津波襲来、被害を与え

る。小名浜では 2.4m の津

波を観測。 

○ 

15 
平成 22. 

2.27 
2010.2.27 

チリ中部沖の地震によ

る遠地津波。小名浜で

50cm、四倉で 2m未満の津

波。 

○ 

16 
平成 23. 

3.11 
2011.3.11 

東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）。 
○ 

「被害」はいわきでの被害の有無について記載 

宇佐美ほか（2013）、行谷・矢田（2014）を参考に作成 
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３．２．２（２） 延宝房総地震津波による被害 

今回我々は、延宝房総地震津波（表-3 の No.6）に注目し検討する

こととした。延宝房総地震津波は宇佐美ほか（2013）によると、震源

は東経 142.0 度・北緯 35.5 度、推定マグニチュード 8.0 であり、こ

の津波はいわき市沿岸に大きな被害を与えているという。この津波の

発生した当時、いわき市の大部分は磐城平藩・内藤家の領地であった。

内藤家は元和 8年（1622）から延享 4年（1747）まで磐城平藩を治め

た大名家であった。 

明治大学博物館は、この内藤家が所蔵していた史料群（内藤家文書）

を保管しているのだが、ここには延宝房総地震津波に関する史料も含

まれている。本年度は 2015 年 11 月 30 日から 12 月 2 日までの日程

で、それらの史料に加え、延宝年間（1673-1681）を中心とした時期

の史料の調査を行った。 

延宝房総地震津波に関する記載のある史料は『万覚書』『江戸状案

紙』『岩城御領内大風雨大波洪水之節覚書』の 3 点である。これらは

すべて『新収日本地震史料 第 2巻』に収録されている。今回の史料

調査は、その原本調査である。このうち『岩城御領内大風雨大波洪水

之節覚書』（以下『覚書』）には具体的な被害内容が書かれている。し

かし、調査では虫損を理由に閲覧することはできなかった。そのため、

『覚書』だけは史料集掲載のもので検討することとなった。 

地震直後の藩庁の動きは『万覚書』に詳しく書かれていた。10 月 10

日条には次のように書かれている（以下、史料記述はすべて読み下し

にしている）。 

 

昨夜亥の下刻、御領内浜々へつなみ（御座）候由、注進これあり。 

 

これは、「昨夜（9 日夜）23 時に、藩内の沿岸部に津波が襲来した

と、報告があった」という意味である。これは被害報告ではなく、被

災したことを伝える速報であった。当時は災害によって被害を受ける

と、その情報を江戸幕府に報告する必要があった。そのため、藩とし
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ては具体的な被害の実態を知る必要があった。 

 津波の翌日である 10 日には、さっそく現地での被害調査が行われ

た。『万覚書』は次のように書かれていた。 

 

辻与一右衛門、浜々大破の様子仰せ上げられ候ため、十三日に江戸

へ遣さるべき由仰せ出され候、それに付き、今夜通し四倉より浜方

段々様子見届け、小名まで見分いたし参るべく候 

 

これは「辻与一右衛門を、沿岸部の被害の様子を報告するため、13

日に江戸へ遣わすようにとのことである。そのため、今夜四倉から沿

岸の村の様子を見て、小名浜まで調査するように」という意味である。

被害状況について 13 日に使者を江戸の磐城平藩の屋敷へ派遣する予

定であったことから、すぐに四倉から小名浜までの実況見分が行われ

たことが分かる。また『万覚書』には、実況見分とは別に郡代官所か

らは具体的な被害状況の報告書が藩庁へ提出されることになってい

たことが書かれている。 

なお『江戸状案紙』には、江戸の磐城平藩の屋敷へこれらの動向に

ついて伝えた書状案が収録されている。 

磐城平藩の被害状況は江戸幕府に報告されている。それは『覚書』

に、江戸幕府の大老・老中など宛てで 10 月 12 日付の被害報告書の写

しが掲載されていることから分かる。 

ここに挙げられている磐城平藩内の被災村は、小名浜・永崎・中ノ

作・薄磯・四倉・江之網（田之網村内の小村）であり、被害内容は次

の通りである。 

・流倒家数 330 軒、破損家数多 

・家財米穀刈稲は大分流失 

・塩竈 10 基破損 

・猟船・荷船 97 艘破損、11 艘行方不明 

 ※このうち 3艘は米俵を積んでおり、560 俵を海に捨てている 

・溺死者 75 人（男 46 人、女 29 人）、怪我人数多 
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・牛馬 30 疋流死 

また、磐城平藩には湯長谷藩という支藩（磐城平藩を本家とする、

分家の藩）があり、磐城平藩とは別に被害がまとめられ、別途幕府へ

報告されている。湯長谷藩の被災村として挙げられているのは江名・

豊間で、被害内容は以下の通りである。 

・流倒家数 218 軒、破損家数多 

・家財米穀刈稲は大分流失 

・猟船・荷船 31 艘破損、2艘行方不明 

・溺死者 44 人（男 24 人、女 20 人）、怪我人数多 

・馬 5疋流死 

このように、『覚書』からは 8か村の被害の様子が分かる。 

 

３．２．２（３） 地震前後の生産力の比較 

この地震・津波によって被害を受けた 8か村は、その生産力も影響

を受けたのか。この点を確認するために明治大学博物館所蔵『陸奥国

之内菊田高野石川磐ヶ崎磐城楢葉標葉行方宇多郡高辻帳』（『正保郷帳』

とも呼ばれる、正保 4 年）および『陸奥国磐城領郷帳』（『元禄郷帳』

とも呼ばれる、元禄 10 年）から、磐城平藩内 5 か村の石高を比較し

てみた。その結果は、表-4のとおりである。『正保郷帳』『元禄郷帳』

はそれぞれ延宝房総地震津波の前後 20〜30 年隔てており、地震・津

波による影響を正確に示しているわけではないが、この当時の被災村

の生産力を知るためには、ある程度参考になると思われる。 

このほか、延宝房総地震津波当時の生産力を知るための史料として、

延宝 6年の『陸奥国棚倉岩城相馬領郷帳』というものがある。この史

料には村ごとの田畑の面積がまとめられている。ただし、この史料に

はすべての村の記載がなく、被災 8か村の中では薄磯村の状況しか分

からない。延宝 6年の薄磯村の田畑面積は、本田畑 20 町 17 歩・新田

畑 12 町 4反 1畝 22 歩であった。 
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 表-4 延宝房総地震津波による被災村の正保郷帳・元禄郷帳の比較 

  正保郷帳 元禄郷帳 

磐
前
郡 

小名浜 416 石 8 斗

5升 

田方 72 石 7斗 7 升 

8 合 

1468 石 8 斗

0 升 7合 

畑方 344 石 7升 2 合

永崎村 354 石 7 斗

9升 

田方 246 石 8斗 6 升

7合 

434 石 4 斗 

8 升 5 合 

畑方 107 石 9斗 2 升

3合 

中之作村 36 石 2 斗 

5 升 5 合  

田方 4石 8斗 2升 44 石 2 斗 

9 升 4 合 畑方 31 石 4斗 3 升 

5 合 

薄磯村 120 石 6 斗

5 升 4合 

田方 57 石 9升 196 石 5 斗 

7 升 4 合 畑方 63 石 5斗 6 升 

4 合 

江名村 291 石 田方 127 石 8斗 5升 515 石余 

畑方 163 石 1石 5 升

豊間村 582 石 6 斗

8升 

田方 331 石 2斗 5 升

1合 

1009 石余 

畑方 251 石 4斗 2 升

9合 

沼之内村 282 石 1 斗

3 升 1合 

田方 190 石 5斗 6 升 397 石 9 斗 

1 升 8 合 畑方 91 石 5斗 7 升 

1 合 

藤間村 186 石 7 斗

8 升 5合 

田方 109 石 1斗 2 升

3合 

247 石 2 斗 

1 升 9 合 

畑方 77 石 6斗 6 升 

2 合 
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 表-4 延宝房総地震津波による被災村の正保郷帳・元禄郷帳の比較 
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磐
前
郡 
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5升 
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0 升 7合 
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9升 
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7合 
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3合 
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9 升 4 合 畑方 31 石 4斗 3 升 

5 合 
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4 合 
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畑方 163 石 1石 5 升

豊間村 582 石 6 斗

8升 
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1合 
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畑方 251 石 4斗 2 升

9合 
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3 升 1合 

田方 190 石 5斗 6 升 397 石 9 斗 
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上高久村 874 石 3 斗

4 升 2合 

田方 732 石 4斗 1 升

7合 

790 石 7 斗 

1 升 2 合 

畑方 141 石 9斗 2 升

5合 

下高久村 818 石 2 斗

7 升 1合 

田方 588 石 4斗 2 升

4合 

1207 石 9 斗

3 升 5合 

畑方 229 石 8斗 4 升

7合 

磐
城
郡 

四倉村 933 石 7 斗

4 升 7合 

田方 762 石 1斗 3 升

4合 

952 石 5 斗 

4 升 6 合 

畑方 171 石 6斗 1 升

3合 

明治大学博物館所蔵『陸奥国之内菊田高野石川磐ヶ崎磐城楢葉標葉

行方宇多郡高辻帳』『陸奥国磐城領郷帳』により作成 

※被災村である江之網村は両郷帳に記載がないため、ここには挙げ

ていない。 

※江名村・豊間村は別藩であるため『陸奥国磐城領郷帳』には記載

がなかった。そのため、ここでは『福島県の地名』にある値を引用

した。 

※沼之内村から下高久村は被災村に近いことから、参考として挙げ

ている。 

 

３．２．３ 考察 

今回の史料調査から、磐城平藩が地震直後に現地での被害調査を行

っていること、また郡代官所からも藩庁へ被害が報告されていること

が分かった。当時は、いち早く幕府へ被害を届け出る必要性があった

ことがここから分かるが、このように災害を受けた場合の情報収集や

伝達の方法がすでに定まっていた点は、注目されるだろう。 

現いわき市内の被害だが、ここでは津波被害の調査結果であったこ
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とから「流失」や「溺死」といった文言が用いられている。怪我人に

ついては実数が書かれていないものの、かなりの数にのぼったと考え

られる。また『万覚書』10 月 17 日条には、中之作村で怪我をした者

のうち 2人が死亡したとあり、怪我人の救護がうまくいっていなかっ

た状況を読み取ることができる。 

一方で、地震被害は史料に記載されていない。これは現存する史料

から被害情報が漏れている可能性もありうるが、ここではむしろ地震

自体による被害はなかったと考えるのが妥当であろう。仮に地震によ

る被害もあったならば、それについても幕府へ報告しているはずであ

り、『覚書』に記載がなければならない。しかしその形跡がない以上、

この地震自体による被害はなく、ここでは考慮する必要はないと判断

できる。 

表-4 に挙げた被災村および近隣 4 か村の石高の変化を見ると、約

50 年で上高久村以外のすべての村で石高が増えていることが分かる。

これは、この間に農業技術の向上と新田開発が行われたことを示して

いる。地震の翌年（延宝 6年）に作成された『陸奥国棚倉岩城相馬領

郷帳』には、薄磯村で本田畑とは別に新田畑の項目があることからも、

新田開発が進められたことが証明される。恐らく、他の被災村でも同

様に新田開発が行われていたのだろう。被害報告には田畑が被災した

との記載はないが、一方で米穀・刈稲が流失したとあることから、地

震・津波は稲の刈り入れが終わった後に起きたことが分かる。あるい

は、田畑の被害報告がないのは、このような側面があったのかもしれ

ない。 

なお被害報告には塩竈破損とあるが、これは小名浜沿岸での製塩業

の被害を示すもので、全村の沿岸で同じような環境が広がっていたわ

けではない。 

 

３．２．４ 今後の課題 

今回は、延宝房総地震による被害状況の確認と藩の動向、石高に見

える生産力の変化に注目したが、被災村に対する藩の働きや復興過程
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を確認するまでは至らなかった。また、被害数は把握できたものの、

それがどれほどの規模の被害だったのかを見ることはできていない。

もちろん、史料の残存状況による制約はあるものの、これらの点は今

後検討すべき課題であると考えている。 

津波被害に関する史料調査のほか、我々は洪水被害に関する史料の

調査も行った。こちらには、田畑の被害に関する記載もあるが、藩内

での被害の総数をまとめたものであるため、各村での具体的な被害は

分からない。また年未詳の史料であるため、この洪水がいつ発生した

ものかの把握も必要である。しかし、さらに調査を進めれば地震・津

波被害との比較もできる可能性がある。この調査も、今後の課題とし

たい。 

 

３．３ 地質調査及び史料調査を活用した防災・理科教育 

３．３．１ 背景 

 2011 年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、地震・津波

による人的・物理的被害を広範囲にもたらした。阪神大震災以後、建

築基準の厳格化を一例とするハード面の防災対策が注目され、防波堤

や耐震構造の建築物が整備された。これにより、東日本大震災では地

震の揺れによる家屋倒壊の被害は最小限に抑えられたといえる。しか

しながら、建設・維持のコストや景観・居住環境などの問題を考える

と、ハード面の対策で防げる被害には限界がある。また、多くの災害

の原因となる自然現象には不定性があり、過去の記録から定められた

基準や想定規模を超える可能性が十分にある。実際、震災以前の経験

や伝承から、「この土地には津波はこない」、「津波警報が出ても命が

脅かされることはない」といった誤った先入観が周知され、正確な知

識が欠如していたことで、震災時には東北地方をはじめとした多くの

地域で津波による甚大な被害がもたらされた。このような問題に対処

するためには、従来のハード面に重点をおいた対策だけでは不十分で

あり、地域特性に合わせた防災教育や自然現象そのものの興味・関心

を高めるような効果的な理科教育（本報告書では、これら 2つの教育
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を統合し、防災・理科教育と呼ぶ）が不可欠であると我々は考える。 
 昨年度、本企画ではいわき市の沿岸地域である薄磯地区において理

科教育に関する活動を行った。各地域の置かれる環境に合わせた、地

域に根付いた教育を実現するためには、対象地域における継続的な活

動が重要となるため、本年度も引き続き同地域において活動を実施し

た。 
 
３．３．２ 目的 

 本企画では、防災・理科教育を通して地域の安全・安心を社会的に

実装することを目的とした。自然災害のなかでも地震災害及び津波や

洪水などの水害に重点を置き、いわき市沿岸部の高久地区において行

った地質調査で採取した地層標本を活用した災害史や災害の原因と

なる自然現象、災害が起こった際の減災行動についての教育を通して、

防災意識の向上や科学的知見に基づく正確な知識の習得をねらう。 
 

３．３．３ 防災・理科教育の実施 

 本年度は、昨年度に引き続きいわき市の沿岸地域を対象として、6

月 10 日にいわき市立豊間小学校、9月 24 日にいわき市立高久小学校

において防災・理科教育に関する活動を実施した。本節では、2度の

活動に向けた事前準備と実施内容、成果について記述する。 

 

３．３．３（１） 指導案の作成 

 地質標本を活用した防災・理科教育のための指導案を作成するため、

5月 20 日（10 時～11 時半）に打合せを行った。さまざまな災害があ

るなかでも特に水害に着目し、水害に特徴的な堆積層がみられる地質

標本の観察を通して身近な地域における過去の水害と今後の自然災

害の可能性とその対策について考えてもらうことを授業の主目的と

した。画像や文献などの記録が残っていない時期の災害についても、

地層を観察することでその推定が可能であることを、本企画で実施し

た地質調査により採取した標本を活用することで効果的に伝えるこ
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とを目指した。また、特徴的な堆積層をつくる要因となる水の堆積作

用について実験を行うことで、現象そのものの理解や自然への興味・

関心を深められるような授業内容を構成した。理科の授業で取り上げ

られているような土の粒度と堆積の関係を観察する水槽実験を行い、

それが天然で観察される一例として地質標本を位置づけることによ

り理科と災害史を関連させるようにした。作成した指導案は付録-1

に示す。 

 
３．３．３（２） 豊間小学校における活動（6 月 10 日） 

 子どもたちの防災意識を高めるとともに、地震や津波に対して正し

い知識を習得してもらうことを目的として、自主企画「小・中学生お

よび留学生を対象とする総合的防災学習の新教材の開発とアンケー

トによる効果測定」との連携・合同で減災アクションカードゲームを

行った。午前 9 時 15 分～12 時 10 分の 2～4 校時にわたり、1・2 年、

3・4年、5・6年と 1校時あたり 2学年を対象として全校児童（計 90

名）に減災アクションカードゲームを体験してもらった。参加児童か

らは「災害発生後の行動について知らないことを新たに知ることがで

きた」、「もっと色々な知識を知りたい」、「またカードゲームをやりた

い」等の感想が多くきかれ、本活動のねらいである地震や津波に対す

る防災意識の向上や発災時に適切な減災行動を咄嗟に判断する能力、

地震・津波に対する正しい知識の習得につながったと考えられる。 

また、豊間中学校の鈴木隆教頭に本企画で考案する防災・理科教育

について作成した指導案（付録-1）を提示し、理科授業への来年度の

組み込みについて前向きな返答を受けた。地域に根ざした防災・理科

教育を実現していくにあたり貴重な機会となった。 

 

３．３．３（３） 高久小学校における活動（9 月 24 日） 

 9 時 15 分～11 時 15 分の 2・3校時にわたり、6年生 28 名を対象に

防災・理科に関する授業および減災アクションカードゲームを 1校時

ごとに行った。以下、2校時実施の防災・理科に関する授業の内容と
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実験の概要、事前準備、授業の成果について記述する。 

【実施内容】 

 防災・理科に関する授業および減災アクションカードゲームの時間

配分はそれぞれ以下の通りである。 

 ・防災・理科に関する授業「水のはたらきと水害の歴史」 

 0－5 分：導入「水の色と自然災害」 

 5－25 分：実験 1「侵食・運搬実験」 

                 （説明・実験・観察と記入・発表・まとめ） 

 25－45 分：実験 2「堆積実験」 

                 （説明・実験・観察と記入・まとめ） 

 ・減災アクションカードゲーム  

 0－5 分：導入 

 0－40 分：練習問題＋3問 

 40－45 分：認定式 

 実験 1は児童を 6つの班に分けて班ごとに行い、実験 2は教卓上で

演示実験として行った。なお、カードゲームも同様に 6つの班に分か

れて実施した。 

 

【実験概要】 

 実験 1では、水の侵食・運搬作用について調べた。まず、バットに

土（市販試料であるＪオイル球根の肥料）を斜面ができるように入れ、

洗浄ビンを使って斜面の上からゆっくりと水を流した。同様に、斜面

の上から勢いよく流した。2つの結果を比較し、水の流量による流れ

た跡の形や運ばれる土の量の違いについて観察、考察を行った。天然

で観察される例としては、台風や大雨などに伴う水害で地形が大きく

変わることを挙げた。 

 実験 2では、堆積の仕組みについて調べた。まず、水を張った水槽

内へとつながるようにアクリル板で斜面をつくり、斜面上に礫、砂、

泥のように粒度の異なる粒が混じった土を乗せた。水を流して土を水

槽に流し込み、しばらく置いて土の堆積の仕方を観察し、粒の積み重
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なり方のまとめや地質調査で得られた地層標本との比較を行った。堆

積の観察時には作成した粒度表（後述）を活用した。地質調査により

堆積の特徴を調べることで、過去に起こった水害の歴史についての知

見が得られることを説明した。 

 なお、実験 1に関しては高久小学校側の河川の浸食や運搬作用のよ

うな水のはたらきに関する実験を行って欲しいという要望を受けて、

事前に提示した指導案（付録-1）に追加して実施した。 

 

【事前準備】 

 4 月 8 日にいわき市の高久地区において採取した試料を、授業に利

用できるように 4 月 21 日（13 時～14 時）・23 日（18 時～19 時）に

標本化した。21 日に樹脂を用いた試料の固定、23 日に固定した試料

の剥ぎ取りと標本表面の加工、土台とする板への貼付を行った（図-

10）。 

図-10 地質調査により採取した試料の標本化の様子 

（上）4月 21 日の試料固定 

（下）4月 23 日の切断・表面加工の様子 （撮影：伊藤） 
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授業内容および実験についての事前準備は9月11日（15時～17時）、

14 日（17 時～19 時）、16 日（15 時半～20 時半）、17 日（9時～10 時）、

23 日（13 時～13 時半）の 5回（約 10 時間半）行った。実験 1、2に

ついては使用する器具の準備と検討や予備実験、実験の撮影、粒度表

の作成等を行った。特に、実験のポイントとなる土の検討は東北大学

大学院工学研究科総合研究棟周辺の試料や市販試料（Ｊオイル球根の

肥料）などを用いて繰り返し行った。粒度表は実験 2で粒度と堆積の

順番の関係を観察する際に用いるために、全児童 28 名に配布できる

ように約 30 枚程度作成した。総合棟前の試料を 3 種類のふるいを用

いて礫（粒径 > 2 mm ）、砂（粒径 2-1/16 mm）、泥（粒径 < 1/16 mm）

に分け台紙に貼付した後、ラミネート加工を施してカードとした。授

業に使用するスライド（付録-2）は分担で作成し、授業の流れに合わ

せて構築・編集して印刷し、授業プリントとした。 

 

【成果】 

 授業については予定通りに進行し、実験内容・資料を含めて児童・

教員からの評価も良かった。児童からも活発に意見が得られ、授業へ

の積極的な参加が見られた（図-11）。カードゲームに関しても、約 9

割の児童が楽しかった、やってよかったなどのコメントをしていた。 

図-11 授業時の児童の様子（9月 24 日 撮影：磯崎） 
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また、この授業の事前準備・実施の全体を通して向上した能力をグロ

ーバル安全学トップリーダー育成プログラムが目指す「金平糖型人材」

に示される 6 つの項目のうち、「俯瞰力」、「リーダーシップ」、「コミ

ュニケーション能力」、「問題設定力」の 4つに則り、以下にまとめる。 

 

・俯瞰力： 

相手の背景知識や経験、能力などを考慮し、こちらの意図が伝え

られる効果的な授業が検討できた。また、授業実施時は相手の積

極性などの性格を考慮し、相手の立場に立って話を展開する力が

養えた。 

 

・リーダーシップ： 

授業の実施を通して、教えたい内容をわかりやすく構築し伝える

という「ものを教える」という能力や、実験結果の考察を促し、そ

の発表や議論を進行し助長するという「話をまとめる」能力が身

についた。 

 

・コミュニケーション能力： 

非専門家である相手に専門知識をわかりやすく伝えられるよう

に、年齢や知識量を考慮した話し方や議論の進め方、表現方法、

伝達手段などが検討できた。 

 

・問題設定力（問題の設定と解決）： 

専門知識や標本を活用した授業展開の考案を問題として、その授

業案を学校の理科の授業として実施するために、考案した授業内

容と学校の授業内容との整合性や先方の希望を考慮しつつ、流れ

に無理のない授業構築・実施ができた。 

 

一方で、授業では事前に学習済みの内容と重複するものが多く、受

け入れ側とのより密な打合せが必要であったと考えられる。取り上げ
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た内容が多く時間に余裕が無かったこともあり、児童の意見や感想を

聴く時間を設けることができなかったのも反省点である。そして、学

校の授業ではできないような独自性や地域色をだした授業展開が今

後の大きな課題である。 

 

３．３．４ 課題と展開 

 本年度の活動から、主に以下の 3つの課題が浮彫りとなった。 

1 つ目は、学校で行われる「理科」教育との線引き・差別化である。

児童たちの暮らす地域における地質調査から得られた地層標本を最

大限に活用し、自然現象とそれに伴う災害を身近なものと認識しても

らえるような授業を行う必要がある。地質調査や防災教育等、複数の

視点から安全・安心の社会実装の支援を図る本企画だからこそ実施可

能な展開について再検討し、授業・実験内容の再構築をしていきたい。 

2 つ目は、実施内容の評価方法についてである。2 度の活動では、

児童の授業中の様子や感想発表、学校教員のコメントなどから授業や

カードゲームの効果を把握してきたが、児童個々人のより詳細な意見

や内容理解度、興味関心の評価には至っていないのが現状である。防

災・理科教育の目標である防災意識の向上や科学的知見に基づく正確

な知識の習得を適切に評価するために、今後はアンケートやクイズな

どの実施を考えている。来年度の活動に向け、関心や意識の向上、知

識の定着度を評価するためのアンケートやクイズの内容を検討する

ことが課題となる。 

3 つ目は、長期目標である地域の安全・安心形成にどう結び付けて

いくかということである。防災・理科教育を継続的に行うことが中期

の目標といえるが、長期的には地域による独自の教育展開が望まれる。

今後は、いわき市沿岸地域における本企画の活動報告や小・中学校等

での教育活動を継続して授業や知識を浸透させていくとともに、大人

も対象とした公民館等での授業の実施や地層標本及び資料・教育パッ

ケージの公共施設（学校、図書館など）への提供等も視野に入れ、地

域に根付いた地域独自の防災・理科教育の実現を目指したい。 
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３．４ 避難訓練の提案・実施 

３．４．１ 背景 

 本節で報告する活動は、2016 年 1 月 16 日、いわき市において実施

された避難訓練に参加し、本企画のテーマである「安全・安心の社会

実装」の観点に基づき、そこで得られた知見を地域へ還元することを

目的として行われた。 

 とくに本節は前年度から継続して行われているため、以下の順番で

記述を行う。「安全・安心の社会実装」を行ううえで避難訓練活動が

占める位置の確認、上記日程で行われたいわき市の避難訓練について

の概要、避難訓練のため参加した地域について説明、避難訓練の実際

の状況の報告とそれを踏まえた避難行動の改善のための提案、本節の

まとめ、以上の項目で構成されている。 

 
３．４．２ 「安全・安心」の社会実装における避難訓練の位置 

 本項は「安全・安心」の社会実装における避難訓練の占める位置を

確認することを目的とする。 

 本企画においては、避難訓練の提案と実施というテーマは前年度か

ら継続して取り組まれていたものである。前年度の自主企画報告書に

おいて、この避難訓練の占める役割について理論的に検討しているた

め、これを再度紹介することで本項の目的を果たしたい。 

 社会（ないし、地域）における「安全・安心」は〈上から〉与えら

れるものではなく、〈下から〉すなわち社会（ないし、地域）によっ

て評価されるものであることはいうまでもない。なぜなら行政主体の

「安全・安心」だけでは十分ではないからである。こう考えると、行

政が主体となる防災・災害対策＝「公助」の限界を理解したうえで地

域防災力＝「自助」「共助」を育くむことが必要となる。 

 この「自助」「共助」を中心とした防災力の強化は、裏返せば、そ

れ自体が新たな共同体を形成する契機となっている。ベック(1998)に

従えば「不安による連帯」と呼ぶこともできる。本企画ではいわき市

沿岸部において復興しまちづくりをしていく過程を「自助」「共助」
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の発現の場と見るため、そこで重要な要素として考えられている「津

波避難の体制づくり」は〈下から〉「安全・安心」を獲得していく実

践として位置づけられる。上記のように「安心・安全」の社会実装に

おける避難訓練の役割を位置づける。 

 
３．４．３ 避難訓練の概要 

 本項の記述はいわき市 HP 中の「平成 27 年度いわき市津波避難訓練

の実施について」を参照している。訓練は 2016 年 1 月 16 日（土）午

前 10 時から実施され、いわき市沿岸部 5 地域（平、小名浜、勿来、

四倉、久之浜・大久）及び市役所本庁舎と沿岸各支所が会場とされた。

想定された被害としては、「午前 10 時、宮城沖を震源とする地震が発

生し、市内で「震度 6強」を観測するとともに、沿岸部に「大津波警

報」が発表された。また、市全域で、津波の河川遡上による洪水被害、

土砂災害、建物倒壊、火災等が発生した」（市 HP より引用）が通知さ

れていた。市が設定した訓練の基本方針は「住民主導による避難体制

への構築に向けた地域防災力の充実強化」である。この方針の下、「地

域防災コミュニティの構築」と「大規模災害発生時における初動体制

の強化」、「防災関係機関との連携強化」の三つが達成すべき課題とし

て挙げられていた。 

 避難訓練参加者は、午前 10 時に防災行政無線のサイレンなどによ

って地震の発生を知り（訓練開始の合図を受け）、あらかじめ定めら

れた避難場所に避難する。ついで、二次避難場所が定められている場

合はそこまで移動し、防災講話や炊き出し訓練などに取り組むことが

想定されている。今回の津波避難訓練は 4度目の実施であるが、新し

く「自動車における避難」と「福祉避難所における要配慮者の受け入

れ」が行われた。 

 

３．４．４ 対象地域について 

 避難訓練が実施された地域のうち、平沼ノ内区および薄磯区の訓練

に参加した。本企画からは昆、磯崎、平田、伊藤、松岡、佐々木の 6
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名が参加した。とくに沼ノ内区では、一時避難場所である沼ノ内公園

と沼ノ内公民館、また沼ノ内弁財天に 1名ずつ（それぞれ伊藤、佐々

木、平田）が待機し避難行動の観察・録画を行った。市 HP によれば、

一時避難場所への避難完了想定時刻は 10 時 30 分とされている。ま

た、磯崎は海岸から二次避難場所として定められている健登師記念会

館（神谷作公民館）まで実際に徒歩で避難し、到着後、記念会館で実

施された防災講話の観察・記録を行った。二次避難場所への避難完了

時刻は 11 時を想定されていた。 

 薄磯区に関しては、昆及び松岡が訓練に参加した。昆は塩野崎灯台

近くの観光会社である「山六観光」の避難訓練の様子を観察・録画し

た。また松岡は避難場所である金倉稲荷神社前に待機して、避難して

くる住民の様子を観察・録画した。それぞれ調査を行った箇所につい

ては図-12 のハザードマップ上で確認されたい。 

図-12 いわき市ハザードマップ 

星印が待機場所、矢印が移動を表す。 
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３．４．５ 当日の実施状況 

 本項では避難訓練の当日の実施状況を記述する。16 日(土)、17 日

(日)の 2日間をかけてセンター試験が行われていた。いわき市ではい

わき明星大学がセンター試験の会場となっていたこともあり、当初い

わき市の広報で告知されていた午前 10 時の「緊急速報メール(エリア

メール配信)」は、試験の障害となるために行われなかった。 

 ここでは調査に入った平・沼ノ内区の一時避難場所である沼ノ内公

民館の避難訓練の様子と、薄磯区の二次避難場所である薄磯復興団地

集会所で行われた防災講話を紹介する。 

 沼ノ内公民館では、訓練終了後国大協シンポジウム・東北大学災害

科学国際研究所サイエンス・防災安全ディ「地域の安全・安心を考え

る―住民同士の「絆」が身を助ける―」というシンポジウムが開催さ

れる予定もあって、訓練開始前から 5名ほどの区役員が公民館に集ま

っていた。午前 10 時に防災行政無線のサイレンにより地震の発生と

大津波警報の発令が伝えられたのち、10 分以内に先ほどの区役員も

含めた 18 名ほどの参加者が公民館前に集合した。そののち、午前 10

時 15 分には二次避難場所に指定されている健登師記念館(神谷作公

民館)へ避難するために公民館を出発した。 

 薄磯復興団地集会所では、事前に市の広報で告知されていた時間よ

りもおおよそ 30 分ほど早く午前 11 時より防災講話が行われた。講演

者は平消防署の職員が務めていた。講和の内容は、東日本大震災と津

波浸水高、余震などについて説明、避難場所や経路、非常持ち出し品

などを再度確認することの重要性を訴えるものであった。また災害発

生時に情報収集するためのさまざまな手段の紹介や、「公助」の限界

を説明しながら「自助」「共助」に基づいた「地域の防災力」を高め

る手段として自主防災組織の必要性に言及した。聴講していた住民か

らはサイレンの種類(大津波警報の場合 3 秒間のサイレン、津波警報

の場合 5 秒間のサイレン)の違いについて説明が求められたほか、家

の位置や風向きによってサイレンが聞き取りにくい場合に警報を確

認する手段(防災行政無線電話応答サービス専用ダイヤル番号 
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図-12 いわき市ハザードマップ 

星印が待機場所、矢印が移動を表す。 
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３．４．５ 当日の実施状況 
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0246-21-9901)について質問が出された。 

 

３．４．６ 課題と展望 

 今回の避難訓練では対象地域の住民に GPS を渡し、ログを記録し

ながら避難していただいた。また磯崎が海岸から健登師記念館へ避難

した際のログも記録している。これらを比較することで住民と観光客

との避難行動の違いを確認できるだろう。また伊藤が待機していた沼

ノ内公園はいわき市のハザードマップ上では「2m 以上 5m 未満」の

津波浸水深域である。この場所を一時避難場所とすることは本当に適

当なのであろうか。これについて検証し、より適した避難経路を提案

することも今後の課題となる。 
 「公助」の限界ゆえに「自助」「共助」による地域防災力を高めて

いく必要がある――薄磯復興団地集会所で行われた防災講話におい

て度々指摘された。確かに〈下から〉の「安全・安心」を達成するこ

とも重要である。しかし日々、防災・減災のための情報は更新され、

新たな制度や手段を手に入れることができる状態にある。地域防災力

を高めるためには、これら最新の情報を速やかに住民へと伝えること

も忘れてはならないだろう。本年度はいわき市の避難訓練が例年以上

に遅れたため、本企画において沼ノ内区・薄磯区へと避難訓練を通し

て得られた知見をアウトリーチする時間が無かった点が悔やまれる。

これを来年度以降の課題としたい。 
 

 ４．結論 

 本年度に実施した地質調査及び史料調査より、本自主企画の対象地

域であるいわき市沿岸部において、過去の巨大地震及び津波被害の存

在が示唆された。さらに、本年度は学校現場で防災・理科教育を実施

したり、地域での避難訓練に参加したりした。しかし、本年度は各活

動の「計画」「実施」が中心であり、それらの結果を十分議論するこ
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とができなかった。今後はそうした議論を十分に行った上で、各活動

の改善・評価を目指す。また、3.3.3(3)節で述べた通り、本自主企画

活動を通して各人の能力が向上したように思われる。特に「俯瞰力」

の向上が著しい。これは、専門の異なる学生同士の議論だけでなく、

児童や地域住民の方々と接する機会によって養われたと考えられる。 

 今後の重要な問題として我々の活動を「地域にどう根付かせるか」

「どう還元するか」といった点が挙げられる。長期的な視野を忘れる

ことなく、いわき市沿岸部における地域の安全・安心の社会実装に向

けて、こうした問題の解決を目指したい。 

 

謝辞  

 本企画を進めるにあたり、東北大学災害科学国際研究所の松本行真

准教授には企画全般にわたって御指導していただき、大変多くの御助

言を賜った。同研究所の久利美和講師には防災・理科教育に関する御

指導・御助言を賜った。また、薄磯復興協議委員会の鈴木勝氏、室谷

和範氏、瀬谷貢一氏をはじめとする地域住民の皆様、横浜国立大学の

菅野瑛大氏には多大な便宜供与や情報提供、御指導、御助言を賜った。

防災・教育の実施に関して、豊間小学校・高久小学校の関係者の皆様

には多大な御協力を賜った。地質調査に関して、矢吹氏、株式会社菅

野組様に多大な御協力を賜った。以上の方々なくしては、本企画を進

めることはできなかった。この場を借りて、厚く御礼申し上げる。 
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付録  

付録-1 防災・理科教育シラバス 

 

地域の災害史と防災・減災 

 

1. 学年 

 小学校高学年以上 

 

2. 本時の目標 

（1）身近な自然災害とその対策について考えることができる。 

（2）地質標本の観察を通して過去に発生した災害の推定が可能であ

ることを理解できる。 

（3）資料の観察や実験を通して地域をとりまく自然現象に興味・関

心をもつことができる。 

 

3. 学習の展開 

段階 主な学習内容 指導上の留意点 備考 

導入 

(10

分) 

・自然災害に

ついて確認す

る 

 

・画像や文書

等の資料のな

い災害の推定

方法について

確認する 

・自然災害の種類

について案を出

してもらう 

・地質標本を用い

る。ここで標本の

詳細な説明はし

ない 

・自然災害につい

ての学習は、小 5

「天気の変化」「台

風と天気の変化」、

小 6「大地のつく

り」「変わり続ける

大地」 

展開 1 

(10

分) 

・地層形成の

水槽実験を行

う 

・教卓にて示教実

験する 

・粒の大きいもの

・武藤ら（科教研報

vol.23 No.5）を参

考 
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展開 2 

(10

分) 

 

 

展開 3 

(10

分) 

 

 

 

・地質標本か

ら水災害の可

能性を読み取

る 

・地域で起こ

りうる水災害

を挙げ、それ

ぞれに対する

防災・減災に

ついて整理す

る 

から順に堆積し

ていることを確

認する 

・急激な層の変化

と災害の可能性

を対応させる 

・気象災害と津波

災害の発生頻度、

発生条件、災害経

験等の違いに注

意させる 

 

 

 

・標本に添えるパ

ネル、粒度表、ルー

ペを適宜使用 

・写真や映像を適

宜使用 

まとめ

(5 分) 

・地域におけ

る自然災害と

その対策につ

いてまとめる 

 

 

 

・展開 3から、減災

カードゲームへと

つなげるようにま

とめることも可能 
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付録-2 授業スライド 
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ネル、粒度表、ルー

ペを適宜使用 

・写真や映像を適

宜使用 

まとめ

(5 分) 

・地域におけ

る自然災害と

その対策につ

いてまとめる 

 

 

 

・展開 3から、減災

カードゲームへと

つなげるようにま

とめることも可能 
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第３章 

小・中学生および留学生を対象と

する総合的防災学習の新教材の開

発とアンケートによる効果測定 

 
 

久松明史(1) 

渡邉俊介(2) 

金子亮介(3) 

大柳良介(4) 

石橋信治(5) 

富田史章(6) 

安西 瞳(5) 

 

(1) 東北大学工学研究科   博士課程後期 1年 

(2) 東北大学理学研究科   博士課程前期 2年 

(3) 東北大学工学研究科   博士課程前期 2年 

(4) 東北大学環境科学研究科 博士課程後期 1年 

(5) 東北大学工学研究科   博士課程前期 1年 

(6) 東北大学理学研究科   博士課程後期 1年 

  

 
2 

 要約 

 1995 年の阪神・淡路大震災や 2011 年の東日本大震災をうけ、震災

の教訓を伝え、次の災害に備えるための防災教育が注目されている。

防災教育には、過去の災害の教訓や防災に関する知識を与える「知識

提供型」と、防災に関する問題について考える機会を与える「思考促

進型」がある。これまでの防災教育は、学校の避難訓練など知識提供

型が多かった。一方、思考促進型の防災教育は参加者が考えることが

目的のため、小・中学生に実施するのが難しいといった問題があった。 

そこで、思考促進型の防災教育として、災害発生直後の身を守る行

動や避難行動を考えさせる「減災アクションカードゲーム®～地震・

津波編～」が開発された（久松ら、2015a）。ルールは単純でわかりや

すいため、小・中学生でも簡単に理解することができる。災害発生直

後の命を守る行動を、様々な行動が描かれているカードの中から 3秒

以内に選ぶことで、とっさの判断力を育成する。また、想定される状

況や行動の「なぜ」を他のプレーヤーと議論することで、知識の共有

や気づきを促進する。さらにカードをユニバーサルデザインとするこ

とで、年齢や言語、地域に制限されず普及させることが可能である。 

これまでの活動においては、減災アクションカードゲームの持続可

能な実施と普及の仕組みづくりが課題であった。これには教材が継続

的に実施しやすく普及しやすいことに加え、教材を実施する人材の育

成が必要である。そこで、本企画ではゲーム実施者のためのマニュア

ルを整備し、講習会を実施した。また、地域で起こる身近な自然災害

を対象に「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」を開発し

た。身近な自然災害をとりあげることで、地震・津波を含めた様々な

自然災害への関心を高めることができ、それらの対処方法を学習する

ことができると期待される。さらに、防災教育の対象である小・中学

生や留学生の学習意欲などの調査と、教材の評価・改善を目的として

行ったアンケート調査の結果を分析した。  
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第３章 

小・中学生および留学生を対象と

する総合的防災学習の新教材の開

発とアンケートによる効果測定 

 
 

久松明史(1) 

渡邉俊介(2) 

金子亮介(3) 

大柳良介(4) 

石橋信治(5) 

富田史章(6) 

安西 瞳(5) 

 

(1) 東北大学工学研究科   博士課程後期 1年 
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(5) 東北大学工学研究科   博士課程前期 1年 

(6) 東北大学理学研究科   博士課程後期 1年 
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 要約 

 1995 年の阪神・淡路大震災や 2011 年の東日本大震災をうけ、震災

の教訓を伝え、次の災害に備えるための防災教育が注目されている。

防災教育には、過去の災害の教訓や防災に関する知識を与える「知識

提供型」と、防災に関する問題について考える機会を与える「思考促

進型」がある。これまでの防災教育は、学校の避難訓練など知識提供

型が多かった。一方、思考促進型の防災教育は参加者が考えることが

目的のため、小・中学生に実施するのが難しいといった問題があった。 

そこで、思考促進型の防災教育として、災害発生直後の身を守る行

動や避難行動を考えさせる「減災アクションカードゲーム®～地震・

津波編～」が開発された（久松ら、2015a）。ルールは単純でわかりや

すいため、小・中学生でも簡単に理解することができる。災害発生直

後の命を守る行動を、様々な行動が描かれているカードの中から 3秒

以内に選ぶことで、とっさの判断力を育成する。また、想定される状

況や行動の「なぜ」を他のプレーヤーと議論することで、知識の共有

や気づきを促進する。さらにカードをユニバーサルデザインとするこ

とで、年齢や言語、地域に制限されず普及させることが可能である。 

これまでの活動においては、減災アクションカードゲームの持続可

能な実施と普及の仕組みづくりが課題であった。これには教材が継続

的に実施しやすく普及しやすいことに加え、教材を実施する人材の育

成が必要である。そこで、本企画ではゲーム実施者のためのマニュア

ルを整備し、講習会を実施した。また、地域で起こる身近な自然災害

を対象に「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」を開発し

た。身近な自然災害をとりあげることで、地震・津波を含めた様々な

自然災害への関心を高めることができ、それらの対処方法を学習する

ことができると期待される。さらに、防災教育の対象である小・中学

生や留学生の学習意欲などの調査と、教材の評価・改善を目的として

行ったアンケート調査の結果を分析した。  
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 １．はじめに 

本企画の活動内容は以下の三つである： 

① 「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」を応用し、総

合的な防災教育の新教材を開発すること。 

② 「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」を普及するた

めに、ゲーム実施者の育成法を日本語と英語でマニュアル化し、

ゲーム実施者育成のための講習会を実施すること。 

③ ゲームの効果を測定するためのアンケート調査を行い、分析する

こと。 

本稿では 2015 年度に行った活動の成果を報告する。第 2 章で本企

画の背景を示し、第 3章で本企画の活動内容とスケジュールをまとめ

た。第 4章で「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の開

発について報告する。また、第 5章で「減災アクションカードゲーム

～地震・津波編～」のゲーム実施者育成のために日本語および英語で

行った講習会について報告する。最後に、第 6章で上記ゲームおよび

講習会の際に実施したアンケートの分析結果を報告する。 

 

 ２．企画の背景 

２．１ 防災教育の意義 
防災教育の重要性が全国的に広く認識されるようになったのは、

1995 年の阪神・淡路大震災が発端である（矢守、2010）。直下型地

震による建物やインフラの被害と大規模かつ長期の避難生活にお

ける困難が多く報告されたことにより（内閣府、日付不明、オン

ライン）、転倒する家具などから身を守る災害発生直後の一次避難

行動あるいは家具固定や避難生活を想定した準備などの事前防災

が注目されるようになった。津波避難行動の重要性は 1896 年の明

 
4 

治三陸津波などの経験から、東北地方の沿岸地域を中心に認識さ

れていたが（矢守、2012）、2011 年の東日本大震災によってその重

要性が再認識されることとなった。 

防災教育の目的は上記の震災の教訓を伝え、次の災害に備える

ことである。方法としては、学校での教育（社会、理科、保健体

育、道徳など）や避難訓練、専門家や市民によって開発されたゲ

ームなどがある。久松ら（2015a）はこれらの防災教育の方法を、

過去の災害の教訓や取るべき行動などの防災に関する知識を与え

ることを主目的とした「知識提供型」と防災に関する問題につい

て考える機会を与えることを主目的とした「思考促進型」に分類

した。 

災害発生直後の一時避難行動や津波避難行動を対象とした防災

教育は、学校での避難訓練を代表として、ほとんどが知識提供型

であった。しかしながら、災害はいつ・どこで発生するかわから

ず、あらゆる状況下での行動を訓練することや知識として覚える

ことには限界がある。例えば、「地震が発生したら机の下に入る」

といった知識提供型の防災教育は、短い時間で考えることなく行

動を起こすためには有効であるが、机が周りにない場合にどうす

れば良いかを教えていない。実際、抜き打ちの避難訓練を山梨県

内の小・中学校で実施したところ、机の下に入るという一時避難

行動の知識は定着していたものの、清掃のために椅子が乗せられ

た机の下に避難したり、教室外から教室の自分の机の下に入るた

めに移動したりするなど、従来の避難訓練では状況に応じて適切

な一時避難行動をとる応用力が養われていないという現状が明ら

かとなった（秦ら、2015）。 
 
２．２ 2014 年度の自主企画活動 
 そのため、災害発生直後の一時避難行動や津波避難行動を対象とし

た思考促進型の教材である「減災アクションカードゲーム®～地震・

津波編～」が開発された（久松ら、2015a）。ここでは、2014 年度の学
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 １．はじめに 

本企画の活動内容は以下の三つである： 

① 「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」を応用し、総
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③ ゲームの効果を測定するためのアンケート調査を行い、分析する

こと。 

本稿では 2015 年度に行った活動の成果を報告する。第 2 章で本企

画の背景を示し、第 3章で本企画の活動内容とスケジュールをまとめ

た。第 4章で「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の開

発について報告する。また、第 5章で「減災アクションカードゲーム

～地震・津波編～」のゲーム実施者育成のために日本語および英語で

行った講習会について報告する。最後に、第 6章で上記ゲームおよび

講習会の際に実施したアンケートの分析結果を報告する。 

 

 ２．企画の背景 

２．１ 防災教育の意義 
防災教育の重要性が全国的に広く認識されるようになったのは、

1995 年の阪神・淡路大震災が発端である（矢守、2010）。直下型地
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ライン）、転倒する家具などから身を守る災害発生直後の一次避難

行動あるいは家具固定や避難生活を想定した準備などの事前防災

が注目されるようになった。津波避難行動の重要性は 1896 年の明

 
4 

治三陸津波などの経験から、東北地方の沿岸地域を中心に認識さ

れていたが（矢守、2012）、2011 年の東日本大震災によってその重

要性が再認識されることとなった。 

防災教育の目的は上記の震災の教訓を伝え、次の災害に備える

ことである。方法としては、学校での教育（社会、理科、保健体
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ることを主目的とした「知識提供型」と防災に関する問題につい
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教育は、学校での避難訓練を代表として、ほとんどが知識提供型

であった。しかしながら、災害はいつ・どこで発生するかわから

ず、あらゆる状況下での行動を訓練することや知識として覚える

ことには限界がある。例えば、「地震が発生したら机の下に入る」

といった知識提供型の防災教育は、短い時間で考えることなく行

動を起こすためには有効であるが、机が周りにない場合にどうす

れば良いかを教えていない。実際、抜き打ちの避難訓練を山梨県

内の小・中学校で実施したところ、机の下に入るという一時避難

行動の知識は定着していたものの、清掃のために椅子が乗せられ
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めに移動したりするなど、従来の避難訓練では状況に応じて適切

な一時避難行動をとる応用力が養われていないという現状が明ら

かとなった（秦ら、2015）。 
 
２．２ 2014 年度の自主企画活動 
 そのため、災害発生直後の一時避難行動や津波避難行動を対象とし
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津波編～」が開発された（久松ら、2015a）。ここでは、2014 年度の学
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生自主企画活動の活動内容を整理する。 

開発されたゲームについて説明する。ゲームのルールはシンプルで

ある。まず、少人数のグループを形成し、サブマスターと呼ばれるス

タッフが必ず一名グループに入る。参加者はプレーヤーと呼ばれ、机

の下に入るなど災害発生時の行動が示された複数のカードを囲む。ゲ

ームマスターと呼ばれるスタッフがいくつかの災害発生場面を想定

して問題を出す。問題が出されるとプレーヤーは 3秒以内にカードを

とる。カードは一人一枚で、同じカードを複数のプレーヤーが取るこ

とはできない。3秒を数えると、プレーヤーは順番になぜそのカード

を選んだのかを他のプレーヤーに説明する。プレーヤー全員が説明に

納得したら得点となる。サブマスターは説明が苦手なプレーヤーに対

し補助をするなど、議論のファシリテーションを行う。すべての問題

が終了すると、グループ内で最も成績が良かったプレーヤーに「防災

ミニリーダー」の賞状を渡すための表彰式を行う。 

減災アクションカードゲームの開発とルールに込められた意図は、

ゲームとしての意図と防災教育の教材としての意図に分けられる。ゲ

ームとしての意図は（1）小・中学生でも理解できるルールとするこ

と、（2）小・中学生が楽しんで取り組めることである。防災教育の教

材としての意図は（3）ゲーム形式で防災学習に取り組むことで災害

に対する意識を高めること、（4）様々な状況に応じた一次避難行動を

とるための「とっさの判断力」を育成すること、（5）想定される状況

や行動の「なぜ」を議論することを促進し、状況に応じた行動を考え

る力を育成すること、（6）またやりたい（またやっても良い）と思う

ことで反復的に学習し、判断力と考える力を定着させること、（7）小・

中学生からその周囲、特に家族への防災意識の波及効果を促すことで

ある。渡邉ら（2015）は、ゲーム実施前後に行ったアンケート調査の

結果を分析し、小・中学生の 8 割から 9 割に対して、（1）、（2）およ

び（6）の意図が発揮されていることを示した。 
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２．３ 残された課題 

これまでの活動で明らかとなった課題は、ゲームの持続可能な実施

と普及の仕組みづくりである。減災アクションカードゲームは、複数

回の実施を継続的に行うことで効果を発揮するという前提で開発さ

れた。また、ユニバーサルデザインとすることで、年齢や言語に制限

されずに普及させることを視野に入れていた。「継続的な実施」と「普

及」を実現するためには、教材そのものが継続的に実施しやすく普及

しやすいことに加え、教材を実施する人材の育成が必要である。 

本企画では、地域で身近な自然災害をきっかけとして地震・津波へ

の関心を高めることと様々な自然災害への対処方法を教育すること

を目的として、「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」を

開発した。また、ゲーム実施のマニュアルと講習会のマニュアルを整

理し、ゲーム実施者の人材育成を行った。一方で、防災教育の対象で

ある小・中学生や留学生の学習意欲などの調査と教材の評価・改善を

目的として行ったアンケート調査の結果を分析した。 

 

 ３．活動内容 

３．１ 活動スケジュール 

ゲーム実施とサブマスター講習およびアンケート調査のスケジュ

ールは表-1のとおりである。 

 

３．２ 班分けによる活動 

 第 1 章で述べたように、本企画の内容は三つの活動があった。企画

の参加メンバーが 7人であったため、活動内容によって全体での活動

と班を構成しての活動を行った（表-2）。 
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表-1 2015 年度の活動スケジュール

 

 

表-2 班分けによる活動のリーダー・メンバー・活動内容 

 全体 マニュアル班 アンケート班 

リーダー 久松 安西 富田 

メンバー 渡邉、金子、大

柳、石橋、富田、

安西 

久松、渡邉、金子 大柳、石橋 

活動内容 新教材の開発、

ゲームの実施、

アンケートの

実施と入力 

サブマスターマニ

ュアルの整理、サ

ブマスター講習の

資料作成 

アンケートの

分析、論文の執

筆 
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 ４．「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の

開発 

４．１ 開発の背景と目的 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災によって地震・津波防災の重要性

が再認識されたが、その後日本では様々な災害による被害が発生した。

2013 年 9 月 2 日に埼玉県・千葉県・茨城県で発生した竜巻では重軽

傷者 63 名（内閣府、2013 年 9 月 4日、オンライン）、2014 年 9月 27

日の長野県御嶽山噴火では死者・行方不明者 63 名という被害が報告

された（国土交通省、2014 年 11 月 5 日、オンライン）。また、台風は

毎年日本付近を通過するが、2013 年の台風 25 号・26 号にともなう伊

豆大島での土砂災害では死者・行方不明者 43 名（内閣府、2013 年 11

月 25 日、オンライン）、2014 年 8 月 20 日平成 26 年 8 月豪雨による

広島県での土砂災害によって死者 74 名（国土交通省、2014 年 10 月

31 日、オンライン）、2015 年 9 月台風 18 号にともなう平成 27年 9 月

関東・東北豪雨によって 19 河川で堤防の決壊が報告された（内閣府、

2015 年 9 月 24 日、オンライン）。低頻度・高頻度に関わらず様々な

災害への対処方法として避難することが有効であるが、どのタイミン

グでどこに避難するかを考える実践的な防災教育の必要性が示され

たといえる。 

本企画では様々な自然災害への対処方法として考えるべき具体的

な行動を教育することを目的として「減災アクションカードゲーム～

身近な災害編～」の開発に取り組んだ。 

 

４．２ 自然災害の特徴の整理 

「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の開発に当たり、

日本における自然災害の特徴を整理した（表-3）。まず、災害の発生

時期が比較的予測が容易な災害と予測が困難な災害に分類した。例え

ば、気象災害や感染症など一年周期で発生するものや、洪水など観測
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によって予測が可能なものは比較的発生時期が予測できる。一方で、

地象災害は発生直前にならないと予測ができないものや予測できな

いものが多い。さらに、災害の発生地域が比較的特定されるものと発

生地域が特定されないものに分類した。例えば、雪崩や火山噴火は発

生する場所が山岳地域に限られる（ただし、大規模な噴火にともなう

火山灰は広範囲に影響する）。一方で、地震・津波や洪水は日本中ど

こでも遭遇する可能性がある。津波の影響範囲は海岸付近に限られる

が、東日本大震災において安全だと思われていた場所が浸水したこと

や地形によって局所的に浸水範囲が大きくなる可能性があることか

ら発生地域が特定されない災害に分類した。 

分類の結果から、地震・津波とその他の災害に違いがあることがわ

かる。地震・津波は発生の時期の予測が困難かつ災害の発生地域が特

定されないため、とっさの判断を必要とし、様々な場面を想定する減

災アクションカードゲームに適していたことが明らかとなった。予測

が容易な災害については、とっさの判断よりも事前の避難行動が優先

される。また、発生地域が特定される災害については、予測の可否に

関わらず危険な場所に近づかないという事前防災が優先される。これ

らの災害に関する問題を設定する際には、その災害が発生する地域に

いることと災害発生プロセスにおいてとっさの判断が必要な場面で

あることを問題文の中で指示する必要がある。 

 

４．３ 問題とカード 

「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の問題設定に当

たり、（1）身近な自然災害は地域によって異なるため、より多くの災

害を取り入れる。（2）減災アクションカードゲームは短い時間で行動

（カード）を選択するというルール上、災害発生後のとっさの判断が

必要となる場面を想定した問題とする。（3）地域で身近な災害をきっ

かけとしてその他の災害、特に地震・津波への関心を高められるよう、

「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」から地震・津波に

関する問題を取り入れる。という条件を考慮した。その結果、下記の
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ような地震・津波・火山噴火・野生動物・竜巻・雷・土砂災害に関す

る問題を採用した。 

 

 【地震】あなたは学校の教室（または家）にいます。地震で建物

が大きく揺れています。 

 【津波】あなたは海にいます。小さな揺れを感じました。 

 【火山噴火】あなたは山にいます。爆発音が聞こえました（煙が

上がっているのが見えます）。 

 【野生動物】あなたは学校へ行く途中です。野生の熊が現れまし

た。 

 【竜巻】あなたは学校にいます。竜巻が発生しています。 

 【雷】あなたは運動場で遊んでいます。雷の音が聞こえました 

 【土砂災害】あなたは家にいます。大雨が降り、土砂災害警戒情

報が出ました。 

 

 災害に遭遇したときに取るべき行動が示されたカードは「減災アク

ションカードゲーム～地震・津波編～」で用いたカードを基に作成し

た（図-1）。変更点は次のとおりである。 

 

 カード 1、4：建物や山に向かうカードを抽象化し、階段、坂を上

るカードとした。これにより、建物や山以外の高い場所について

より広い議論が可能となると考えた。例えば、津波発生時の行動

として、防潮堤の階段や避難タワーの階段を想定することが可能

となり、建物内の階段を想定することも可能である。 

 カード 2、3：高いところに向かうカードに加えて、低いところ

に向かうカードを加えた。例えば、竜巻発生時に建物内の下の階

に移動することや、噴火発生時に下山するなどの行動を想定する

ことが可能である。 

 カード 9：窓の開閉に関するカードを加えた。例えば、竜巻発生

時に窓から建物内に避難することや雨戸を閉めることなどを想
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定することが可能である。 

 カード 18：口を布などで抑えることを連想するカードを加えた。

例えば、火災発生時の行動として利用できる。見方によっては大

声で誰かを呼ぶカードとしても利用できる。 

 カード 21：机の下に入ることを連想するカードの机の形を変更

した。噴火発生時などに物陰に避難するなどの行動を想定するこ

とが可能である。 

 カード 22：自分が考えた行動が示されたカードがないときに、

口頭であらゆる行動を説明することができるよう「G-Safety カ

ード」を加えた。 

 

４．４ 解説の例 

 減災アクションカードゲームでは、災害発生時に取るべき行動が示

されたカードについてプレーヤーが順番に説明するというルールが

ある（第 2 章第 2 節参照）。説明ではより具体的な場面を想定して具

体的な行動を想像することが望まれる。具体的な場面とは、自分がど

こにいるのか（建物の中・外、建物の種類など）、時間帯はいつで、

周囲に誰がいるのか、あるいは何があるのかといった周囲の状況と災

害の発生にともない直面する危険（窓ガラスが割れる、津波に巻き込

まれるなど）のことである。具体的な行動とは、避難という行動を選

択した際にどこに避難するのか、どのような経路で避難するのか、ど

のタイミングでどの程度の時間をかけて行動するのかなどである。 

図-2～5 にそれぞれの問題に対する解説の例と解説に必要な知識を

まとめた。 

 「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」では、地震・津

波に関する問題だけであったため、様々な場面でこれらの災害に遭遇

したときにどのように行動すれば良いかを議論した。一方で、「減災

アクションカードゲーム～身近な災害編～」では問題の数と同じ数の

災害を取り入れたため、一つの災害に関する問題が一つとなる。その

ため、グループでの議論では一つの災害に関してより多くの場面につ
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いて考えることが重要となる。また、災害によって想定する場面や取

るべき行動が異なることを認識できることが本ゲームの特徴といえ

る。サブマスター（議論のファシリテータ、第 2章第 2節参照）はこ

のことを理解しておく必要がある。 

 

４．５ ゲームの実践 

 作成したゲームは 7月 10 日のリーディング定例会、19 日のサイエ

ンスデイ 2015、および 12 月 29 日の広島大学ボランティアサークル

OPERATION つながりへのサブマスター講習で実践した。 

 リーディング定例会では火山噴火に関する問題として「あなたは山

にいます。爆発音が聞こえました。」という問題を使用したが、山か

ら東北大学青葉山キャンパスを連想し、爆発音から実験中の事故を連

想したという意見が多かった。また、火山を専門とする学生から噴火

時に必ずしも爆発音がしないことがあるという指摘を受けた。サイエ

ンスデイ 2015 では「あなたは山にいます。煙が上がっているのが見

えます。」という問題に変更したが、煙から山火事を連想したという

意見が多かった。広島大学ボランティアサークルへのサブマスター講

習では再度「爆発音が聞こえました。」という問題を使用したが、火

山噴火の連想以外にもキャンプ場での爆竹などのいたずらやイノシ

シ狩りの銃声、山中の工場での爆発事故などを想定したという意見が

あった。火山噴火に関する議論をしたい場合は問題文で指定する必要

があるかもしれない。一方、あえて災害を指定しないことで、非常事

態が発覚した時にどのような災害が予想されるか、またはどのように

情報を収集すべきかを議論することが可能である。 

 

４．６ 今後の課題 

我々が目指していた「総合的防災学習の教材」とは、様々な災害分

野における災害発生直後の避難行動を総合的に学ぶことができる教

材であったといえる。総合的の意味として、災害発生前の事前準備や

災害後の救助活動、災害からの復旧・復興などの防災を含んでいるよ
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うに捉えられるが、これらすべての防災を包括して学習する教材では

ない。しかしながら、今後の課題は減災アクションカードゲームをす

べての防災を包括した教材にすることではなく、この教材が得意とす

る防災の問題を理解したうえで、改善を加えていくことである。 

 

表-3 日本での自然災害の分類 

 災害の発生時期 
予測が容易 予測が困難 

災害の発生 
地域が特定 
される 

大雨 
大雪 
雷 

雪崩 
竜巻 

地震や大雨による土砂災害 
火山噴火 

野生動物（熊、蜂など） 
災害の発生 
地域が特定 
されない 

台風 
大雨による洪水 

感染症 

地震 
地震による津波 

 

 

図-1 「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」のカード 
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図-2 「減災アクションカードゲーム～身近な災害編～」の解説例 
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図-3 火山噴火に関する知識 

 

 
図-4 野生の熊に関する知識 
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図-5 雷に関する知識 

 

 ５．ゲーム実施者の育成 

５．１ サブマスター講習 

減災アクションカードゲームを実施する際に、プレーヤーが防災ス

キルと防災意識を効果的に学習するためには、ゲームマスターとサブ

マスターの役割が非常に重要である。特にサブマスターは各グループ

の議論のファシリテータ役として、議論の促進や問題の解説を行うゲ

ームの中核的存在であるため、今後このゲームを普及するにあたって

は、サブマスターを養成することが重要となる。本章ではゲーム実施

者、特にサブマスター養成に向けた取り組みについてまとめる。 

2015 年度のサブマスター講習の実施記録を表-4 に記す。 
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５．２ 講習の内容 

講習の内容は参加者がどのような目的で将来ゲームを実施するの

かや講習会の開催経緯によって様々であった。12 月 29 日の講習での

み「身近な災害編」用の教材を用いたが、本年度行った講習のほとん

どが「地震・津波編」用の教材であった。そのため、以下の説明は特

に明記がない場合「地震・津波編」用の教材を用いた講習の内容であ

る。 

 

５．２．１ 新しい教材を使った講習（日本語） 

 11 月 7 日に水戸市立双葉台小学校で行われた「学校へようこそ（公

開授業）」「双葉っ子祭り」の一環として、小学生全学年を対象に減災

アクションカードゲームを実施した。その際に、茨城大学ボランティ

アサークル「子どもふれあい隊」所属大学生およそ 20 名、および双

葉台小学校 6 年生の保護者およそ 5 名にサブマスターとして参加し

ていただくため、11 月 6 日に事前に講習を行った。講習の流れは、

初めにパワーポイントを用いてゲームの流れを説明し、4名に代表し

てゲームを 1問のみ体験してもらい、他の参加者には見学してもらっ

た。その際、サブマスターとして自主企画参加メンバーが手本を見せ

た。次に再度パワーポイントを用いてサブマスターの役割を説明した。

最後に 5名程度のグループに分かれてもらい、翌日のイベントで出題

する問題 5問を題材に、グループ内で一人一問ずつサブマスターを体

験してもらった。その際、保護者の方が連れて来られていた小学生が

5名いたため、各グループにプレーヤーとして参加してもらったこと

で、より翌日の状況に似た実践ができた。 

12 月 19 日に「大震災被災地間の中等教育学校における震災・減災・

復興をテーマとした継続的な学校間交流～神戸・仙台モデルの構築を

目指して」の一環として、神戸大学附属中等教育学校 5 年生 5 名、6

年生 2名を対象に講習を行った。このイベントでは講習の直前にプレ

ーヤーとしてゲームを実施していたため、講習の中でのゲーム説明を

省いた。初めに、パワーポイントを用いてサブマスターの役割を説明
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し、その後に直前のゲームで出題した問題 1問を題材にして、各グル

ープで 1名のみサブマスター役を体験してもらった。 

12月29日に広島大学学生ボランティア団体「OPERATIONつながり」

所属大学生 15 名を対象に講習を行った。12 月 19 日の講習と同様の

流れで行ったが、サブマスター役は 2名に体験してもらった。この時

初めて教材に「身近な災害編」用の教材を用いた。 

 

５．２．２ 新しい教材を使った講習（英語） 

 11 月 2 日にリーディング大学院受講生の 4 名に英語でサブマスタ

ー講習を行った。11 月 6 日に陸前高田で開かれた文学研究科の留学

生向けの巡見で減災アクションカードゲームを実施するためであっ

た。参加者の 4名は全員ゲームを経験したことがあったため、ルール

の説明は行わなかった。講習では初めにパワーポイント（英語）を用

いて日本における災害を整理し、地震・津波における一時避難行動の

特徴を説明した。次に、ゲームにおけるサブマスターの役割を説明し

た。最後に、実際にサブマスター役、プレーヤー役を決めて実践形式

で練習を行った。このとき、これまでのゲーム実施で実際にあった説

明の例などをカードごとに示した。 

 11 月 19 日の講習会の参加者のうち、2名は 11 月 6 日にゲームを体

験していたが、7名は初めての参加であった。講習では初めにパワー

ポイント（英語）を用いて日本における災害を整理した後、ゲームの

ルールを説明し、練習問題を 1問出した。次に、具体的な場所や状況

を想像して行動を考えることが重要であるなどの議論における論点

を解説した。これ以降の内容は 11 月 2日と同様の内容であった。 

 

５．２．３ その他の講習 

 4 月 18 日の防災仕向けのサブマスター講習では参加者のほとんど

がすでにゲームを経験していたため、特に資料を使わず、解説におい

て重要なことや想定される議論などについて意見交換を行った。 

8月 7日の日本地震学会教員免許状更新講習でのサブマスター講習
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し、その後に直前のゲームで出題した問題 1問を題材にして、各グル
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５．２．３ その他の講習 
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は、教員免許状講習の科目の一つとして行った。講習では、初めにゲ

ーム開発の経緯とルールを説明し、一度参加者にゲームを体験しても

らうため、練習問題を出した。次に 2グループに分かれて、サブマス

ター役とプレーヤー役を決めて、実践形式でサブマスターを体験して

もらった。サブマスターは交代で順番に行い、全員が経験できるよう

問題を 5問出した。このとき、プレーヤー役の自由な説明を促すため、

問題とファシリテーションの仕方はサブマスター役の人にのみ口頭

で伝えた。 

10 月 17 日に八木山南小学校で行われた「地域防災訓練」の一環と

して、小学 3年生・4年生を対象に減災アクションカードゲームを実

施した。その際に学級担任 4名にサブマスターとして参加していただ

くため、10 月 5 日に事前に講習を行った。講習の流れは、マニュア

ルを見せながらゲームの流れやサブマスターの役割を口頭で説明し

た。カードは絵柄を紹介するだけにとどめ、カードを用いて実際にゲ

ームを実践することはしなかった。教員の方からは状況が想定できな

いとの意見もあったが、カードを 1セットお貸しイベント当日までに

実践してもらい、当日はサブマスターを円滑に遂行できたようだった。 

 

５．３ 講習用の新しい教材 

今年度の講習会では、サブマスターの役割をより具体的にわかりや

すく伝えるために、カードやマニュアルの他に、新しく講習用教材を

4 点作成した。簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編）以外の

教材は「地震・津波編」用の教材である。 

 

５．３．１ パワーポイントを用いた説明教材（日本語） 

 ゲームを実践できない講習においても、サブマスターの役割やゲー

ムの状況・雰囲気を説明できるよう、パワーポイントを用いた説明教

材を作成した（図-6～8）。各スライドに実際のゲームで撮影した写真

を用いたり、議論の会話を載せたりすることによって、マニュアルの

文字だけでは伝わりにくい箇所を補った。 
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５．３．２ パワーポイントを用いた説明教材（英語） 

 日本への留学生に向けた講習のために、英語での説明教材を作成し

た（図-9～12）。日本語版との違いは、初めに日本における災害を整

理している点および議論における説明の例をカードごとに示した点

である。 

 

５．３．３ 日英表記簡易マニュアル 

 表面に日本語での説明、裏面に英語での説明を表記した（図-13～

14）。ゲームの開発意図やルール、議論の例などを A4 用紙両面１枚に

収まるよう整理した。この原案を基に、クリアファイルなどが作成さ

れた。 

 

５．３．４ 簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編） 

 従来のサブマスターマニュアルは役割の説明文が長く、務めるには

難しいイメージを与えてしまったこと、ゲーム説明や問題集とは別に

作成されていたため、サブマスターマニュアルを読むだけでは役割を

務めることが困難なことなどの課題があった。そこで、減災アクショ

ンカードゲームの目的、タイムスケジュール、ゲームの流れ、サブマ

スターの役割、問題文および解説ポイント（5問）、年代別対応表を A4

サイズ表裏 1枚に収め、この 1枚があればサブマスターをある程度務

めることができる「簡易サブマスターマニュアル」を作成した （図

-15～16）。記載する問題文および解説ポイントはその講習で出題する

問題に合わせている。 

 

５．４ 今後の課題 

今年度行ったサブマスター講習では、「ゲームの中で、サブマスタ

ーはどのような役割を担うのか」ということのみ説明をし、提供する

防災知識は簡易サブマスターマニュアルに記載したもののみであっ

た。多くの知識を有していなくても問題ごとに解説ポイントを押さえ

られるため、「自身でもサブマスターを担うことができそうだと思っ
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た」という感想をいただくことができた。一方で、「防災についての

情報をもっと知りたい」という意見も寄せられた。そのような思いを

持っている方々には解説ポイント集記載内容以外の新たな気づきを

プレーヤーに与えられるような、その地域や学校の設備など、ゲーム

実施地特有の防災知識を提供できる別機会を設けることが望ましい

と考える。 

  

 
22 

表-4 サブマスター講習実施記録 

実施日 実施場所 対象 使用言語 
4 月 18 日 電力ビル 防災士 日本語 
8 月 7 日 東北大学 日本地震学会教員免許状

更新講習受講者 
日本語 

10 月 5 日 仙台市八木

山南小学校

3 年生・4 年生の学級担任

3 名、特別支援学級担任 1
名 

日本語 

11 月 2 日 東北大学 リーディング大学院受講

生 4 名 
英語 

11 月 6 日 茨城大学 ・茨城大学ボランティア

サークル「子どもふれあ

い隊」20 名程度、 
・双葉台小学校 6 年生の

保護者 5 名程度 

日本語 

11 月 14
日 

科学者の卵養

成講座英語交

流サロン 

科学者の卵養成講座の高

校生 
英語 

11 月 19
日 

東北大学 
文学研究科

文学研究科 10 月入学留学

生 9 名 
日本語・

英語 
12 月 15
日 

東北大学 神戸大学附属中等教育学

校 5 年生 5 名、6 年生 2 名

日本語 

12 月 19
日 

科学者の卵

養成講座英

語交流サロ

ン 

大学・大学院の留学生 英語 

12 月 29
日 

東北大学 広島大学学生ボランティ

ア団体「OPERATION つな

がり」15 名 

日本語 
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図-6 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（1） 
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図-7 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（2） 
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図-6 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（1） 
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図-7 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（2） 
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図-8 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（3） 
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図-9 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（1） 

 



81

 
25 

 
図-8 パワーポイントを用いた説明教材（日本語）（3） 
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図-9 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（1） 
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図-10 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（2） 
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図-11 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（3） 
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図-10 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（2） 
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図-11 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（3） 
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図-12 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（4） 

 

 

 
30 

 
図-13 日英表記簡易マニュアル原案表面 
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図-12 パワーポイントを用いた説明教材（英語）（4） 

 

 

 
30 

 
図-13 日英表記簡易マニュアル原案表面 
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図-14 日英表記簡易マニュアル原案裏面 
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図-15 簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編）表面 
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図-14 日英表記簡易マニュアル原案裏面 
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図-15 簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編）表面 
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図-16 簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編）裏面 
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 ６．アンケートによる効果測定 

６．１ 小・中学校での調査 

６．１．１ アンケートの概要 

「減災アクションカードゲーム～地震・津波編～」の防災教育教材

としての効果の検証、および防災教育を実施する上での社会調査とし

て、アンケートの実施を行った。アンケート用紙自体は昨年の活動に

おいて既に作成されており、昨年度および今年度のカードゲーム活動

の際にアンケート調査を実施している（久松ら、 2015b）。これまで

未就学児童から高齢者までの幅広い年代を対象に、2014 年度は宮城

県内で 12 回、宮城県外で 2 回実施し、2015 年度は宮城県内で 4回、

宮城県外で 2 回のアンケート調査を実施している。2014 年 10 月以前

の調査では、カードゲームの体験者の聞き取り調査などを元に質問項

目の微調整を行っており、それ以降の調査では基本的な質問項目を固

定したアンケート用紙を用いて調査を行っている。 

 アンケートの基本的な質問項目を表-5 にまとめた。アンケートは、

カードゲーム実施前に記入を行う「実施前アンケート」と、実施後に

記入を行う「実施後アンケート」の 2 種類がある。表-5 中の設問番

号が Pre と表記される項目は実施前アンケート、Post と表記される

項目は実施後アンケートにそれぞれ該当する。実施前アンケートでは、

年齢や住まいなどのアンケート回答者の属性を問う設問の他、事前の

災害知識や学習経験、学習意欲を問う設問を配置しており、社会調査

的な意味合いが強い。実施後アンケートでは、カードゲームの娯楽性

や難易度、カードゲーム実施後の学習意欲を問う設問を配置しており、

カードゲームへの満足度および防災教育教材としての効果を検証す

ることを目的としている。また、実施後アンケートでは、最も印象に

残ったことを一つだけ自由記述する問い（PostQ9）を設けることで、

児童生徒に対して本カードゲームが与えた特徴的な教育効果につい

て読み取れるように工夫している。一方で、「児童・生徒が楽しんで
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図-16 簡易サブマスターマニュアル（身近な災害編）裏面 
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 ６．アンケートによる効果測定 

６．１ 小・中学校での調査 

６．１．１ アンケートの概要 
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児童生徒に対して本カードゲームが与えた特徴的な教育効果につい

て読み取れるように工夫している。一方で、「児童・生徒が楽しんで
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取り組める」ことを防災教育教材開発の目標としているため、調査対

象の中で最も低年齢である小学校 1 年生がアンケート回答時に負担

を感じないようにアンケートを設計している。そのため、アンケート

の質問項目は量的に制限されている。  

 本章では、上記のアンケートでの基本的な質問項目が固定化された

後に小・中学校で行った調査に限定して、アンケートの分析結果を報

告する。本章で報告する調査以外で実施したアンケート調査の簡易的

な集計結果については、久松ら（2015b）または、渡邉ら（2015）を

参照されたい。 

 

６．１．２ アンケートの実施状況 

アンケートの基本的な質問項目が固定化された後に小・中学校で行

った調査を表-6 にまとめた。カードゲームの実施、およびアンケー

ト調査は、学校の授業あるいは学校が開催したイベントの一環として

行った。カードゲームの各問題での議論の時間、および問題文は、学

校関係者との事前打ち合わせを元に、実施する問題の選択（津波被災

者の遺族である児童に配慮し、津波に関する問題を出題しないなど）

や問題文の修正（特定の地域名を入れるなど）を行った。また、実施

した問題数も、参加人数および実施時間に応じて、5問あるいは 6問

で調整した。そのため、これらの調査は必ずしも同じ条件での実施と

はなっていない。 

表-6 中のうち、Aから Dの学校で実施したアンケート調査について

は、統計的な分析を行い、現在災害情報学会誌に論文を投稿中である

(富田ら、投稿中)。そのため、詳細な分析結果については記載できな

いが単純集計結果と分析結果の概略のみを第 6 章第 1 節第 3 項で示

す。一方で、学校 E(水戸市立双葉台小学校)での調査結果は、論文投

稿時に詳細な分析を行っていない。そこで第 6章第 1節第 4項で、学

校 Eでの調査を踏まえた今後の分析方針の展望について述べる。 
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６．１．３ 宮城県・福島県でのアンケートの分析結果 

 図-17 に、表-6 中で示したアンケート調査の単純集計結果を示し

た。ここでは、集計結果の全体的な傾向について報告する。まず、本

ゲームの評価に関する設問である PostQ2（図-17g）と PostQ6（図-17k）

の結果から、児童生徒の約90%がゲームを楽しい、またやりたいと回

答しており、本ゲームが受け入れやすい教材として高く評価されてい

ることがわかる。また、ゲームの難易度を問う設問である PostQ3 

（図-12h）や PostQ4（図-17i）は、ゲームのルールや問題文をわかり

やすいと回答した児童生徒が全体の約90%を占めていることを示し、

小・中学生でも問題なくゲームに参加できていることがうかがえる。

一方で、ゲームの楽しさを問う設問の PostQ2（図-17g）や防災に対す

る関心・意欲を問う設問である PreQ3、PreQ4、PostQ7（それぞれ図-

17c、d、l）は、学校 C（女川向学館）で否定的な回答が目立つ傾向を

示した。事前の災害知識を問う設問（PreQ1（図-17a）、PreQ2（図-17b）、

PreQ5（図-17e））では、このような学校の違いによる顕著な差は見ら

れなかった。 

 投稿中の論文では、設問間の影響や学年などの属性による影響につ

いての評価を相関分析を用いて検討を行った他、上記の学校 Cでの特

異な回答傾向の有意性の検討を行った。詳細な分析方法・結果につい

ては本稿では割愛するが、分析結果の概要をここで述べる。相関分析

の結果は、ゲームに対する評価が学年や性別、事前災害知識によらな

いことを示した他、本ゲームによる防災教育効果が第三者への防災教

育への波及効果（PostQ8）に寄与していることを示した。一方で、回

答結果の優位性の検討から、上述の学校 Cでの否定的な回答傾向は統

計的に有意な結果であることを示した。しかし、カードゲームの実施

時の記録を検討したところ、児童のゲームへの参加姿勢は積極的で議

論も活発に行われており、アンケートでの否定的な回答結果は、ゲー

ムの内容以外での児童の「気恥ずかしさ」といった感情的な影響によ

り現れたと考えられる。また、論文では、PostQ9 の自由記述から本カ

ードゲームが児童生徒に対して与えた特徴的な教育効果の読み取り
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も行った。その結果、本カードゲームが少なくとも小学校中学年以上

の児童に対して思考促進型の防災教育教材として機能していること

が明らかになった。 

 以上の結果から、本カードゲームが小・中学校の児童生徒に対して、

学年・性別・事前災害知識・事前学習経験に依らずに受け入れやすい

防災教育教材であり、かつ思考促進型の防災教育教材として有用であ

ることを示した。現段階のアンケート分析では、実施時期の違い・実

施規模の違い・問題の違い・学年によるファシリテーション方針の違

い・サブマスター（実施者）による違いなど考慮できていない点が多

いが、今後実践事例を増やしつつこれらによる差異を検討していく必

要がある。 

 

６．１．４ 茨城県でのアンケートの分析の今後 

 茨城県でのアンケートの詳細な分析はまだ実施していない。実施時

期が 11 月であったことと、災害情報への論文投稿を優先したためで

ある。そこでこの項では、茨城県で得られたアンケートの今後の分析

方針について報告する。まず第 6章第 1節第 3項で報告した宮城県・

福島県と同様の分析を行う。茨城県水戸市は東北地域外かつ被災地の

一つであることから、他 2県と比較し地域性の違いについて議論でき

ると考えている。次に学年ごとに質問事項の分析を行う。今回の実施

では 1 年生から 5 年生まで各 40 名前後のアンケート回答を得た。従

来の実施で 6学年同時の開催はなく、また複数学年実施においても学

年ごとの回答数が少ないことがあった。このことから茨城県のアンケ

ート分析からは質問項目の学年依存性を議論できると考えている。現

在予定しているのは上記 2 つの分析であるが、6 学年・300 名以上の

回答を一度に得ることができた貴重な結果であるため、他にも様々な

分析を実施していきたい。 

 

６．２ 「身近な災害編」の評価 

 7 月 19 日のサイエンスデイで小学生やその保護者を対象に「減災
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アクションカードゲーム～身近な災害編～」を実施した際に、「地震・

津波編」と同じ質問項目のアンケート調査を実施した。 

図-18 に、アンケート調査の単純集計結果を示した。高校生以下の

回答数は 32 名で、保護者の回答は 9 名と年齢不明の回答を 2 名得ら

れた。まず、本ゲームの評価に関する設問である PostQ2 と PostQ6 の

結果から、参加者の約 90%がゲームを楽しい、またやりたいと回答し

ており、地震・津波編と同様に楽しみながら防災学習ができる教材で

あることがわかる。また、ゲームの難易度を問う設問である PostQ3

や PostQ4 は、ゲームのルールや問題文をわかりやすいと回答した児

童生徒が全体の約 95%以上を占めていることを示し、年齢に関係なく

ゲームに参加できていたことがわかる。カードのわかりやすさを問う

PostQ5 の結果から、参加者の約 20％がわかりにくいカードがあると

回答しており、今回行ったカードの変更はゲームの進行に支障がなか

ったといえる。 

最も印象に残ったことを問う PostQ9 の回答を整理した結果、高校

生以下の 32 名のうち、津波、竜巻および雷に関する問題に対する記

述が 1名ずつ、火山噴火と熊に関する問題に対する記述がそれぞれ 2

名と 3名得られた。このイベントでは土砂災害に関する問題を出さな

かったため、地震に関する問題を除くすべての種類の災害が少なくと

も 1人の印象に残ったことになる。現時点ではアンケートの回収数が

少ないため詳細な分析はできないが、「減災アクションカードゲーム

～身近な災害編～」が幅広い災害への関心を促す教材として利用でき

る可能性を示している。 

第 4章第 5節で記したように、火山噴火に関する問題として「あな

たは山にいます。煙が上がっているのが見えます。」という問題を出

した。これに対し PostQ9 の回答では、7 歳の参加者からこの問題が

「おもしろかった」という記述と 14 歳の参加者から「山で煙がみえ

ても色々な場合があること」という記述が見られた。このような結果

をより詳細に分析することで、問題文で災害を明記しないことの効果

を検証できるのではないかと考える。 
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アクションカードゲーム～身近な災害編～」を実施した際に、「地震・
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たは山にいます。煙が上がっているのが見えます。」という問題を出

した。これに対し PostQ9 の回答では、7 歳の参加者からこの問題が

「おもしろかった」という記述と 14 歳の参加者から「山で煙がみえ

ても色々な場合があること」という記述が見られた。このような結果

をより詳細に分析することで、問題文で災害を明記しないことの効果

を検証できるのではないかと考える。 
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以上の結果から、本年度の活動で開発した「身近な災害編」が、2014

年度に開発した「地震・津波編」と受け入れやすさの点では同様の評

価を得ているといえる。今後は、地震・津波以外の様々な災害を問題

に取り入れることの学習意欲への効果などについての分析と考察を

行う必要がある。 

 

６．３ 留学生向けのゲーム実施の評価 

 2014 年度の科学者の卵養成講座の高校生と共同で行った英語交流

サロンでの留学生向けのゲーム実施に加え、本年度に文学研究科の留

学生向け講習会でゲームを実施した際に、アンケート調査を実施した。

質問項目は表-7 のとおりである。 

英語サロンでの参加者は 30 名で、うち 22 名が留学生、8名が高校

生であった。文学研究科の留学生向け講習会の参加者は 9 名であっ

た。留学生の国籍は中国が最も多く 16 名、次いでインドネシア 4名、

台湾とバングラデシュが 2名、アメリカ、アルジェリア、スリランカ、

ブラジル、ベトナム、モロッコ、および不明がそれぞれ 1名であった。

単純集計の結果を図-19 に示す。現在アンケートの分析と考察を行っ

た結果を日本地球惑星連合大会に投稿中である（金子ら、投稿中）。 
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表-5 災害・防災にかかわる意識調査と本防災教育教材についての

アンケート質問項目（留学生向け以外で使用） 

番号 質問文 選択肢 
Pre  学校・学年・性別  
PreQ1 次の中から、あなたが災害だ

と思うものすべてにチェック

☑をしてください 

地震・津波・台風・火

山噴火・地すべり・大

雨・竜巻・火事・事故・

病気（感染症）・その

他（自由記述欄あり）

PreQ2 あなたは、これまでに災害や

防災に関する勉強をしたこと

がありますか？ 

ある・ない・わからな

い 

PreQ3 災害がなぜ起こるのか、知り

たいと思いますか？ 
思う・思わない・わか

らない 
PreQ4 災害から身を守る方法につい

て、知りたいと思いますか？

思う・思わない・わか

らない 
PreQ5 あなたは、2011 年 3 月 11 日

は、なにがあった日か知って

いますか？ 

知っている（自由術

欄あり）、知らない 

PostQ1 あなたは、今日のゲームで何

点とれましたか？ 
※自由記述 

PostQ2 今日のゲームは、楽しかった

ですか？ 
楽しかった・楽しく

なかった・わからな

い 
PostQ3 今日のゲームのルールは、わ

かりやすいと思いましたか？

わかりやすい・むず

かしい 
PostQ4 今日のゲームの問題文は、わ

かりやすいと思いましたか？

わかりやすい・むず

かしい 
PostQ5 今日のゲームのカードのなか はい（自由術欄あ
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で、わかりにくいカードはあ

りましたか？ 
り）・いいえ 

PostQ6 今日のゲームをまたやりたい

と思いましたか？ 
思った・思わなかっ

た 
PostQ7 災害から身を守る方法につい

て、もっと知りたいと思いま

したか？ 

思った・思わなかっ

た・わからない 

PostQ8 今日学んだことを誰に伝えた

いと思いますか？ 
伝えたいと思わな

い・友達・家族や親

戚・先生・その他（自

由記述欄あり） 
PostQ9 今日一番印象に残ったことを

「ひとつだけ」書いてくださ

い 

※自由記述 

 

表-6 アンケート調査実施概要 

学校 
地域 時間

問題

数 
学年 人数 実施日 

A 宮城県

内陸部
50 分 6 中 1 152 2014/11/18

B 宮城県

内陸

部 
60 分 6 小 3・4

23 2014/10/18

40 2015/10/17

C 宮城県

沿岸部
55 分 6 小 5・6 14 2014/1/14

D 
福島県

沿岸部
45 分 5 

小 1・2 19 

2015/6/10小 3・4 28 

小 5・6 39 
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E 
茨城県

内陸部

40～
50 分

5 

小 1 27 

2015/11/7

小 2 39 

小 3 34 

小 4 42 

小 5 33 

小 6 146 
 
表-7 災害・防災にかかわる意識調査と本防災教育教材についての

アンケート質問項目。原文は英語（留学生向けに使用） 

番号 質問文 選択肢 
PreQ0 年齢・性別・日本の滞在期間  
PreQ1 日本での災害に不安を感じま

すか？ 
はい・いいえ 

PreQ2 次の中から、あなたが災害だ

と思うものすべてにチェック

☑をしてください 

地震・津波・台風・火

山噴火・地すべり・大

雨・竜巻・火事・事故・

病気（感染症）・その

他（自由記述欄あり）

PreQ3 あなたは、2011 年 3 月 11 日

は、なにがあった日か知って

いますか？ 

はい（自由術欄あ

り）・いいえ 

PostQ1 今日初めて知ったことを書い

てください 
※自由記述 

PostQ2 今日のゲームは、楽しかった

ですか？ 
はい・いいえ・わから

ない 
PostQ3 今日のゲームのルールは、わ

かりやすいと思いましたか？

はい・いいえ 

PostQ4 今日のゲームの問題文は、わ はい・いいえ 
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かりやすいと思いましたか？

PostQ5 今日のゲームをまたやりたい

と思いましたか？ 
はい・いいえ 
※理由を自由記述 

PostQ6 今日のゲームの経験は自国で

も役に立ちそうですか？ 
はい・いいえ 
※理由を自由記述 

PostQ7 災害への危機意識は向上しま

したか？ 
はい・いいえ 
※コメント自由記述

PostQ8 カードを取った後に説明がで

きましたか？ 
はい・いいえ 
※コメント自由記述

PostQ9 今日一番印象に残ったことを

「ひとつだけ」書いてくださ

い 

※自由記述 

 

   
           (a) PreQ1                    (b) PreQ2 
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           (c) PreQ3                    (d) PreQ4 

   
           (e) PreQ5                    (f) PostQ1 

  
           (g) PostQ2                   (h) PostQ3 
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           (i) PostQ4                   (j) PostQ5 

   
           (k) PostQ6                  (l) PostQ7 

 
          (m) PostQ8 

図-17 学校別単純集計結果 
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(a) 属性 

 

(b) 事前アンケート 

 

(c) 事後アンケート 

図-18 サイエンスデイでのアンケート単純集計結果 
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           (k) PostQ6                  (l) PostQ7 

 
          (m) PostQ8 

図-17 学校別単純集計結果 
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           (a) PreQ1                    (b) PreQ2 

 

           (c) PreQ3                    (d) PostQ2 

 
           (e) PostQ3                    (f) PostQ4 

 
48 

 

           (g) PostQ5                   (h) PostQ6 

 

           (i) PostQ7                   (j) PostQ8 
図-19 留学生向けゲーム実施時のアンケート単純集計結果。EGGS

は科学者の卵養成講座の高校生と共同で英語交流サロンにおいて実

施したアンケート、Literal は文学研究科の留学生を対象に実施し

たアンケートおよび All はそれらを合計した結果である。 
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は本企画の活動全般にわたり多大なるご指導とご協力をいただきま
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した。同じく専任教員の地引泰人助教にはアンケートの分析に貴重な

ご助言をいただきました。同プログラム受講生の平田萌々子氏、伊藤

大樹氏、長谷川翔氏、山本知生氏、佐々木隼相氏、リュウ・ディーイ

ー氏、アトナフ・デベベ・キフレ氏、ゴン・シュン氏、ス・リャン氏、

ニ・ジャリン氏および宮鍋慶介氏には本ゲームの実施にご協力いただ

きました。同じく山田修司氏には本ゲームの開発と実施およびアンケ

ートの分析にご協力いただきました。ここに記して感謝申し上げます。 

 

参考文献 

内閣府、日付不明、 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/hanshin_awaji/data/in

dex.html、参照年月日：2015.12.1． 

秦康範・酒井厚・一瀬英史・石田浩一、2015、児童生徒に対する実践

的防災訓練の効果測定－緊急地震速報を活用した抜き打ち型訓練

による検討－．地域安全学会論文集、No.26、pp. 39-49. 

久松明史・山田修司・渡邉俊介・金子亮介・牧野嶋文泰・秋戸優花・

望月達人・吉田奈央・三嶋葵・久利美和・今村文彦・湯上浩雄、2015a、

参加型防災学習の新教材「減災アクションカードゲーム」の開発と

普及．津波工学研究報告、第 32 号、pp. 301-317． 

久松明史・山田修司・渡邉俊介・牧野嶋文泰・金子亮介、2015b、小・

中学生を対象とする参加型防災学習の新教材の開発とアンケート

による効果測定．東北大学グローバル安全学トップリーダー育成プ

ログラム 学生自主企画活動報告書、第 7章、pp. 239-321． 

矢守克也、2010、防災教育の現状と展望．自然災害科学、29-3、pp. 

291-302． 

矢守克也、2012、「津波てんでんこ」の四つの意味．自然災害科学、

31-1、p.35-46． 

渡邉俊介・久松明史・山田修司・牧野嶋文泰・金子亮介・久利美和、

2015、防災教育教材：減災アクションカードゲームの開発と評価．

日本地球惑星科学連合 2015 年大会予稿、G02-05． 

 
50 

内閣府、2013 年 9 月 4日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h25toppuu09/pdf/h25toppuu09

_05.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

国土交通省、2014 年 11 月 5 日、 

http://www.mlit.go.jp/common/001059847.pdf、参照年月日：

2016.1.11． 

内閣府、2013 年 11 月 25 日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h25typhoon26/pdf/h25typhoon

26_30.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

国土交通省、2014 年 10 月 31 日、 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/H26_hiroshima/141031_hiros

himadosekiryu.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

内閣府、2015 年 9 月 24 日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h27typhoon18/pdf/h27typhoon

18_20.pdf、参照年月日：2016.1.11． 



105

 
49 

した。同じく専任教員の地引泰人助教にはアンケートの分析に貴重な

ご助言をいただきました。同プログラム受講生の平田萌々子氏、伊藤

大樹氏、長谷川翔氏、山本知生氏、佐々木隼相氏、リュウ・ディーイ

ー氏、アトナフ・デベベ・キフレ氏、ゴン・シュン氏、ス・リャン氏、

ニ・ジャリン氏および宮鍋慶介氏には本ゲームの実施にご協力いただ

きました。同じく山田修司氏には本ゲームの開発と実施およびアンケ

ートの分析にご協力いただきました。ここに記して感謝申し上げます。 

 

参考文献 

内閣府、日付不明、 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/hanshin_awaji/data/in

dex.html、参照年月日：2015.12.1． 

秦康範・酒井厚・一瀬英史・石田浩一、2015、児童生徒に対する実践

的防災訓練の効果測定－緊急地震速報を活用した抜き打ち型訓練

による検討－．地域安全学会論文集、No.26、pp. 39-49. 

久松明史・山田修司・渡邉俊介・金子亮介・牧野嶋文泰・秋戸優花・

望月達人・吉田奈央・三嶋葵・久利美和・今村文彦・湯上浩雄、2015a、

参加型防災学習の新教材「減災アクションカードゲーム」の開発と

普及．津波工学研究報告、第 32 号、pp. 301-317． 

久松明史・山田修司・渡邉俊介・牧野嶋文泰・金子亮介、2015b、小・

中学生を対象とする参加型防災学習の新教材の開発とアンケート

による効果測定．東北大学グローバル安全学トップリーダー育成プ

ログラム 学生自主企画活動報告書、第 7章、pp. 239-321． 

矢守克也、2010、防災教育の現状と展望．自然災害科学、29-3、pp. 

291-302． 

矢守克也、2012、「津波てんでんこ」の四つの意味．自然災害科学、

31-1、p.35-46． 

渡邉俊介・久松明史・山田修司・牧野嶋文泰・金子亮介・久利美和、

2015、防災教育教材：減災アクションカードゲームの開発と評価．

日本地球惑星科学連合 2015 年大会予稿、G02-05． 

 
50 

内閣府、2013 年 9 月 4日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h25toppuu09/pdf/h25toppuu09

_05.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

国土交通省、2014 年 11 月 5 日、 

http://www.mlit.go.jp/common/001059847.pdf、参照年月日：

2016.1.11． 

内閣府、2013 年 11 月 25 日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h25typhoon26/pdf/h25typhoon

26_30.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

国土交通省、2014 年 10 月 31 日、 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/H26_hiroshima/141031_hiros

himadosekiryu.pdf、参照年月日：2016.1.11． 

内閣府、2015 年 9 月 24 日、 

http://www.bousai.go.jp/updates/h27typhoon18/pdf/h27typhoon

18_20.pdf、参照年月日：2016.1.11． 



106

 
1 

 

第４章 

高校における STS 教育を通じた科学

技術と社会の新たな関係性の提案 

 
 

藤田  遼(1) 

小林 龍一(2) 

小桧山朝華(2) 

大塚  光(3) 

ジョン イジョウ(3) 

小川 剛史(4) 

 

(1) 東北大学理学研究科 博士課程後期 1年 

(2) 東北大学工学研究科 博士課程後期 2年 

(3) 東北大学工学研究科 博士課程後期 1年 

(4) 東北大学工学研究科 博士課程前期 2年 

  

 
2 

 要約 

 我々は、東日本大震災および福島第一原発事故をはじめ、気候変動

問題、食糧安全問題、医療問題といった、近年改めて露わになってい

る科学技術のリスクや不確実性に伴った、科学技術と社会との境界領

域で生じる諸問題に日々直面している。社会の理解・信頼のもとで科

学技術を今後も発展させていくためには、国民の科学技術政策過程へ

の幅広い参画が必要不可欠である。その上で、教育による市民の科学

技術リテラシーの基盤作りは、重要な課題の一つである。本企画にお

いては、宮城県内のスーパーサイエンスハイスクール（SSH）指定校

の理系クラスの高校 1 年生を対象に、エネルギー選択をテーマとした

STS（Science Technology and Society）教育を実践し、高校生の科学技

術リテラシーの基盤作りを狙った。 
 100 分間の対話式講義（第 1 回; 2015 年 7/16 実施）および 50 分間

のワークショップ（第 2 回; 2015 年 8/25 実施）を含む全 2 回の出前授

業を設計・実践し、高校生が広く多様な視点から、科学と社会が関わ

る問題について考えられるようになることを目指した。また、同時に

アンケート調査を実施し、出前授業の実践としての評価、および出前

授業が高校生に及ぼした効果の抽出・評価を行った。 
 全 2 回の出前授業を通じて、8 割以上の高校生が高い理解度・満足

度を示した。特に、ワークショップにおいては、多くの高校生が積極

的に議論に参加している様子が観察された。また、自由記述式アンケ

ート「日本で再生可能エネルギーはさらに増えたほうが良いと思う

か」という問いに対して、出前授業の実施前後を通じて、高校生の回

答に含まれた問題を考えるための視点が多様化したことが定量的に示

された。また、個別の記述回答では、視点の多様化以外にも、意見の

形成や具体化といった、本実践を通じて期待された他の様々な変化も

見られた。これらの結果より、異分野融合大学院生による STS 教育の

実践が高校生に及ぼした効果の有用性が示された。 
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 １． はじめに 

 科学技術と社会の新しい関係性 
 現代社会には、「科学に問うことはできても、科学のみで答えるこ

とのできない(Weinberg, 1972)」問題が数多く存在している。これは「ト

ランス・サイエンス(Trans-Science)」と呼ばれる領域の問題群である。

例えば、遺伝子組み替え食品の規制をどうするか、放射線の低線量被

ばくはどこまで許容可能か、といった問いは、科学的な方法によって

問題の分析自体は可能であっても、そこから得られる科学的知見には

常に何らかの不確実性が内在し、「結局、どこまでが“安全”なのか？」

という線引きをする際には、時に専門家内ですら意見が分かれる。つ

まり、このような「トランス・サイエンス的問題」に対しては、専門

家による判断だけではなく、時には一般市民も含めた上での社会的な

意思決定や合意形成、価値判断が必要である。 

 近年では、2011 年 3 月に発生した東日本大震災および福島第一原

発事故によって、科学技術政策について専門家内のみに意思決定を委

ねる社会システムの限界が、改めて露わとなった。科学技術が高度に

発達した現代において、一般市民は科学技術からの依存を逃れること

はできず、今後もますます多様化していくと思われるそのリスクや不

確実性に対しては、一人一人が向き合い、意思決定をしていく必要が

ある。これは言い換えれば、科学技術に関わる専門家から、一般市民

への一方向の情報伝達のような従来の「啓蒙型モデル」を超えて、専

門家と一般市民との間の新たな関係性、広く言えば「科学技術と社会

の新たな関係性」が構築される必要性が現れていると言えよう。 

 実際に、日本における科学技術政策の形成過程における国民の位置

づけは、第 1 期科学技術基本計画（1996〜2000 年）から第 4 期科学

技術基本計画（2011〜2015 年）へと、計画が更新されるごとに高まっ

 
4 

ている。現在遂行中の第 4期科学技術計画では、国民が科学技術政策

の企画立案および推進に参画する主体として、明確に位置づけられて

いる（内田他, 2014）。 

 では、このような議論は、日本国内では具体的にいつ頃から始まっ

たものであろうか。第 1 期科学技術基本計画では、「科学技術と社会

の新たな関係性」の在り方について、少なくともまだ具体的検討には

挙っていない。その頃において、国民は「科学技術水準向上のための

施策の支援者」と位置づけられ、また、「国民の理解の増進と関心の

喚起のための施策を講ずる」ともあるように、あくまでも一般市民は

専門家による情報の受け手であり、科学技術政策に関わる主体である

といった表現は見当たらない。しかしその後、財団法人政策科学研究

所が実施した調査研究「科学技術と社会・国民との相互の関係の在り

方に関する調査」（財団法人政策科学研究所, 1998）においては、「科

学技術政策の形成活動は、従来の『政策コミュニティ（行政）』『研究

開発コミュニティ』『産業クラスター』に加えて、新たに『生活者コ

ミュニティ』の様々な主体の様々参画形態のもとに進められる必要が

あり、（中略）」と述べられており、この頃からは既に、日本国内にお

いて一般市民の科学技術政策への参画に関する必要性が指摘されて

いる。その後は、第 2 期科学技術基本計画（文部科学省, 2001）をは

じめ、文部科学省が毎年発行する「科学技術白書」においても、科学

技術と社会の新たな関係性の在り方を検討する記述が多く目立つよ

うになっている（例えば、平成 12 年度版 第 1 部第 3 章、平成 16 年

度版 第 1 部第 1 章、平成 23 年度版 第 1 部第 2 章、等）。 

 しかし、例えば既に挙げたように、近年に生じた 2011 年 3 月の福

島原発事故後においては、一部の専門家による情報の隠蔽や統制ある

いは誘導といった事態が生じるなど（尾内他, 2013）、科学的な不確実

性を含むトランス・サイエンス的問題に関しても、専門家は未だに一
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うになっている（例えば、平成 12 年度版 第 1 部第 3 章、平成 16 年
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110

 
5 

般市民を情報の受け手として「啓蒙」し、「正しい理解」を求めるよ

うな姿勢を見せていた。少なくとも両者の間での双方向の議論といっ

たものは十分に生まれておらず、被害を実際に受ける当事者としての

市民は、専門家内のみによる「安全論」によって置き去りにされてい

た事態も、尾内他(2013)によって報告されている。つまりは、「科学技

術と社会の新たな関係性」について具体的な議論が始まってから10年

以上が経った今でも、両者は未だに従来の関係性から脱していなかっ

たことが伺える。これらの経験を踏まえ、第 4 期科学技術基本計画で

は、改めて科学技術と社会との関わりについて再構築し、科学技術政

策における国民の位置づけを高めていく方針へと向かっていると言

える。 

 

 具体的な方策とは〜”気軽な”対話の場作り〜 
 第 4 期科学技術計画では、科学技術政策への市民参画を目的とした

方策の一つとして、テクノロジーアセスメントの在り方が検討されて

いる。テクノロジーアセスメントとは、「従来の枠組みでは扱うこと

が困難な技術に対し、将来のさまざまな社会的影響を独立不偏の立場

から予測・評価することにより、新たな課題や対応の方向性を提示し

て、社会意思決定を支援していく活動」（吉澤, 2010）を指す。そのう

ち市民参加型の代表的なものには、市民と専門家の熟議の元、科学技

術が関わる論争的問題について合意形成を目指すコンセンサス会議

が挙げられる。このような市民参加型テクノロジーアセスメントは、

80 年代後半頃から欧米諸国を中心に広がり、これまで日本でも数件

の実践例が存在している（小林, 2004、若松, 2010）。ただし、これら

の方法は政策決定へのインプットを念頭において実施されることが

多く、その議論の質が厳しく問われる傾向にあった。このため、参加

者・実施者の双方にとって時間・知識・費用などの面において大きな

 
6 

負担があることが知られていた。 

 そこで、近年新たな方法として、八木他(2013)によって「多様な知

識・関心を持つ人々が参画した上での、論争的な科学技術が関わる問

題に関する“気軽な”対話の場作り」の必要性が指摘されている。2007

〜2012 年にかけて八木らが参画した「独立行政法人科学技術振興機

構社会技術研究開発センター・市民と専門家の熟議と協働のための手

法とインタフェイス組織の開発(Deliberation and Cooperation between 

Citizens and Scientists)研究開発プロジェクト（通称 DeCoCiS プロジェ

クト）」では、現在の科学技術コミュニケーションには「空白領域」

が存在し、それを埋めることが必要であるという認識のもと、とりわ

けコンフリクトのある科学技術に関する社会的議論の定着を目指し、

実践的研究が進められた。同プロジェクトでは、①科学技術やその諸

問題について人々の関心を喚起し、知識や情報の啓発・交換・共有を

行うこと、②社会的な意思決定や合意形成のために、問題について熟

慮に基づいた討論を行うこと、③問題解決のために主体間で「恊働」

すること、の 3 つの観点から、科学技術コミュニケーションの「空白

領域」について指摘している。特に、八木他(2013)においては、(1)「対

象とする科学技術の取り扱われ方」に関する空白領域、(2)「議論の双

方向性」に関する空白領域、という課題を設定し、かつ参加者・実施

者双方にとって負担が少なく、普及の広がりが期待される形として、

“気軽な”対話の場づくりを提案している。なお、ここでいう対話と

は、一般的な意味ではなく、「社会的に重要な課題、特に科学技術に

まつわる課題について、意見や立場の異なる人同士が議論を通じて、

他者の考えや選好に対する相互理解を深めると同時に議論の対象と

するテーマについても理解を含め、自己の意見や選好を変容させつつ、

熟慮に基づいた判断を行う過程」として限定的に使用されている。 

 以上、このような“気軽な”科学技術に関する社会的議論の定着に
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向けた試行というのは、科学技術と社会の新しい関係性を構築する上

で、一つの重要な社会的課題であると言えよう。 

 

 具体的な方策とは〜市民の科学技術リテラシーの基

盤形成〜 
 1.2 節に続き、科学技術政策の形成過程への一般市民の位置づけが

高まったことを踏まえると、より望ましい社会的意思決定や合意形成

をしていくためにも、科学技術リテラシーを持った市民を社会に定着

させるための教育活動が、もう一つの重要な課題として考えられる。 

 科学技術リテラシーとは、川本他(2008)では「科学的基礎知識と手

法を、科学技術を含む社会に対する関心と態度に結びつけ、科学技術

に関する話題について社会的に判断し行動する能力」と定義されてい

る。2003-2005 年に実施された「21 世紀の科学技術リテラシー像〜豊

かに生きるための智〜プロジェクト」（日本学術会議 若者の科学力増

進特別委員会, 2005）をはじめとして、国民の科学技術リテラシーの

基盤作りは、日本にとっても近年の重要課題の一つとして位置付けら

れていた。一方で、従来の日本の理科教育においては、純粋科学を重

視した科学的知識の定着・普及を目指した教育が中心であり、科学技

術リテラシーに含まれるような、科学技術が関わる問題についての判

断や行動に着目した能力を養成するための教育は、これまで十分には

実施されていなかった。知識定着を目的とした教育は、基礎的な学力

を養成する上で当然重要である一方で、これらは所謂「正解のある智」

（大橋, 2015）を伝える限りに留まる傾向があり、「トランス・サイエ

ンス的問題」のような「正解のない」内容を伝えることは難しいとい

う傾向がある。このような理由から、従来型の理科教育では科学技術

リテラシーの基盤作りという社会要請に対して十分に答えることが

できないという批判も存在していた。そこで、90 年代以降からは、

 
8 

「科学、技術および社会の相互関連性を扱い、科学技術の高度な発展

によって生じる社会問題に対処できるような意思決定能力や問題解

決能力を育成する」（内田他, 2014）ことを目指した STS（Science, 

Technology and Society; 科学技術社会論）教育が出現した。 

 STS 教育の目的は、小川(1993)では「現代社会に生じる科学技術関

連の諸問題（STS 問題）に関して、各個人が自分自身の意思決定や価

値形成を行うのに寄与しうる科学技術的リテラシーを開発しようと

するところにある。それゆえ、現代社会を生きる一般市民に求められ

る『生きる力』の一側面を開発しようとする教育活動だという見方が

できる」と述べられている。このような着眼に基づいた取り組みは、

今後さらにトランス・サイエンス的問題が顕在化してくる 21 世紀以

降において、ますますその必要性が高まっていると言えよう。 

 しかし、近年において、STS 教育に関する研究・実践の発表数は減

少傾向にあると報告されている（内田他, 2014）。また、教育現場にお

いても、未だ STS 教育の定着・普及は十分といは言い難い。それらの

原因について、内田他(2014)では、(1)STS 教育の制度化が進まず、教

育内容・目標・方法・カリキュラム等が具体化されなかった点、(2)専

門外の内容、また生々しい現実を扱う STS 教育に取り組む理科教師

が少なかった点、(3)日本で開発されて一般化されたプログラムや教

材がほとんどない点、等を取り上げている。 

 上記の問題は、大きく分類すれば、社会的制度・組織の整備といっ

た「社会的基盤に関わる問題」、教師の人数・能力および教材内容と

いった「実践者側に関わる問題」、の 2 つの大別できる。さらに、内

田他(2014)では考察されていないが、例えばそもそも STS 教育を受け

るのに適当な時期はいつ頃なのか、といった「参加者（学習者）側に

関わる問題」、についても考察する必要性も指摘できる。つまり、STS

教育については、科学技術リテラシーの開発といった目的や内容につ
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いての重要性は認識されつつも、広くは社会的制度・組織に関する問

題、より現場レベルでは実践者側、参加者側における問題の考察とそ

の解決が十分進んでおらず、未だ定着・普及に至っていないと言えよ

う。 

 以上、教育による市民の科学技術リテラシーの基盤形成というのも、

科学技術と社会の新しい関係性を構築する上で、もう一つの重要な社

会的課題であると言えよう。 

 

 本企画の活動〜STS 教育の実践〜 
１．４．１ 昨年度および今年度の活動について 
 1.2 節および 1.3 節より、現在における科学技術と社会の新しい関

係性の構築へ向けた社会的課題として、以下の二つを検討した。 

(1) “気軽な”科学技術に関する社会的議論の定着に向けた試行 

(2) 教育による市民の科学技術リテラシーの基盤形成 

 これらの課題を踏まえて、本企画では、具体的に以下の 2つの活動

を行った。 

 A. 科学技術が関わる論争的問題に関する“気軽な”対話の場作り 

 B. 高等学校における STS 教育の実践 

 なお、本企画は、昨年度自主企画名「科学技術をめぐる様々な対立

調停に基づく安全・安心な社会形成へ向けて」の継続企画である。上

記活動において、特に昨年度は活動 A に、本年度は活動 B に注力し

ている。 

 まず、昨年度活動について簡単に述べる。昨年度前半においては、

月に 1 回程度の頻度で STS の基本的な理論体系の取得のための勉強

会を開催した。具体的には、STS を体系的に扱った参考文献の輪読（例

えば藤垣, 2005）や、各自が持つ広いバックグラウンドを生かした様々

な科学技術が関わる論争的テーマに関する STS 的観点からの議論を
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行った。昨年度後半からは“気軽な”対話の場作り（活動 A）に関す

る実践活動を開始した。具体的には、11 月には地域向け科学イベント

「みやぎサイエンスフェスタ」へ、3 月には本プログラム内行事「リ

ーディング大学院キックオフシンポジウム」へ参加し、どちらも「エ

ネルギー選択」をテーマとし、STS 的観点に基づいた基本的な知識・

考え方を伝えるための、実践者と参加者間での双方向性コミュニケー

ションを備えた対話式講義、および参加者同士の気軽な対話の場作り

を実践した。実践対象は、「みやぎサイエンスフェスタ」においては

高校生、「リーディング大学院キックオフシンポジウム」においては

大学生・大学院生である。なお、詳細については昨年度活動報告書（藤

田他, 2015）を参照されたい。 

 次に、本年度活動について詳述する。本年度は、昨年度と同様に宮

城県仙台第三高等学校において「エネルギー選択」のテーマで、理系

クラス 1 年生を対象とした SSH 課題研究基礎と連携して、学校教育

の現場における高校生の科学技術リテラシーの基盤形成を目指した。

具体的には、STS 教育という形式にて、全 2 回の出前授業を実施した

（活動 B）。またその際には、前年度に実践した活動 A で得られた経

験を参考に、「教師と生徒間での双方向性コミュニケーションを備え

た講義形式」、および「生徒間で“気軽に”の議論を行わせるワークシ

ョップ形式」、という 2 通りの授業を考案した。本実践を通じて、高

校生が今後社会との関わりの中で意思決定・価値判断を下していくた

めの基盤として、広く多様な視点から科学技術と社会が関わる諸問題

について考えられるようになることを目指した。また、同時にアンケ

ート調査を通じてその効果を抽出・評価することで、高校教育課程に

おける STS 教育の有用性について検証した。 

 以下の 1.4.2〜1.4.4 節では、本年度の活動「B. 高等学校における

STS 教育の実践」についての事前に行った検討を加える。ここでは、
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について考えられるようになることを目指した。また、同時にアンケ

ート調査を通じてその効果を抽出・評価することで、高校教育課程に
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「異分野融合大学院生グループ」が行った「高校生」を対象とした

「STS 教育」の実践と分割して、1.3 節で検討した「実践者」および

「参加者」に関する観点から検討を行い、最後に本企画が目指した

「STS 教育」について示す。 

 

１．４．２ STS 教育の実践者としての異分野融合大学院生グ

ループ 

 STS 教育の実践主体としての異分野融合大学院生グループによる

出前授業の特徴については、以下の 4 つが挙げられた。 

1. 各自の広い専門性を生かした題材選択が可能 

2. 教材作成に縛りがない（最新のデータを使用可能） 

3. 実施主体に回れる人数が多く、対話式・討論式授業が実施しやすい 

4. 生徒との年齢が近く、教師-生徒間での双方向コミュニケーション

が生まれやすい 

 本企画では、STS に興味を抱いた理・工・文学系の学生が協働し、

活動を行っている。このため、各自の広い専門性を生かした題材選択

のもとで STS 教育の実施が可能となっている（1）。また、使用する教

材についても、単発の出前授業という形式の性質から、教科書に縛ら

れる必要性がなく、最新の公表されたデータに基づいて自ら作成が可

能となる。こういった STS 的題材は、社会との関わりが大きいこと

から、情報のアップデートというのも重要な問題であり、出前授業と

いう形式の自由度の高さも相まって、STS 教育の実践に有効と考えら

れた（2）。また、グループ活動という形態を取ることから、実践主体

に回れる人数が多く、実践者と参加者間でのより密なコミュニケーシ

ョン、およびグループワーク等によって参加者間での議論の場を作る

上でのより密なファシリテーションが可能となると想定した（3）。さ

らに、大学院生という年齢の若さは、高校生にとってもより身近な存
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在としての印象を与えることに繋がり、教師-生徒間での双方向のコ

ミュニケーションが生まれやすい可能性が考えられた（4）。 

 なお、上記については利点としての特徴のみを挙げているが、反対

に「各自の専門研究との兼ね合いの中での時間の確保」、「教育の専門

家ではない上での生徒への指導面での責任」、「専門分野を超えたテー

マを扱う上での知識面での不安」といったことは、大学院生ならでは

の抱えざるを得ない問題点として挙げられた。 

 

１．４．３ STS 教育の参加者としての高校生 

 STS 教育の参加者としての高校生の特徴については以下の 4 つが

挙げられた。 

1. 年齢・立場的に社会構成員の基礎に位置している 

2. 進学率が 98.4%（文部科学省, 2015）と大部分の国民が通過する課

程 

3. 義務教育を終えており、ある程度の基礎知識基盤を有している 

4. 社会経験が少ない、また専門性が十分育っていない 

 まず、高校生という年齢は、今後本格的な社会参加・政治参加に至

る直前期に位置している。また、2014 年現在での進学率が 98.4%と、

多くの市民が進路を辿ることが知られている。このため、高校教育課

程において STS 教育を実践することは、将来の日本社会を担う人材

の科学技術リテラシーの基盤を作る上での意義が高いと考えられた

（1, 2）。加えて、義務教育を既に終えてある程度の基礎知識基盤を身

につけているため、基本的な科学および社会的理解力を持った上で論

争的な問題群について考えるためにも適当な時期と判断された。仮に

小・中学生を対象とした場合などでは、科学的根拠として挙げられる

“事実”の部分と、科学のみで答えることのできない“価値判断”が

必要な部分の切り分けが難しいと思われ、高校生を対象とした場合が
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（1, 2）。加えて、義務教育を既に終えてある程度の基礎知識基盤を身

につけているため、基本的な科学および社会的理解力を持った上で論

争的な問題群について考えるためにも適当な時期と判断された。仮に

小・中学生を対象とした場合などでは、科学的根拠として挙げられる

“事実”の部分と、科学のみで答えることのできない“価値判断”が

必要な部分の切り分けが難しいと思われ、高校生を対象とした場合が
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最も教育効果が高いと考えられた（3）。さらに、社会経験が少なく、

専門教育を受けていないことも高校生の特徴であるが、これによって

ある意味で中立的な視点から STS 的問題を捉え、学ぶことができる

可能性も考えられた（4）。 

 

１．４．４ 本企画の目指した STS 教育 

 図-1 に本企画の目指した STS 教育を示す。 

 

図-1 本企画の目指した STS 教育 

 

 本企画としての理想とする社会としては、「専門家と一般市民の双方

の対話に基づいたより良い社会的合意形成・意思決定を行える社会」

を想定した。そのために必要な素養としての市民の科学技術リテラシ

ーの基盤作りが我々の STS 教育の目的である。その科学技術リテラ
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シーには、以下の 4 つの段階があると我々は考えた。 

1. 広く多様な視点からの思考 

2. 問題同士を関連付ける思考 

3. 情報の吟味・批判的思考 

4. 意思決定・価値判断 

本実践においては、特に科学技術リテラシーの中の基盤部分として想

定した 1 および 2 についての達成を念頭において試行をした。また、

アンケートにおいては特に 1 の達成度に関する効果測定を行った。 

 

 本企画と本プログラムの関連 

 最後に、本企画と本グローバル安全学トップリーダー育成プログラ

ムとの関連について述べて、本章をまとめる。 

 本グローバル安全学トップリーダー育成プログラムの人材育成目

的は、我国や世界が直面する、巨大地震や津波などの自然災害あるい

は気候変動、エネルギーセキュリティなどの多様なリスクの発生メカ

ニズムを理解し、複数の Science disipline を合目的に統合して、防災

および減災などのための工学的・社会科学的システム設計ができるグ

ローバル安全学分野のトップリーダー人材の育成である。本企画が扱

う STS 教育の目的は、科学技術が持つリスク・不確実性を認識し、広

く多様な視点から問題解決に取り組むことができる能力を育むこと

であり、これらは本プログラムが目指す人材育成の方向性とまさに合

致していると考えられる。本企画において、我々は STS 教育の実践

者であるが、その実践を通じて、上記の内容を自ら学び、伝える経験

を積むことで、実践者である私達自身にとっても大きな成長の機会と

なることが強く期待された。 
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シーには、以下の 4 つの段階があると我々は考えた。 
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 ２． 活動の概要 

 実施内容 
 本企画においては、異分野融合大学院生グループが主体となって高

校生を対象とした対話の場作り・STS 許育を実践し、高校生が今後社

会との関わりの中で意思決定・価値判断を下していくための基盤とし

て、広く多様な視点から科学技術と社会が関わる諸問題について考え

られるようになることを目指した。具体的には、宮城県仙台第三高等

学校（以下、仙台三高）の理系クラス 1 年生 80 名を対象に、エネル

ギー選択を題材とした、100 分間の対話式講義（第 1 回; 2015 年 7 月

16 日実施）および 50 分間のワークショプ（第 2 回; 2015 年 8 月 25 日

実施）を含む全 2 回の出前授業を設計した。また同時にアンケート調

査を実施することで、出前授業の実践としての評価、および出前授業

が高校生に及ぼした効果の評価を行った。さらに、本年度 11 月に東

北大学で開催された科学技術社会論学会年次報告において、口頭発表

による本活動の報告を行った。 

 なお、活動目標としては、以下の 3 つを設定している。 

1. 高校生が科学と社会の関係性について考えるきっかけとなる”気

軽な場”を提供する 

2. 高校生が広く多様な視点から科学技術と社会が関わる諸問題につ

いて考えられるようになる 

3. 2.に関して、その実践の効果をアンケートを用いて評価し、その有

用性についての検証を行う 

 以降の 3 章、4 章の内容についても、上記活動目標に基づいて構成

されている。 
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 活動日程 
 本節では、本年度の活動日程および出前授業・講演タイトルについ

てまとめている。 

【活動日程】 

・出前授業・学会日程 

1. 仙台三高出前授業 第 1 回対話式講義 

 2015 年 7 月 16 日（木） 13:20〜15:10 

            （50 分×2 コマ ※2 クラス合同） 

2. 仙台三高出前授業 第 2 回ワークショップ 

 2015 年 8 月 25 日（火） 14:10〜16:00 

            （50 分×2 コマ ※2 クラス別々） 

3. 科学技術社会論学会 第 14 回年次研究会 

 2015 年 11 月 22 日（日） 第 1 セッション 9:00〜11:00 

 

・ミーティング日程 

第 1 回会議 2015 年 4 月 21 日（火）9:00～ 

第 2 回会議 2015 年 6 月 9 日（火）9:30〜12:00 

第 3 回会議 2015 年 6 月 24 日（火）9:30〜12:00 

第 4 回会議 2015 年 6 月 29 日（月）9:30〜12:00 

第 5 回会議 2015 年 7 月 8 日（水）9:30〜12:00 

第 6 回会議 2015 年 7 月 13 日（月）9:30〜12:00 

第 7 回会議 2015 年 7 月 27 日（月）9:30〜12:00 

第 8 回会議 2015 年 8 月 4 日（火）9:30〜11:30 

第 9 回会議 2015 年 8 月 11 日（火）9:30〜11:30 

第 10 回会議 2015 年 8 月 21 火）9:30〜11:30 

第 11 回会議 2015 年 10 月 5 日（月）9:30〜11:30 

第 12 回会議 2015 年 10 月 16 日（金）9:00〜11:00 
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第 13 回会議 2015 年 10 月 30 日（金）9:00〜11:30 

第 14 回会議 2015 年 11 月 9 日（月）9:00〜11:00 

第 15 回会議 2015 年 11 月 16 日（月）9:00〜11:30 

 

【出前授業・講演タイトル】 

1. 仙台三高出前授業 第 1 回対話式講義 2015 年 7 月 16 日（木） 

「これからのエネルギー選択 〜再生可能エネルギーを例に科学と

社会の関係について考えてみよう〜」 

 

2. 仙台三高出前授業 第 2 回ワークショップ 2015 年 8 月 25 日

（火） 

「これからのエネルギー選択 〜火力発電を例に科学と社会の関係

について考えてみよう〜」 

 

3. 科学技術社会論学会 第 14 回年次研究会 2015 年 11 月 22 日

（日） 

セッション名 

 「異分野融合大学院生による高等学校における STS 教育の実践」 

オーガナイザー 

 久利美和 

 

発表 1「異分野融合大学院生による STS 教育の実践へ至る背景」 

発表者：○藤田 遼、小林 龍一、小桧山 朝華、大塚 光、 

ジョン イジョウ、小川 剛史、山田 修司、久利 美和 （東北大学） 

 

発表 2「エネルギー選択を題材とした高校生向け STS 教育の実践報

告」 
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発表者：○小林 龍一、大塚 光、藤田 遼（東北大学） 

 

発表 3「アンケート調査に見る高校生の科学と社会に関する認識」 

発表者：○小川 剛史、小桧山 朝華、ジョン イジョウ、大塚 光、 

     佐藤 春樹、藤田 遼、久利 美和（東北大学） 
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発表者：○小林 龍一、大塚 光、藤田 遼（東北大学） 
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 ３． 出前授業の設計とその評価 

 本章では宮城県仙台第三高等学校（以下仙台三高）において行った

出前授業の概要について述べ、また実践面での反省点や今後への提言

について述べる。 

 

 出前授業の設計 
 本出前授業の設計における前提としては、1 章で示した「“気軽な”

科学技術に関する社会的議論の定着に向けた試行」、および「市民の

科学技術リテラシーの基盤形成」らの社会的課題を念頭にしている。

それらをもとに、出前授業の対象となる生徒の知識や関心を十分に鑑

みて内容の設計を行った。 

 

３．１．１ 授業対象 
 今回の出前授業は仙台三高の理数科 1 年生約 80 名を対象として行

う。高校生は中学校において理科や数学について基礎的な学習を終え

ていること、および仙台三高は 2010年度よりSuper Science High school 

(SSH) に指定されており、比較的活発な科学教育がなされていること

からも、今回対象となる生徒は科学技術に関する高知識・高関心層で

あると考えられる。 

 

３．１．２ 題材選択 
 出前授業の題材としては、1）科学技術社会論的要素を有している

こと、2）高校生でも十分な理解および議論が可能であること、3）本

グループの構成メンバーである異分野の大学院生それぞれの専門性

を発揮できること、が必要であると考えられる。そのため題材として、
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日本という国がこれからどのような発電方法を選択していけばいい

のかというエネルギー選択の問題を取り扱うこととした。 

 このエネルギー選択に対しては、技術の発展や経済的な側面など非

常に不確定な要素や最新の科学・技術が関わること、十分に科学技術

社会論的要素を含んでいると考えられること、近年関心が高まり高校

生でもある程度の知識を有していると考えられること、工学系の大学

院生の専門性が活かせることから、出前授業の題材として妥当である

と考えられた。 

 

３．１．３ 授業形式 
 本出前授業の授業形式は、実施日を 2 回に分けて、第 1 回対話式講

義（2015 年 7 月 16 日実施）、および第 2 回ワークショップ（2015 年

8 月 25 日実施）という全 2 部の構成とした。授業タイトルは、全 2 回

を通じた共通タイトルとして「これからのエネルギー選択」、サブタ

イトルとしては第 1 回「再生可能エネルギーを例に科学と社会の関係

について考えてみよう」、第 2 回「火力発電を例に科学と社会の関係

について考えてみよう」と設定した。 

 エネルギー選択という題材において科学技術社会論的要素に言及

するためには情報の不確定性や経済について触れる必要があるが、高

校 1 年生においてそれらの議論を活発に行うには基本的な前提知識

の共有が必要であると考えられるため、前半の対話式講義においては

ある程度知識の伝達を中心にしている。また第 2 部のワークショップ

での発言をスムーズにするためや、問題の検討に向けて生徒それぞれ

の考えや思いの発現が重要になるという意識付けを行うため、講義中

に Q&A セッションを設け、講義に双方向性を持たせた。 

 科学技術に関する議論を実施する上では、自分および他人の認識や

価値観に触れ、抽象的な概念についても議論する必要がある。第 2 部
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のワークショップでは火力発電に関する議題を示し、ワークショップ

を通じて生徒同士で議論することで、それぞれの認識や価値観に触れ、

議論することを体験するものとした。以上を踏まえて、授業は表-1 に

示す構成とした。 

 また、授業の中で行った質問に対する回答はその場でアンケート用

紙に記入してもらう形式をとった。その結果は、本実践が高校生に及

ぼした効果の抽出・評価に用いた（第 4 章で詳述）。また第 1 回対話

式講義および第 2 回ワークショップのそれぞれの最後にもアンケー

ト調査を行い、出前授業の評価に利用した。 

 

表-1 授業構成 

  実施日時 構成 時間 内容 

 

第 1 回 

対話式 

講義 

 

7 月 16 日

100 分間 

第 1 部 10 分 趣旨説明・アイスブレイク 

第 2 部 10 分 再生可能エネルギー 

第 3 部 30 分 風力発電 

休憩 10 分  

第 4 部 30 分 太陽光発電 

第 5 部 10 分 全体のまとめ 

アンケートの記入 

第 2 回 

ワークシ

ョップ 

8 月 25 日

50 分間 

第 1 部 10 分 火力発電の基礎知識 

第 2 部 40 分 ワークショップ 

*アンケート記入含む 

  

 

 第 1 回対話式講義 
 第 1 回講義風景の写真を図-2 に、会場の見取り図を図-3 に示す。

第 1 回講義にて用いたアンケート用紙は、内容を詳細に論ずる 4 章の
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図-18、19、20 に示す。第 1 回の対話式講義ではエネルギー選択の中

でも再生可能エネルギーについて題材を絞り講義を行った。講義構成

は表 1 に示した通りの 5 部構成とした。また第 2 回のワークショップ

を円滑に進めるため次回までの宿題を課した。本節では以下に授業内

容について概説する。 

    
図-2 第一回対話式講義の様子 

  

 

図-3 会場の概略および講義方法 

階段席

講演者スクリーン
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また、高校生にとっての気軽な対話の場を実現する工夫として、本

講義ではリアルタイムアンケートシステムであるクリッカー

（SunVote 社）を用いた。本システムは図-4 に示すようにあらかじめ

対象者に配ったリモコンを用いてアンケートの回答をリアルタイム

で集計し、モニターなどに映し出すシステムである。 

 

 
図-4 リアルタイムアンケートシステム 

 

３．２．１ 第 1 部 趣旨説明・アイスブレイク 
 導入部の最初では生徒にクリッカー操作に慣れてもらうとともに、

授業への参加度を高めることを目的としてクリッカーを用いた簡単

な質問（以下、練習質問）を行った。質問内容としては「あなたは今

日の朝食に何を食べましたか」「あなたは平日に 1 日平均でどのくら

いの時間ニュースや新聞を見ますか」などである。また、練習質問の

講演者

アンケート

生徒 リモコン

A
B
C

回答結果

反映

スクリーン
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最後（練習質問 4）には「科学と社会が関わる問題と聞いて、思いつ

くものを思いつく限り挙げて下さい」という問いを設けた。ここでは、

授業以前における高校生の科学と社会が関わる問題に対する認識や

興味・関心の範囲を調査している。練習質問 4 についての結果は第 4

章で詳述する。 

 

練習質問 1 

あなたの性別を教えてください 

回答：(1) 男性 (2)女性 

練習質問 2 

あなたは今日の朝食に何を食べましたか？ 

回答：(1) ごはん (2) パン (3) パスタ (4) コーンフレーク 

     (5) その他 (6) 食べていない 

練習質問 3 

あなたは平日に 1 日平均でどのぐらいの時間ニュースや新聞を見ま

すか？ ※スポーツ・芸能関係は除く 

回答：(1) 0 分 (2) 1 分〜30 分 (3) 30 分〜1 時間 (4) 1 時間〜2 時間         

     (5) 2 時間以上 

練習質問 4 

科学と社会が関わる問題と聞いて、思いつくものを思いつく限り挙げ

て下さい（自由記述回答） 

 

３．２．２ 第 2 部 再生可能エネルギー 
 当日の議題である再生可能エネルギーの導入として以下の質問を

一部クイズ形式で行った。また 2012 年に国家戦略室が提出した国の

エネルギー選択シナリオを示し、日本が目指す電力形態について簡単

に議論した。第 2 部に当てた時間はおよそ 10 分である。 
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Ｑ１ 

みなさんはこれまでに (今回以前に)「再生可能エネルギー」という言

葉を一度でも聞いたことはありましたか？ 

回答：(1) はい (2) いいえ 

Ｑ２ 

2010 年の日本全体における発電量のうち再生可能エネルギーが占め

ている割合はどれくらいでしょう？ 

回答：(1) 0.1〜10% (2) 11〜20% (3) 21〜30% (4) 31〜40% 

Ｑ３ 

以下の 4 つのうちで、みなさんが今後一番期待できると思う 

再生可能エネルギー（新エネルギー）はどれですか？ 

回答：(1) 風力 (2) 地熱 (3) 太陽光 (4) バイオマス 

Ｑ４ 

みなさんは今後日本で再生可能エネルギーがさらに増えた方が良い

と思いますか？ 

回答：(1) はい (2) いいえ (3) わからない 

さらに回答理由に関する 3 分間の自由記述あり 

 

３．２．３ 第 3 部 風力発電 
 本セッションでは風力発電に関係する問題の中でも技術的問題に

ついて述べ、また Q&A セッションの一部においては挙手・指名した

生徒にその場で回答してもらい、また講演者がそれに答えることであ

る程度の双方向性を持たせた形式とした。講義内容としては主に以下

の内容を取り扱った。 

・風力発電におけるエネルギー変換プロセス 

・現状における世界最大の風力発電所について 

・全電源における風力発電の割合とその遷移 
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・送電網の整備や風力発電用風車を建設するための条件、およびその

条件を満たしている土地が日本にどの程度存在するか 

・建設地の問題を解決する洋上風力発電技術について 

・世界における風力発電力の増加について 

・他の発電方法との発電コストの比較 

 また、講義中に設けた質問について以下に示す。 

Ｑ５ 

日本で風力発電は、火力、原子力、水力に代わる主要な電源となれる

と思いますか？ 

回答：(1) はい (2) いいえ (3) わからない 

Ｑ６ 

日本の全発電量のうち、風力発電の占める割合はどのくらいですか？ 

回答：(1) 0.0~0.2%未満 (2) 0.2~0.4%未満 (3) 0.4~1.0%未満  

      (4) 1.0~10%未満 

Ｑ７ 

日本の風力発電量の割合が、2030 年までに 10%以上になると思いま

すか？ 

回答：(1) はい (2) いいえ (3) わからない 

さらに 2 分間の自由記述あり 

Ｑ８ 

あなたは、将来に向けて 

日本での風力発電の普及に賛成しますか？ 

回答：(1) はい (2) いいえ (3) わからない 

 

３．２．４ 第 4 部 太陽光発電 
 本セッションではエネルギー選択という題材の中でも社会や個人

の価値観が関わる部分について議論を行うため、太陽光発電をめぐる
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問題の中でも経済的な面や実現可能性といった側面を中心に取り上

げた。講義内容としては以下の内容を取り扱った。 

 国の政策に掲げられている 2030 年の太陽光発電における電力供

給量を達成するためには、太陽光発電所用の土地をどの程度確保

しなければならないかについて 

 土地の計算をはじめ、調査機関・研究機関の報告書にあるような

計算された情報はどのような前提・仮定条件のもとに算出されて

いるか。またそのどこに不確実性が存在するかについて 

 情報の不確実性に対して、非専門家としてどのような姿勢をとり

うるかについて 

 国の目標を達成するためにはどの程度の金額が必要になると算出

されるか、またそれに対して国の予算はどの程度使用されている

かについて 

 国の予算といった経済的な話をする際、予算は限りあるものであ

るがゆえにその用途の議論においては他の様々な社会問題に言及

する必要があることについて 

 社会問題の重要性の比較というものは価値観にもとづいた議論が

必要になるため、立場の違う者が議論して共有できる結果を得る

ことが非常に難しい問題であることについて 

 予算の問題を解決するため現在国がどのような計画を立てている

か。そしてその問題点について 

 

また、講義中に設けた質問について以下に示す。なお、以下の質問に

ついてはアンケート用紙に回答欄は設けておらず、特に調査目的はな

い。あくまでも、その場における実践者側と参加者側とでのコミュニ

ケーションの手段の一つとして行った。 
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Ｑ（番号なし） 

エネルギー対策を促進するために、どうお金を使うべき？ 

回答：(1) このままでよい (2) 他の支出を削る（医療費など） 

     (3) 収入を増やす（税金など） (4) 借金をする  

   (5) よくわからない、その他 

 

３．２．５ 第 5 部 まとめ 
 当日の風力発電および太陽光発電の講義の中で取り扱った問題に

ついて簡単におさらいした。また以上の議論を通してエネルギー選択

のような不確実性や社会全体の動向、ひいては個人の価値観がかかわ

る問題について比較・検討するための確立された手段は現状存在しな

いこと、現状存在する社会問題はまさに今解決することを求められて

おり、解決手段を確立するまで判断を保留することができないこと、

そういった局面においてはある程度社会における倫理、正義、道徳や

個人の価値観に沿った判断をする必要があることを述べた。 

また、そういった共通の認識や合意を得ることが困難な状況の中で

どういった行動をとりえるかということに関するヒントとして、コン

センサス会議について取り上げた。 

最終的に我々が考える自分なりの意見をもつために必要な要素に

ついて、自分なりに調べ考えること、多くの人の考えを知ることおよ

びその中で自分なりにバランスを取ることがあることを述べた。 

 

３．２．６ 宿題 
第 2 回のワークショップを円滑に進めるため、図-5 に示す火力発

電に関する意見を問う宿題を課した。図-5 には記載していないが、裏

面は記述内容が自由記述欄に入りきらなかった場合の追加記入欄、お

よびメモ欄とするための記述欄を設けている。 
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図-5 第 1 回授業後に課した宿題 

 
30 

 

 第 2 回ワークショップ 
 第 2 回のワークショップでは第 1 回の再生可能エネルギーに関す

る講義を踏まえ、火力発電に関するワークショップを行うこととした。

ワークショップの進行方法について図-6 に、当時の様子を図-7 に示

す。また今回用いたアンケート用紙は内容を詳細に論ずる 4 章にて

図-21、22 に示す。またワークショップにあたっては生徒同士が活発

に議論することが非常に重要となるため、グループメンバーの一部が

ファシリテーターとなってコメントによる議論の活発化を行った。全

体の構成としては当日参加できるメンバーのうち司会 1 名、ファシリ

テーター3 名、カメラ 1 名、議事録 1 名という割り振りにした。 

 

 
図-6 進行方法 

  

図-7 第 2 回ワークショップの様子 
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 ワークショップの構成は既出の表 1 の通りであり、その詳細な内容

については以下に概説する。 

 

３．３．１ 第 1 部 導入（火力発電の基礎知識） 
 火力発電に関する議論を円滑にするため火力発電をめぐる様々な

問題の現状について以下の事柄を簡単に述べた。 

 火力発電は化石燃料などが持つ化学エネルギーを熱エネルギー、

運動エネルギー、電気エネルギーと変換するプロセスである。そ

の家庭で CO2 や SO2、また窒素化合物などを排出するが、これら

の物質による環境汚染が問題となっている 

 一般的に、蓄電には比較的大きなコストがかかることから電力は

基本的に発電と同時に消費するように構成されている。火力発電

は燃料の調整による発電量の調整が他の発電方法と比較して容易

であることから非常に利用しやすい発電方法であるといえる 

 一部において CO2 排出に伴い地球温暖化が生じていることに対し

て懐疑的な意見が存在するが、近年に IPCC（Intergovernmental Panel 

on Climate Change; 気候変動に関する政府間パネル）を代表とする

最新の科学的知見により、人間活動に伴う大気中への CO2 排出量

の増加によって全球的な気温上昇が生じていることに関して合意

が取られており、持続的社会形成のために CO2 排出を削減した方

がいいという考えの妥当性が得られている 

 化石燃料の採掘可能年数について、近年の調査から石油・天然ガ

スは 50 年程度、ウラン・石炭は 100 年程度で枯渇すると予測され

ることが報告されている。調査方法や算出方法による不確実性は

あるものの、化石燃料は有限であり、ある程度現実的な時間スケ

ールにおいて限界が来ることがわかる 

 
32 

 エネルギーの自給率について、主な先進国の中でも日本のエネル

ギー自給率は比較的低く、5%程度と算出されている 

 

３．３．２ 第 2 部 ワークショップ 
本ワークショップにおいては、図-8 に示す特性要因図、Fishbone 

Diagram と呼ばれる手法をアレンジして行った。特性要因図はリスク

マネジメントにおいて使用される手法であり、ある問題の発生につい

てその要因をカテゴリにわけて把握、共有する手法である。この手法

は非常に単純であるとともに、魚の形をつくるというプロセスが高校

生にとっての親しみやすさにつながるであろうと考えられる。本手法

における成果物の完成予想図を図-9 に、本手法の手順を以下に示す。

また本手順の最中ではファシリテーターが各グループの様子を見ま

わり、必要なところでコメントをし、進行の補助や議論の活発化を行

った。またこの際に特定の意見への誘導などは行わず、あくまで生徒

同士の話し合いを尊重することに注意した。 
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33 

 
図-8 特性要因図の例 

 

 
図-9 成果物完成目標図 

 
34 

手順１（8 分） 

生徒が宿題に書いてきた問題文に対する回答から「事実」「考え方」

「結論」を抽出し、付箋に書き出す。一部宿題を持参しなかった生徒

もいたが、そういった生徒にはその場で火力発電に関して思いつく事

柄を付箋に書き出してもらった。 

手順 2（12 分） 

グループの中心に 1 枚模造紙を広げ図-10 に示すような枠を書く。

次に、書き出した付箋を図-9 に示したようにカテゴリ、意味ごとに貼

り出していく。この際にさらに思いつくことなどがあったら追加で付

箋をつくり貼り出していく。最後にカテゴリに名称をつけて成果物の

完成とする。 

 

 

図-10 手順 2における枠 

 

手順 3（5 分） 

 作成した成果物を見渡しグループ内で意見交換を行う。また他のグ

ループの成果物を見て回り、他のグループメンバーやファシリテータ

ーと意見交換を行う。 
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35 

 各授業の評価と反省点 
３．４．１ 第 1 回対話式授業 
 第 1 回のアンケートの結果について図-11 に示す。同図より意欲以

外の項目では 80%以上の肯定的な回答が、意欲においては 70%以上

の肯定的な回答が得られた。また代表的な感想として「発電の名前は

聞いたことはあったけど、それがどれくらいのコストがかかるのかな

ど，あまり深く考えたことがなかったのですごく勉強になりました」

「クリッカーを使うということが新鮮で、とても楽しく授業を受けら

れた。再生可能エネルギーがもっと普及すればよいと思った」といっ

たような非常に肯定的な意見が多く、否定的な意見はほとんど見られ

なかった。アンケート回答に現れていない他の意見が存在する可能性

を鑑みても、高校生にとって本講義がある程度楽しく関心をもって受

けられるものであり、大きな負担を与えるものではなかったことが伺

える。また同時に本出前授業が目的としていた気軽な対話の場の実現

をある程度達成できたと考えられる。 

 

 
図-11 アンケート結果（第 1回） 
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一方で感想および本グループメンバーよる振り返りから以下の反

省点が確認できた。 

 14 人の生徒が「もっと話を聞きたかった」といった趣旨の感想を

記述しており、これは授業が関心を持ってもらえるものであった

と同時に 100 分で内容を網羅するには題材の内容が非常に複雑か

つ広範囲にわたるものであったことがわかる。1 度の授業で内容

をすべて網羅することは現実的に不可能である一方、こういった

要望に対してどのように対処するかが今後の課題として考えられ

る。 

 対話部分では生徒のコメントに対し、「俯瞰的な視点」「生徒の疑

問・質問に即す」「バランスが良い」を満たすコメントが望ましい

と感じた。これは経験に大きく左右されうる部分であり、講演者

の技量・練度が大きく問われる部分である一方、こういった出前

授業の設計段階においてその技量を向上させることは非常に困難

であることから、出前授業設計においてはうまく返答できないか

もしれないという可能性にどう対応しうるかが問題になる。一方

で、それほど完璧な答えを用意しなければならない、と実践者自

身が感じてしまうこと自体が、このような対話式 STS 教育に取り

組む上での実践者の精神的な負担となり、普及・定着が進まない

原因の一つである可能性も考えられた。このような問題とどう折

り合いをつけるかが今後の課題として挙げられた。   

 

３．４．２ 第 2 回ワークショップ 
第 2 回のアンケートの結果について図-12 に示す。同図より意欲以外

の項目では 80%以上の肯定的な回答が、意欲においては 70%以上の

肯定的な回答が得られた。また代表的な感想として「やはり参加型の
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３．４．２ 第 2 回ワークショップ 
第 2 回のアンケートの結果について図-12 に示す。同図より意欲以外

の項目では 80%以上の肯定的な回答が、意欲においては 70%以上の
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授業は楽しく集中力が続きました」「身近な問題について改めて考え

る機会となった」といったように授業形式自体に肯定的な意見が多か

った。また「グループメンバーと意見を出しあい、共感したり、対立

した瞬間がとてもおもしろかった。また最後に、画用紙に僕達の意見

がまとまったのを見たとき、とてもやりがいを感じた」といったよう

に、本ワークショップで目的としていた他人の認識や価値観に触れる

という行為が無理なく自然に達成できていたことが確認できる。 

 

 
図-12 アンケート第 2回   

 

本ワークショップにおいて生徒が作成したワークショップ成果物

の例を図-13 に示す。またその比較対象として、事前に本グループが

同じ条件でワークショップを行った際の成果物を図-14 に示す。 

図-13 より大まかに目標としていた成果物を作成できていたことが確

認できる。また、講義で取り扱った内容から講義で取り扱っていない

内容まで広く書き出されており、しっかりと講義内容を踏まえながら

も生徒同士で話題を広く持つことができていたことが伺える。加えて
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いずれの生徒グループにおいても成果物は一定レベルを満たしたも

のが作られており、ワークショップが無理なく行えていたことが伺え

る。図-13 および図-14 より本ワークショップにおいて高校生である

生徒らが作成した成果物と本グループの大学院生らが作成した成果

物を比較してみても、生徒らが作成した成果物において十分な量の付

箋が貼られ、また整理されていることから、活発な議論が行われてい

たことが伺える。 

 

 
図-13 ワークショップの成果物の例 

 

 
図-14 大学院生らによる成果物 

 

一方で感想および本グループメンバーよる振り返りから、以下の反
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省点が確認できた。 

 第 1 回の対話式講義と同様に時間が短かったという意見が多数み

られ、時間配分に関する問題が明らかになった 

 第 1 回の対話式講義と同様に自然なファシリテーとの難しさが指

摘され、ファシリテーターの技量に関する問題が明らかになった 

 また、今回は宿題を持参しなかった生徒が多数みられた。その原因

については周知の不徹底などが考えられるが、一方では、ほぼすべて

のグループにおいて活発な議論がなされていることが確認できた。こ

れはグループの中に議論を先導する生徒がいれば必ずしも全員がワ

ークショップに対する準備をしなくても活発な議論が可能であると

いうことを示しており、ワークショップを気軽に参加できるものと設

計することに成功していたことが伺える。 

 

 評価まとめ 
 以上、アンケート評価で高い割合で肯定的な回答が得られたこと、

感想において肯定的なものが多くみられたこと、当日の様子から生徒

が関心をもって積極的に参加していたことが伺えることから、本章は

じめにおいて設定した本出前授業の目的を十分に達成できたと考え

られる。 

 

 
40 

 ４． アンケート調査の設計とその結果・考察 

 はじめに 
全 2 回の出前授業において、授業の理解度・満足度等の確認と参加

者の思考の変化について調査するためにアンケートを行った。本章で

は、アンケートの内容とそれぞれの設問趣旨を説明し、アンケート調

査の解析方法およびその結果・考察について述べる。なお、本章にお

いては、特に参加者の思考の変化の調査を狙った記述式アンケートの

設計とその結果・考察を中心に述べる。授業の理解度・満足度等の確

認を狙ったアンケートの結果については第 3 章を参照されたい。 

 

 全体の構成と各設問の意図 
 アンケートは、2 回の授業のそれぞれの冒頭で配布し、授業の進行

に従って順次記入を求めた。7/16 の講義では 78 名の生徒から、8/25

のワークショップでは 71 名の生徒から回答を得た。 

 アンケートは、授業の内容に対する理解度や満足度を調査する設問、

問題に対して考察を促すもの、考え方を問うことで思考の仕方をとら

える設問の 3 つに分かれている。図-18、19、20 に 7 月 16 日の第 1 回

対話式講義で配布したアンケート、図-21、22 に 8 月 25 日の第 2 回ワ

ークショップで配布したアンケートを示す。 

 授業の目的は、参加した高校生が科学と社会が関わる問題を取り扱

う際に、問題に対して多様な視点を獲得させることである。よって本

アンケートでは、次の 2 つの設問を授業前後において複数回問うこと

で、授業に参加した学生の着眼点の多様化について、授業による影響

を検証した。図-15 にアンケートの意図とその設定の概略を示す。な

お、各アンケートには出席番号を記入してもらうことで、回を追って

回答内容を比較することができるように設計している。 
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 質問 1 

「科学と社会が関わる問題と聞いて思いつくものを書け」 

 質問 2 

「日本で再生可能エネルギーはさらに増えたほうが良いと思うか」 

 

図-15 アンケートの意図 

 質問 1 では、授業で取り扱ったエネルギー問題に限らず、一般的に

社会と科学が関連性を持った問題について問い、授業と直接関係ない

事象に対して着眼点の多様化がみられるか検証を行った。また同時に、

エネルギー問題を起点として、関連する他の様々な問題同士を結びつ

けて考えられるようになるかについての検証も狙った（1.4 節参照）。

質問 1 に関しては、第 1 回授業（対話式講義）の開始時と第 2 回授業

（ワークショップ; WS）終了後にアンケート記入を実施した（図-16）。 

 質問 2 では、授業で取り扱った再生可能エネルギーについて問い、

授業によって、参加した生徒の問題への着眼点の多様化がおこってい

 
42 

るか検証した。質問 2 に関しては、第 1 回目授業の開始時と終了時、

第 2 回目授業終了後にアンケート記入を実施した（図-17）。 

 各アンケートは自由記述形式で、3 回全てのアンケートで回答を得

た 69 名の記述文章を解析することで、授業の影響を検証した。 

 

 

図-16 質問 1のアンケート調査実施タイミング  

 

図-17 質問 2 のアンケート調査実施タイミング 

 

第１回
（講義）

第２回
（WS）

① ② ③

7月16日 8月25日
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図-18 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 1枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの表面左側に対応）

 
44 

 

図-19 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 2枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの表面右側に対応） 
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図-18 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 1枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの表面左側に対応）
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図-19 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 2枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの表面右側に対応） 
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図-20 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 3枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの裏面左側に対応）

 
46 

 

図-21 8 月 25 日実施 第 2回ワークショップ アンケート用紙 1

枚目（A4 用紙に両面印刷したものの表面に対応） 
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図-20 7 月 16 日実施 第 1回対話式講義 アンケート用紙 3枚目

（A3 用紙に両面印刷したものの裏面左側に対応）
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図-21 8 月 25 日実施 第 2回ワークショップ アンケート用紙 1

枚目（A4 用紙に両面印刷したものの表面に対応） 
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図-22 8 月 25 日実施 第 2回ワークショップ アンケート用紙 2

枚目（A4 用紙に両面印刷したものの裏面に対応） 
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 アンケート回答の解析方法 
４．３．１ 設問 1「科学と社会が関わる問題と聞いて思いつく

ものを書け」解析方法について 
本設問の回答時間は 2 分間である。回答は自由記述形式とし、2 分

間でできるだけ多くの思いつく事象を書きだすことを求めた。回答の

分析に当たっては、着眼点の多様化を定量的に判断するために、アン

ケート回答の中で取り上げられた問題の数を抽出した。記述の中から

抽出された要素の数が、回答者の視点の広さを示していると仮定し、

抽出された要素数の増減について考察を行った。 

 抽出にあたっては、社会問題の枠組みによる問題の大きさの違い

（例えば、「特定の台風被害と科学者倫理など」）が存在しているが、

問題が切り分けられていれば、それぞれの要素を１つとして数えあげ

ることとした。また、同じ回答者内での回答要素の重複は避けている。

さらに、回答された問題が実態と一致しているかについてはここでは

問わないこととした。 

 

４．３．２ 設問 2 「日本で再生可能エネルギーはさらに増え

たほうが良いと思うか」解析方法について 
本設問は、「はい」「いいえ」「わからない」の 3 択から構成された

選択回答と、その選択理由に関する自由記述式回答を合わせて構成さ

れている。回答時間は、理由の回答を含めて 3 分間である。回答の解

析に当たっては、設問 1 と同様に、アンケート回答の中で取り上げら

れた問題群の数を抽出した。具体的には、設問 2 では抽出された要素

（キーワード）を関連する問題ごとに分類し、各アンケートの実施タ

イミングごとに回答者の回答が変化していく様子を分析した。図-23

に要素を抽出する作業の概略と例を示す。 
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図-22 8 月 25 日実施 第 2回ワークショップ アンケート用紙 2

枚目（A4 用紙に両面印刷したものの裏面に対応） 
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図-23 設問 2の解析方法例 

  

 

表-2 に問題の分類に使用した項目のリストを示す。解析結果の詳細

については 5 章で述べる。 

 

表-2 問題の分類に使用した項目リスト 

 

 

他
の
回
答
と
の
整
合

経費や土地などの問題点は多いが、資源がなくなって火力発電ができなくなって
しまうことを考えると再生可能エネルギーを増やしていくべきだと思う。

経費 土地 資源がなくなる 火力発電・できない

① 得られた記述データ中に含まれるキーワード（安全性，お金など）を抽出

② 抽出されたキーワードを全３回に渡って統一し，再分類

③ 各回ごとに集計，比較・検討を実施

経済性 土地 資源の枯渇 火力発電喪失懸念

分類項目の統一

ワード抽出

分類項目数：４個 集計

安全性 経済性
安定性 原子力発電

エネルギー供給量 効率
エネルギーミックス 資源の枯渇

海外依存 持続可能性
火力発電喪失懸念 生活への悪影響

環境問題 土地
技術の発達 その他

問題の分類項目
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 アンケート回答の結果・考察 
４．４．１ 設問 1「科学と社会が関わる問題と聞いて思いつく

ものを書け」結果・考察について 
 

 表-3 に示した通り、設問 1

では 69 名の回答結果から講

義前・WS 後のアンケートよ

りそれぞれ 290・205 個の要

素が抽出できた。一人当たり

の平均回答数は、講義前では

4.20 個であったが、WS 後で

は 2.97 個へと減少した。また、授業の前後で回答数が増加した生徒

は 9 名（13%）、回答数が減少した生徒は 43 名（62%）であった。 

 以下、回答数が減少した原因について考察する。原因の解釈として

は、①小さな枠組みから大きな枠組みへと書き方が変化したこと、②

出前授業の内容に引っ張られたこと、③制限時間の中で想起できなか

ったこと、④思いついたものが大きく変化したこと、の 4 つの傾向に

大きく分類できた。一方、回答数が増加した 9 名の中には、授業によ

り回答数が増加したと見られた例も存在した。図-24 に、これらの分

類された回答例を示す。 

表-3 設問 1の結果 

 

講義前
(7/16)

WS後
(8/25) 増減

総数 290 205 ▲85
一人当たり 4.20 2.97 ▲1.23

Max 15 8
Min 1 1

集計結果[個]
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図-24 Q1 の回答例 

 

４．４．２ 設問 2 「日本で再生可能エネルギーはさらに増え

たほうが良いと思うか」結果・考察について 
  

 表-4 に、全 3 回のタイミングにおける、69 名の回答から抽出され

た総要素数、および一人当たりの回答項目数の平均値の結果を示す。

この結果より、全 2 回の授業を通

じて、一人当たりの回答項目数が

増加する傾向が示された。以下で

は、講義前後（①講義前(7/16)→②

講義後(7/16)）と授業全体（①講義

前(7/16)→③WS 後(8/25)）のそれぞれについて、項目数の増減の結果

とその考察をまとめる。 

表-4 総要素数および一人当たり

の回答項目数の変化 
講義前 講義後 WS後

総要素数 146 166 179

一人当たりの
回答問題数

2.12 2.41 2.59
回答項目数
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・授業前後（①講義前(7/16)→②講義後(7/16)） 

 図-25 に、講義前後における項目数の増減の結果のまとめを示す。 

 

図-25 講義前後における項目数の増減の結果のまとめ 

緑色で示した分類項目のうち、青枠で囲まれた項目は授業で取り扱っ

た内容である。 

 

 図-25 中の右グラフより、「安定性」、「経済性」、「土地」において顕

著な変化が見られた。増加した項目数は 6 項目、減少した項目数は 4

項目であり、総要素数として 20 個の増加があった。 

 以下、上記結果を考察する。ます、増加の大きかった「経済性」と

「土地」は第 1 回の講義で扱われた内容である（3 章参照）。つまり、

高校生が講義を通じて未知の情報を取得し、それが新たな発見・気づ
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きとなり、感動した結果として時間制約の中で想起されやすくなった

ものであると考えられる。一方、「安定性」と「効率」においては減

少が見られている。これらも「経済性」、「土地」と同様に講義で扱っ

た内容である。しかし、高校生にとって「安定性」、「効率」に関する

講義で扱った内容は既存知識であったために、回答の際の時間制約の

中では埋没した可能性が考えられた。 

 図-26 に講義前後における回答項目数の変化を示す。 

 

 

図-26 講義前後における回答項目数の変化 

 

講義前後においては、総数の増加に加えて、分散の増加が認められた。

この結果より、高校生が講義を受けたことで新たな知識を獲得し、そ

れが想起されやすい検討材料となったことが示唆された。 

 以上、第 1 回講義前後を通じて、高校生は新たな知識に対する反応

性が高く、講義で扱った STS 的内容を含む情報を取得する能力を十

分に有していることが伺われた。 
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・授業全体（①講義前(7/16)→③WS 後(8/25)） 

 図-27 に、授業全体における項目数の増減の結果のまとめを示す。 

 

 

図-27 授業全体における項目数の増減の結果のまとめ 

 

 図-27 の右グラフより、講義前から WS 後において、多くの項目で

回答数の増加が見られた。増加した項目数は 9 項目、減少した項目は

3 項目であり、総要素数として 33 個の増加があった。 

 以下、上記結果を考察する。授業全体としての回答項目の増加（+9

項目）は、先述した講義前後の増加（+6 項目）よりも多く見られてい

た。これは、まず第 1 回講義において高校生が新規知識を取得し、他

者との議論を行った結果、より多面的な視点から設問を検討し、回答
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・授業全体（①講義前(7/16)→③WS 後(8/25)） 

 図-27 に、授業全体における項目数の増減の結果のまとめを示す。 
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を記述することに繋がった可能性が考えられた。結果では、既に重要

と認識されていた項目である「環境問題」（45%→54%；全体 69 名の

中で回答のあった割合の変化）や「経済性」（23%→35%）の回答数の

伸びが目立った。また、「技術の発達」（6%→25%）といった、授業前

にはあまり意識がされていなかった項目の重要性が認識され、回答数

が伸びている可能性も考えられた。 

 図-28 に授業全体における回答項目数の変化を示す。 

 

図-28 授業全体における回答項目数の変化 

 

 授業全体においては、分散の増加は有意性には認められなかったが、

総数の増加は認められた。この結果より、授業によって知識を獲得し、

他者との議論を通じて自身の意見根拠の重要度が整理されたことが

示唆された。 

 

・出前授業を通じての考察（定量的評価） 

 図-29 に講義前後および授業全体の変化を合わせて示したグラフお

よび表をまとめたものを示す。 

 
56 

 

図-29 講義前後および授業全体を通しての回答理由に含まれる要素

数の変化を示したグラフおよび表のまとめ 

左上の棒グラフは、オレンジが講義前後の差、青が講義前と WS 後の

差を示す 

 

 まず、「技術の発展」は講義後に増加し、WS 後にもさらに増加し

た。これは、まず第 1 回講義でこれまでになかった知識を得て、さら

に第 2 回 WS 内での生徒同士の議論を通じてもその問題の重要性を

認めた生徒が多かった結果と解釈できる。 

 「経済性」、「土地」は講義後に増加し、WS 後には減少した。これ

らは講義によって新たに知識を得たものの、WS 内での議論を通じて

さらなる重要な問題が存在すると認識・整理した結果と解釈できる。 

 「安定性」、「環境問題」、「効率」は講義後に減少し、WS 後には増
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加した。これらは講義で新たに得た知識が想起されやすかったことに

伴って一度は回答から埋没したものの、WS 内での議論を通じてやは

り重要であると再検討された結果と解釈できる。 

 最後に、「資源の枯渇」は講義後に減少し、WS 後にもさらに減少を

重ねた。これは講義前から高校生内で既に重要性が認識されていた項

目であり、時間制限のあったアンケート回答では前提認識として持ち

合わせていたがゆえに敢えて書かなかった、または講義・WS を通じ

て得た他の情報との比較・吟味の上で、重要度に変化が生じた可能性

が考えられた。 

 以下、ここまで示した定量的評価の解釈をまとめる（図-30）。まず、

生徒は第 1 回講義前後を通じて新たな知識を獲得していることから、

STS 的内容を含む講義を理解することが十分に可能であることが示

唆された。また、WS では議論によって他者の意見を受け入れ、自身

の考えを整理する能力を有している可能性が示唆された。 

 

図-30 定量評価の解釈 

 

 一方で、上記までの解析においては、全体的な回答項目数の増加の

有無のみに着目しており（＝視点の多様化）、定性的に回答内容にど

のような変化が見られたのかについて考察できてない。実際に、個別

回答の中には、「視点の多様化」以外にも授業全体において「期待し
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た変化」が見られたものが多数存在していた。よって、以降では個別

の自由記述回答の変化を一つ一つ観察し、既に定量評価を行った「視

点の多様化」以外にどのような変化がどのぐらい生じていたのかを定

性的に調べた。本報告書では紙面の都合上、それら一部の結果および

考察のみを示す。なお、ここで言う「期待した変化」とは、「本企画

の目指した STS 教育（2.4 節参照）に即した回答に記述が変化したこ

と」、を指している。 

 

・個別回答の紹介と考察（定性的評価） 

 以下、個別記述回答の変化について報告する。回答の変化の分類に

ついては、山内(2010)で使用された図-31 の 8 つを用いた。 

山内(2010)では、「再生医療」を議論テーマに取り上げ、再生医療と

社会の関係を巡る議題について、市民同士で議論を行い、複数の選択

肢から個々が 1 つを選択するという意思決定場面を設定している。そ

の場面において、個人の選好とその根拠が議論の前後で変化した事例

に焦点を当て、議論がもたらした効果として実験内で確認された選択

理由の変更パタンとして上記分類を示した。ただし、これらの分類は

あくまでも山内(2010)が設計した質問紙に対する回答者の自由記述

内容に対して解析を行った結果であり、回答者本人に確認をした訳で

はない。 
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表-5 選択理由変更のパタン（山内, 2010） 

 

 本報告においては、山内(2010)の 8 つの分類が、自由記述回答の変

化に見られた全 2 回の授業がもたらしたポジティブな効果として、基

本的にそのまま適応できることを先に確認した。その上で、これらの

分類にポジティブな意味合いで適合が出来ないものについては「期待

した変化」ではない（ex. 「意見の縮小」、「回答の放棄」など）とし

て扱った。 

 以下、特徴的に見られた回答例の紹介と、本実践がもたらした高校

生への影響を概説する。 

 まず、図-31 に本実践において「期待した変化」を表した実際の生

徒の回答例を示す。 
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図-31 期待した変化を表した回答例 

 

 図-32 の回答例は、「日本で再生可能エネルギーはさらに増えた方が

良いと思うか」という問いに対する選択回答は、全 3 回のタイミング

において全て「はい」を回答している。選択回答についての変化はな

いものの、その理由を示す自由記述回答の内容には大きな変化が見ら

れていることが分かる。 

 まず、講義前におけるこの生徒の回答は、発電方法に関する単一の

視点のみに基づいた意見であり、また「何故従来の発電方法では限界

に近いのか」も示されない根拠が不明瞭なものであった。一方で、講

義後においては、再生可能エネルギーが増えた方が良いと思う主張に

変化はないが、一方では技術の発展に関する要請やコストを勘案する

必要性を指摘する等、具体的な「意見の形成」が示されている。さら

に WS 後には、より具体的に再生可能エネルギーの導入を増やす時期

に関する条件を提示する等、多面的な根拠に基づいた意見を示してお

り、さらには再生可能エネルギーの導入を増やす前段階における代替

案を提示する等の「視野の拡張」が見られた。 
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 上記のように、回答が本実践において「期待した」変化をした生徒

は少なく見積もっても 69 人中 20 人程度は見られた。なお、この 20

人という数は「明らかに」変化した人数であり、ほとんどの生徒が山

内(2010)の分類にポジティブな意味合いで当てはめられる変化を示

していた。また、それらポジティブな変化は、例えば既に示した「視

点の多様化」に関する定量的な増加が見られなかった回答に対しても

認められた例が複数存在した。 

 次に、図-32 に本実践において「期待した変化」を表さなかった実

際の生徒の回答例を示す。 

 
図-32 期待した変化を表さなかった回答例 

 

 図-32 の上の回答は、講義前から多くの視点を持った回答をしてお

り、WS 後にも目立ったポジティブな変化が見られなかった例である。

また、下の回答は講義前から講義後には問題意識の提示や改善策の要

請などの「期待した変化」を占めしていたが、WS 後には回答を放棄

してしまったような記述へと変化していた。これらのように「期待し
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た変化」を表わさなかった例は全体で 7 名程度であり、「期待した変

化」を見せた生徒の数と比べても少数であった。 

 以上、個別回答の分析を通じて、本実践を通じて回答の全体的な傾

向として見られた「視点の多様化」以外にも、「期待した変化」を示

した例が多く存在したことが定性的に確認された。これにより、学習

効果に関する評価を行う際には、「視点の多様化」に代表される定量

的な検証が可能な指標以外についても、何らかの定性的な方法によっ

て評価の対象に含めることの重要性が新たに示唆された。 

 

 結論および今後の課題 
 全 2 回の出前授業を実施した結果、講義前後、WS 後のそれぞれで、

高校生のエネルギー選択に関する回答理由に含まれた視点の多様化

が定量的に認められた。これにより、高校生はエネルギー選択に関す

る STS 教育に関する講義を理解・吸収する能力を有していることが

示唆された。また、高校生は他者との議論を通じて、他者の意見を聞

き、取り入れ、自身の意見と合わせて整理する能力を有している可能

性が示唆された。 

 講義前の個別回答から見られたように、元々の高校生のエネルギー

選択（科学と社会が関わる問題）への認識には生徒ごとに大きく差が

存在した。だが、本事例のような実践的内容を踏まえた教育により、

それが大きく改善される可能性が示されたと考えられる。 

 今後の課題としては、より詳細なアンケートの解析、およびより効

果的なアンケート手法の構築および適用方法を検討することにより、

STS 教育の実践対象としての高校生の妥当性およびその実践効果の

評価精度の向上が考えられた。さらには、実践対象として、今回対象

となった SSH 指定校である宮城県仙台第三高等学校の理系クラス生

徒のような「高知識・高関心層」以外にも、いわゆる「ふつう」の高
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校の「ふつう」の生徒に対しても行うことで、対象となる高校生の知

識・関心の違いが STS 教育に対する高校生の反応や実践効果の違い

にどのように影響するか等を、より詳細に調べる必要性も検討された。

本実践を一つのプロトタイプとして、今後も STS 教育の実践および

その評価を行った事例が増加していくことが、これからの高校教育課

程における STS 教育の導入を検討するための判断材料の増加にも繋

がると考えられる。 
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 ５． まとめと今後の課題 

 本企画においては、異分野融合大学院生グループが主体となり、高

校生を対象とした STS 教育を実践し、高校生が今後社会との関わり

の中で意思決定・価値判断を下していくための基盤として、広く多様

な視点から科学技術と社会が関わる諸問題について考えられるよう

になることを目指した。具体的には、エネルギー選択を題材とした、

100 分間の対話式講義（第 1 回; 2015 年 7 月 16 日実施）および 50 分

間のワークショプ（第 2 回; 2015 年 8 月 25 日実施）を含む全 2 回の

出前授業を設計した。また同時にアンケート調査を実施することで、

出前授業の実践としての評価、および出前授業が高校生に及ぼした効

果の評価を行った。 

 全 2 回の出前授業を通じて、8 割以上の高校生が高い理解度・満足

度を示した。また、得られた感想内容や当日の生徒の様子からも、高

校生が授業に対して関心をもって積極的に参加していたことが伺え

た。特にワークショップにおいては、どのグループでも活発な議論が

なされていたことが観察され、ワークショップを気軽に参加できるも

のとして設計することに成功していたことが示唆された。これらの理

由により、本出前授業が十分に実践目標を満たして設計されていたと

評価できた。 

 自由記述式アンケート「日本で再生可能エネルギーはさらに増えた

ほうが良いと思うか」という質問を設計し、出前授業の実施前後にお

ける高校生の記述の見られた思考の変化を追跡調査した。その結果、

質問に対する高校生の回答に含まれた問題を考える視点が多様化し

たことが定量的に示された。さらに、個別記述回答の分析を通じて、

視点の多様化以外にも、意見の形成や具体化といった本実践を通じて
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期待された変化を示している例が多く観察された。これらの理由から、

今回の実践対象であった SSH 指定校の高校生には、エネルギー選択

に関する STS 講義を理解・吸収し、また他者との議論を通じて自分

の意見を整理する能力を有している可能性が示された。 

 今後の課題としては、実践面においては、限られた時間の中におい

て授業内で扱うことのできる内容を更に検討し、教材の充実を測るこ

と、およびその体系化が考えられる。調査面においては、より詳細な

アンケート解析、およびより効果的なアンケート調査の構築・適用を

検討することで、STS 教育の実践対象として高校生に及ぼす効果の評

価精度の向上が求められる。さらには、実践対象として、今回対象と

なった SSH 指定校である宮城県仙台第三高等学校の理系クラス生徒

のような「高知識・高関心層」以外にも、いわゆる「ふつう」の高校

の「ふつう」の生徒に対しても行うことで、対象となる高校生の知識・

関心の違いが STS 教育に対する高校生の反応や実践効果の違いにど

のように影響するか等を、より詳細に調べる必要性が考えられる。 

 

 今回、「高等学校における STS 教育の実践」という本活動を通じて、

企画名にある「科学技術と社会の新たな関係性の提案」にまで至るこ

とができたのかと言われれば、それはあまり定かではない。しかし、

例えば企画段階で漠然と抱いていた「つい最近まで中学生であった高

校 1 年生に対して、STS 的内容がどこまで伝わるものか？」といった

不安や懸念は、実践を通じて今回の仙台第三高等学校の生徒から得ら

れた反応やアンケート解析結果を見た限りであれば、少し解消された

のではないかと感じる。これは、高校生というまだ社会的には未熟な

存在であっても、今後の教育の在り方次第では、実は既に十分、科学

技術と社会が関わる複雑多岐にわたる諸問題に対して向き合うこと

ができる年齢である可能性を示唆している。 
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 平成 28 年 6 月より、新たに改正された公職選挙法が適用され、満

18 歳以上の高校生に対しても初めて選挙権が与えられることになる。

恐らく高校生の中には、このような自身の社会参画について、漠然と

した不安を感じる生徒も少なくはないだろうと想像する。STS 教育は、

今回題材として取り上げた「エネルギー選択」に限らず、「地球環境

問題」、「食糧安全問題」、「生命倫理の問題」、「情報技術に関する問題」

といった、現在の社会でまさに議論されている多岐にわたったテーマ

を扱っている。この STS 教育により身につくことが期待される科学

技術リテラシーは、まさに高校生がこれからの社会の在り方を考える

上で欠かせない武器になると考えられる。本実践を一つのモデルケー

スとして、今後も様々な主体によって、STS 教育および対話の場作り

に関する実践的取り組みが、多くの教育現場や社会の中で普及・定着

していくことを、本企画メンバー一同、願ってやまない。 
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山田修司（東北大学大学院文学研究科文化科学専攻 博士課程前期 2 年） 
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からご指導を頂きました。ここに厚く御礼申し上げます。最後に、本企画

のアドバイザー教員であり、お忙しい中にも関わらず、高校側との取り次

ぎをはじめとして、毎回のミーティングにもご参加頂き常に丁寧にご指導
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